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平成２３年第４回一宮町議会定例会会議録
（第１号）

　平成２３年１２月９日招集の第４回一宮町議会定例会は、一宮町役場議場において開催された。

１．現在議員は１６名で、出席者の議席番号及び氏名は、次のとおり。

　　１番　　鵜　　沢　　清　　永　　　　　　２番　　鵜　　沢　　一　　男

　　３番　　小　　安　　博　　之　　　　　　４番　　藤　　乗　　一　　由

　　５番　　袴　　田　　　　　忍　　　　　　６番　　鵜 野 澤　　一　　夫

　　７番　　吉　　野　　繁　　徳　　　　　　８番　　志　　田　　延　　子

　　９番　　髙　　梨　　邦　　俊　　　　　１０番　　島　　﨑　　保　　幸

　１１番　　鶴　　岡　　　　　巖　　　　　１２番　　中　　村　　新 一 郎

　１３番　　森　　　　　佐　　衛　　　　　１４番　　秋　　場　　博　　敏
　１５番　　室　　川　　常　　夫　　　　　１６番　　秦　　　　　重　　悦

２．欠席議員は次のとおり。

　欠席議員なし

３．地方自治法第１２１条の規定により出席した者は、次のとおり。

	町長
	玉　川　孫一郎
	副町長
	芝　﨑　　　登

	教育長
	町　田　義　昭
	総務課長
	峰　島　　　清

	まちづくり
推進課長
	齋　藤　文　雄
	税務課長
	森　田　善　宏

	住民課長
	牧　野　一　弥
	福祉健康課長
	中　山　好　弘

	都市環境課長
	小　関　義　明
	産業観光課長
	岡　本　和　之

	保育所長
	井　上　高　子
	会計管理者
	渡　邉　幸　男

	教育課長
	丸　　　正　夫
	農業委員会
事務局長
	白　井　喜　治


４．職務のため議場に出席した事務局職員は、次のとおり。

	事務局長
	小　柳　一　郎
	書記
	御園生　加代子


５．本会議に付議された事件は、次のとおり。

　日程第一　　　会議録署名議員の指名

　日程第二　　　会期の決定

　日程第三　　　諸般の報告

　日程第四　　　町長の行政報告

　日程第五　　　請願第３号　地方消費者行政充実のための国による支援に関する請願書

　日程第六　　　一般質問

　日程第七　　　平成２２年度決算審査特別委員会委員長報告

　　　　　　　　認定第１号　平成２２年度一宮町一般会計歳入歳出決算認定について

　　　　　　　　認定第２号　平成２２年度一宮町国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算認

　　　　　　　　　　　　　　定について

　　　　　　　　認定第３号　平成２２年度一宮町老人保健特別会計歳入歳出決算認定につい

　　　　　　　　　　　　　　て

　　　　　　　　認定第４号　平成２２年度一宮町介護保険特別会計歳入歳出決算認定につい

　　　　　　　　　　　　　　て

　　　　　　　　認定第５号　平成２２年度一宮町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算認定

　　　　　　　　　　　　　　について

　　　　　　　　認定第６号　平成２２年度一宮町農業集落排水事業特別会計歳入歳出決算認

　　　　　　　　　　　　　　定について

　日程第八　　　議案第１号　特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例

　　　　　　　　　　　　　　の一部を改正する条例

　日程第九　　　議案第２号　平成２３年度一宮町一般会計補正予算（第５次）議定について

　日程第十　　　議案第３号　平成２３年度一宮町国民健康保険事業特別会計補正予算（第３

　　　　　　　　　　　　　　次）議定について

　日程第十一　　同意案第１号　固定資産評価審査委員の選任につき同意を求めることについ

　　　　　　　　　　　　　　　て

　日程第十二　　発議第１号　地方消費者行政に対する国の実効的支援を求める意見書

　――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――─────────
開会　午前　９時０１分
◎開会の宣告
○議長（秦　重悦君）　皆さん、おはようございます。

　　早朝より、寒い中、また年末に入りお忙しい中、ご参集いただき、まことにご苦労さまでございます。

　　ただいまから平成23年第４回一宮町議会定例会を開会いたします。

　――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――─────────

◎開議の宣告
○議長（秦　重悦君）　ただいまの出席議員数は16名です。よって、定足数に達しておりますので、直ちに本日の会議を開きます。

　――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――─────────

◎議会運営委員会委員長の報告

○議長（秦　重悦君）　日程に入る前に、議会運営委員長より本定例会の運営について発言の申し出がありましたので、これを許します。

　　議会運営委員長、12番、中村新一郎君。

○議会運営委員長（中村新一郎君）　会期につきまして、議会運営委員会から報告いたします。

　　平成23年第４回一宮町議会定例会に提案されたものは、町長の行政報告を初め、地方消費者行政充実のための国による支援に関する請願書１件、平成22年度一般会計及び各特別会計の決算認定が６件、特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例１件、平成23年度一般会計、国民健康保険事業特別会計の補正予算２件、そして固定資産評価審査委員の選任につき同意を求めることについて１件、一般質問は12名の議員から出されております。

　　以上を勘案いたしまして、会期につきましては、９日、いわゆる本日の１日としたいと思います。

　　以上で報告を終わります。

○議長（秦　重悦君）　どうもご苦労さまでした。

　――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――─────────

◎議事日程の報告

○議長（秦　重悦君）　本日の議事日程を報告いたします。

　　日程は、既に印刷してお手元に配付してございます。これをもってご了承願います。

　――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――─────────

◎会議録署名議員の指名

○議長（秦　重悦君）　これより日程に入ります。

　　日程第１、会議録署名議員の指名を行います。

　　会議録署名議員は、会議規則第117条の規定により、議長において指名いたします。

　　４番、藤乗一由君、５番、袴田　忍君、以上、両名にお願いいたします。

　――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――─────────

◎会期の決定

○議長（秦　重悦君）　日程第２、会期の決定を議題といたします。

　　お諮りいたします。本定例会の会期は、議会運営委員会の答申どおり、本日１日といたしたいと思います。これにご異議ございませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○議長（秦　重悦君）　異議なしと認めます。
したがって、本定例会の会期は、本日１日と決定いたしました。

　――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――─────────

◎諸般の報告

○議長（秦　重悦君）　日程第３、諸般の報告をいたします。

　　監査委員から例月出納検査結果報告書、長生郡市広域市町村圏組合議会議員から議会概要報告書、千葉県後期高齢者医療広域連合組合議会議員から議会概要報告書、議会推薦一宮町農業委員会委員から農業委員会の会議概要報告書の提出がありました。

　　別紙、諸般の報告一覧表のとおり、資料をお手元に配付いたしておりますので、これをもってご了承願います。

　――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――─────────

◎町長の行政報告

○議長（秦　重悦君）　日程第４、町長の行政報告を伺います。

　　玉川町長より、本定例会に当たり行政報告を行いたい旨の申し出がありましたので、これを許します。

　　町長、玉川孫一郎君。

○町長（玉川孫一郎君）　皆さん、おはようございます。

　　本日、ここに平成23年第４回一宮町議会定例会を開催いたしましたところ、議員の皆様方には、公私とも大変ご多用にもかかわらずご出席をいただきまして、まことにご苦労さまでございます。

　　最初に、先日行われました防災訓練の際には、一時避難場所として施設を開放していただいた施設の皆様を初め、訓練にご参加くださいました住民の皆様や企業の方々のご協力により、平日にもかかわらず3,251人と大勢の皆様のご参加をいただくことができました。この場をおかりしましてお礼を申し上げます。

　　また、住民の皆様の防災に対する意識の高さを強く感じるものであり、町といたしましても、より一層防災対策に重点を置き、安全で安心して暮せるまちづくりを進めてまいります。

　　次に、東日本大震災による仮設住宅の提供につきましては、放射能の影響により、福島県からの避難者が、現在、当町に４世帯12人の方が避難されております。
　　次に、ことしで第２回目となる「ぐるっと一宮」でございますが、11月25日に実施いたしました。参加者は21人で、役場の議場、防災行政無線室、中央ポンプ場、一宮保育所、一宮中学校、花の小径、風船爆弾の跡地、一宮荘の跡地、特別養護老人ホーム一宮苑を見学し、各担当者から説明を行ったところ、参加者から大変ご好評をいただいております。

　　次に、「新にこにこサービス」につきましては、10月１日から、予約受け付けを３日前予約から前日の午後３時までといたしました。また、医院や薬局等の通院利用は、当日、本人や医院等からの電話により、１時間以内で帰りの迎えができるよう利用者の利便性を図りました。これにより、10月の利用者は延べ151人、利用回数は延べ614回で、９月に比べ利用回数は約３割増加しております。
　　次に、一ノ宮駅のバリアフリー化につきましては、エレベーター設置に向け工事が着々と進んでおり、駅舎入り口へのスロープの設置とあわせて、早ければ年内に使用することができるとのことです。多機能トイレにつきましては、年明けから工事に入り、平成24年３月下旬に使用開始の予定でございます。

　　次に、釣ヶ崎広場につきましては、10月から整備工事を開始し、舗装整備は平成24年の１月31日に完成の予定となっております。また、植栽につきましては、植栽に適した２月から３月ごろに工事を行い、平成23年度内に完成の予定でございます。
　　次に、新庁舎建設事業につきましては、10月10日に庁舎建設基本計画の素案に関する住民説明会を開催し、61人の方にご参加いただきました。また、９月21日から10月14日にかけて、町民の皆様から意見を聞くパブリックコメントを実施し、17人の方から計45件のご意見をいただきました。町民の皆様から、新庁舎の防災機能などについて多くの質問や要望などが寄せられておりますが、これらのご意見を参考にさせていただき、新庁舎建設基本構想・基本計画の早期完成に向けて推進してまいります。
　　次に、防犯灯のＬＥＤ化事業については、当初契約の930基の工事が10月末に完了したところでございますが、入札残分を２期工事として134基の追加を今月行いました。これにより、今年度内には約1,600基の防犯灯のうち、６割強の1,064基が省エネ型のＬＥＤ防犯灯に切りかわります。

　　また、補正予算でお願いいたしましたソーラー式防犯灯の移設工事ですが、ことしの初めに行われました子ども議会の要望を受けて、綱田地先へ１基、そして一般質問で何度か取り上げられました一宮停車場線に４基の移設が10月末に完了いたしました。今後、一宮停車場線への防犯灯の増設については、現状を見ますと一定間隔に配置されており、ある程度の明るさが確保されているものと考えます。

　　次に、福祉関係でございますが、子ども手当支給事業ですが、10月１日から法律が改正され、年齢に応じて受給額が変更することになりました。今まで受給中の方も新たに申請が必要となり、対象者916人に対し、現在半数の方が申請を済ませております。未提出の方については引き続き受け付けを行い、平成24年３月31日までに申請した方については10月分から支給いたします。
　　次に、介護保険事業ですが、第５期介護保険事業計画策定に伴いまして、町民の意見を広く求めるため、介護保険事業計画作成委員会の委員２人を公募し、今月５日に第１回目の会議を開催いたしました。今後、介護保険事業計画作成委員会及び介護保険運営協議会を数回開催し、介護保険事業計画に対する意見を整理して、平成24年度から26年度までの第５期介護保険事業計画を策定いたします。
　　次に、農業関係ですが、去る11月３日に開催されました第33回「一宮町農林商工祭」は、天候にも恵まれ、農産物の収穫を祝う祭り、商工活動等、各団体の協力と創意工夫を凝らしたイベントが行われ、盛況のうちに終了いたしましたことを報告させていただきます。

　　次に、施設園芸ですが、老朽化した温室の改修を目的に実施している「園芸施設リフォーム支援事業」は、10人の施設園芸農家が事業を実施し、総事業費約2,300万円に対し、千葉県の補助が25％、町補助が５％で工事が完了し、11月15日に県の竣工検査も終了しましたので、今月中に補助金を各農家へ支出の予定でございます。

　　また、千葉県の補助事業を活用し、一宮町、長生村、白子町が共同で補助する長生農業協同組合を事業主体とする共同利用施設や機会の更新事業を実施中であり、さらにトマトやメロンのハウスを新たに建設する２件の事業もこれから工事が実施されます。

　　次に、東京電力福島第１原発の事故に関連して、県内農産物の安全確認を行うため、千葉県によるモニタリング検査が行われております。一宮町では、11月９日に町内の農家から採取したトマト、11月22日にはイチゴを検査した結果、放射性ヨウ素、セシウムとも不検出でした。引き続き農産物のモニタリング検査が行われる予定ですので、分析結果がわかり次第ホームページ等で町民の皆様にお知らせしてまいります。

　　次に、旧国民宿舎跡地利用の関係ですが、千葉県の補助事業である「観光地魅力アップ緊急整備事業」を活用し、一宮町観光のイメージアップを図るため、旧国民宿舎跡地に駐車場並びにトイレを整備する工事関係補正予算を計上しましたので、よろしくお願いいたします。

　　次に、土木関係ですが、町道工事の第７回目の入札を11月21日に行い、今年度予定している工事のうち80％の契約が完了いたしました。

　　次に、海岸利用及び海岸侵食対策関係ですが、11月27日に海岸利用計画検討委員会を開催しました。この中で、日本大学理工学部に委託した、一宮の海を活かしたまちづくりプロジェクトの発表が行われ、３つの案が出されました。今後はこの案も参考にしながら海岸の利用をあわせて考えてまいります。

　　また、同委員会の中で、あわせて千葉県から海岸侵食対策事業の進捗状況等の説明があり、今後も各方面との調整を図りながら事業を推進することを確認いたしました。

　　11月30日には、南九十九里浜保全対策協議会から、南九十九里浜侵食対策事業と養浜事業のさらなる促進について、国土交通省及び民主党に対し要望活動を行いました。これを受けて、12月５日、国土交通省の津川政務官が一宮町の海岸を視察に訪れました。この中で、千葉県の苦しい財政状況では、なかなか効果的な養浜事業を展開できないため、国の補助事業として実施できるよう強く要望いたしました。

　　次に、一宮川に残る中州の問題ですが、解決に向け、少しでも川の流れをよくするために、共有地に付随する県所有の護岸を撤去していただくよう、要望書を提出する予定でございます。今後も千葉県と協議しながら解決に向けて努力してまいります。

　　次に、現在実施している「住宅リフォーム補助事業」は、11月末現在で13件の申し込みがあり、工事費全体では約2,000万円となっていることから、さらなる経済効果の波及を見込み、国の補助金の追加もあり、町の単独費を合わせて100万円を増額し、事業費を総額で300万円といたしました。

　　次に、東浪見土地区画整理事業につきましては、換地処分に向けた事業計画の変更認可を11月11日に受けました。今後は換地計画の事前申請を12月中に行い、申請後は千葉県及び町による現地の検測を受け、来年の２月ごろには本換地の認可を受ける予定です。
　　次に、環境関係ですが、９月19日に実施した九十九里海岸クリーン対策協議会による海岸清掃は、ボランティア443人の参加をいただき、ごみ540キロを回収いたしました。

　　また、10月23日に実施しました一宮川等流域環境保全推進協議会による一宮川河口清掃は、郡内の企業・団体・県・市町村の社員・職員及びボランティア380人の参加をいただき、ごみ1,280キロを回収いたしました。

　　次に、11月３日には、民間団体主催の毎年行われている九十九里ドライブイン周辺の海岸清掃のイベントに参加されたボランティアと町民及び全国から世界記録挑戦のために参加した皆さんにより、一宮中学校のグラウンドで200メートルを二人三脚で1,004人、502組のペアが走り、これまでの記録491組を抜いてギネス世界記録を更新し、ギネスブックの公式認定員からギネス世界記録公式認定書が授与されました。

　　次に、一宮川の堤防の草刈り及び清掃を11月20日にボランティア88人と町職員で実施しました。

　　なお、来年度以降も海岸及び一宮川の草刈り清掃活動を実施しますので、皆様のご協力をお願いいたします。

　　次に、上半期の不法投棄の状況ですが、主なものとして、テレビ20台、消火器４本、タイヤ３本、冷蔵庫１台、洗濯機１台でした。今後も、不法投棄監視員や関係機関と連携を図り、不法投棄防止のために不法投棄監視のパトロールをさらに強化してまいりますので、皆様のご理解とご協力をお願いいたします。

　　次に、放射能汚染問題ですが、町は、８月から町内12カ所の地点で大気中の放射線量を測定しております。測定結果は、基準値以下であり、町民の皆様の健康に影響ないものと判断していますが、今後も引き続き測定を実施してまいります。

　　次に、教育関係ですが、去る11月８日に睦沢総合運動公園体育館において長生郡市小学校体操大会が開催され、一宮小学校は、ふだんの練習の成果により実力を十分に発揮し、総合優勝を果たしました。

　　一宮中学校では、11月17日に「中学校と町長との語る会」を実施しました。これは、町の将来を担う中学校と町長が語り合うことで、生徒が町を身近に感じ、まちづくりへの関心を高めることを目的に行われ、生徒会役員から学校の将来や町の未来について意見交換が行われました。

　　次に、中央公民館の屋上防水工事でございますが、11月13日をもってすべて完了しました。工事期間中、利用者の皆様に大変ご不便をおかけいたしまた。今後も安心してご利用いただけるよう管理してまいります。

　　次に、10月30日に行われた「芸能と音楽を楽しむ会」には、還暦を迎える方々も初めて招待し、延べ750人以上の観客がおいでになり、21団体が日ごろの練習成果を披露いたしました。

　　11月５日から２日間開催した「文化祭」には、500点を超すさまざまな芸術作品が展示され、延べ、1226人の観覧者があり、盛況裏に終了いたしました。

　　また、11月15日には、子供たちの健やかな成長を地域の皆様とお祝いする「七歳児合同祝」が中央公民館で開催され、103人の７歳児たちが祝福されました。町の未来を担う子供たちが元気に伸び伸びと育ってくれることを願っております。

　　終わりに、この定例会に、条例１件、補正予算２件、同意案１件を提案いたしました。よろしくご審議くださるようお願いいたします。

　　以上で私の行政報告を終わります。

○議長（秦　重悦君）　ご苦労さまでした。

　　以上で町長の行政報告を終わります。

　――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――─────────

◎請願第３号の上程、説明、質疑、討論、採決
○議長（秦　重悦君）　日程第５、請願第３号　地方消費者行政充実のための国による支援に関する請願書を議題といたします。
　　お諮りいたします。本請願については、会議規則第90条第２項の規定により、委員会の付託を省略したいと思います。これにご異議ございませんか。
（「異議なし」と呼ぶ者あり）
○議長（秦　重悦君）　異議なしと認めます。
よって、本請願は委員会付託を省略することに決しまた。
　　提案理由の説明を求めます。

　　紹介議員、13番、森　佐衛君。

○１３番（森　佐衛君）　地方消費者行政充実のための国による支援に関する請願書について、採択を求める請願書の紹介議員として説明させていただきます。

　　地方消費者行政充実のための国による支援に関する請願書。

　　請願者、千葉県千葉市中央区中央４－13－12、千葉県弁護士会会長、木村龍次。

　　第１、件名。

　　地方消費者行政を充実させるため、地方消費者行政に対する国による実効的支援を求める意見書を政府等に提出することを求める件。

　　第２、請願の趣旨。

　　一宮町議会が、国会及び政府に対し、地方消費者行政を充実させるため、地方消費者行政に対する国による実効的支援を求める意見書を提出することを採択してくれるよう請願いたします。

　　内容といたしましては、近年、インターネット等、消費生活相談の複雑化が進む中で、さらなる消費者相談の増加が見込まれます。こうした環境変化に対応し、国民の安心を確保していくためには、消費者行政、いわゆる消費者相談の強化が必要ということでございます。

　　第３、請願の理由。

１、国による地方消費者行政に対する実効的な財政措置の必要性の内容でございますが、これまで消費者行政を推進する中央官庁が存在しなかったこともあり、消費者行政、いわゆる消費者相談に対する地方自治体の意識や体制には余りにも格差がありました。消費者相談の増加が見込まれる今日、相談員や正規職員の増員のためには財政措置が必要であるという内容でございます。

　　２といたしまして、具体的な制度設計の提示の必要性の内容でございますが、すべての自治体が消費者相談窓口を設置するには、小規模な町村では難しいので、都道府県と連携して窓口を設置する方法など、地方自治体に取り組みやすい制度が必要であります、ということが記されております。

　　ちなみに、平成21年現在、全国自治体1,837団体のうち、相談窓口未設置自治体数は413団体という数字が出ております。
　　３といたしまして、消費生活相談員の地位・待遇の向上を可能とすることができる制度整備の必要性の内容でございますが、消費生活相談員は、非常勤職員の扱いが大半であり、待遇の改善が必要であります。住民が安心して相談できる消費生活相談窓口を実現するためには、その地位の安定・待遇の改善に向けた制度の整備が必要と考えられます。そのためには、その職種の専門性に着目した専門職任用制度を整備する必要があるということが記されております。

　　ちなみに、消費生活相談情報件数の推移を調べてみますと、1984年開始当初では全国で５万件弱、2000年度では全国で50万件強、2004年度では全国で192万件強となっている。これは、架空請求が社会問題化となったときであります。その後、架空請求への対策もあって、2005年度以降、毎年全国で90万件から100万件の相談件数となっています。

　　以上、よろしく審議のほどお願いいたします。

　　以上です。

○議長（秦　重悦君）　提案理由の説明が終わりました。
　　これより質疑に入ります。

　　質疑ございますか。

（「なし」と呼ぶ者あり）
○議長（秦　重悦君）　なければ、質疑を終結いたします。
　　これより、討論に入ります。

　　討論ございますか。

（「なし」と呼ぶ者あり）
○議長（秦　重悦君）　なければ、これをもって討論を終結いたします。

　　日程第５、請願第３号　地方消費者行政充実のための国による支援に関する請願書を採決いたします。

　　お諮りいたします。本請願に賛成の諸君の起立を求めます。

（賛成者起立）
○議長（秦　重悦君）　起立全員。
　　よって、本請願は採択することに決しました。
　――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――─────────
◎一般質問
○議長（秦　重悦君）　日程第６、一般質問を行います。
　　一般質問につきましては、既に通告がなされております。通告順に従い、これを許します。

　　質問者並びに答弁者は要旨を整理され、簡潔に述べられますよう、また、会議規則第53条により、通告以外のことには答弁されませんので、ご了承願います。

　　なお、会議規則第54条により、質問は同一議題については原則として２回を超えることができませんので、念のため申し添えます。

　――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――─────────

◇　藤　乗　一　由　君

○議長（秦　重悦君）　それでは、通告順に、４番、藤乗一由君の一般質問を行います。
　　４番、藤乗一由君。

○４番（藤乗一由君）　初めに、議長、私のほうから大きく２点質問がございますが、１つずつ区切らせていただいてもよろしいでしょうか。
○議長（秦　重悦君）　結構です。

○４番（藤乗一由君）　それでは、質問のほうに入らせていただきます。

　　１点目、給食による放射線の内部被曝の不安への対応についてという件です。

　　その前に、事前の通告書には、この中に暫定基準値という言葉を使ってございますが、私のほうのミスで、国から出されている要望としては暫定規制値となっております。暫定基準値という言い方も一般には通常されておりますが、正確にはそちらですので、ご訂正ください。

　　この10月の末に、内閣府の食品安全委員会より、放射性物質の食品健康影響評価についての報告がなされました。これによって、食品の放射線量の暫定規制値を来春をめどに見直すことが明らかになりました。現在の暫定規制値の５分の１になるということです。
　　チェルノブイリ原発事故の日本の輸入食品規制値が、この暫定規制値の約３分の２であったことと比較しますと、これまでの基準がいかに高かったかということがわかります。
　　国からは、また、人の生涯における被曝限度量の目安から、食品による年間の内部被曝量１ミリシーベルトという数値の基準についても出されていますが、そもそもこの数値は、福島第１原発事故以前の本来の公衆被曝限度量であったということです。

　　また、厚労省、文科省などからも、食品の放射能汚染について、大人に対する基準と子供や幼児に対する基準を分けるべきかどうかということが取り上げられ、近ごろニュースにもなっており、国においても、それについていまだまとまりを得ていないようです。いずれにしても、これは事故後に国が定めた暫定規制値が、将来にわたっての国民の健康のためには不安があることをあらわしているとも言えると思います。

　　今、東北から首都圏では、児童生徒や園児、乳幼児、妊婦への放射線による内部被曝への不安が大きく取り上げられ、食品への検査体制や、より安全な食品を生産流通させるためのさまざまな取り組みが報道されております。しかし、総じて行政や学校などのこうした問題に対する対応は一般とはとかくおくれがちです。

　　そんな中でも、余計な風評被害をあおるだけではないかとか、農業や観光の面への無用な混乱を招くのではないかといった批判がされたり、それこそ不安に感じる人たち自身が、無用な風評被害を誘発させてしまったらどうしようと思うことで、食品の安全に対する不安を口にすることをためらい、不安の声を上げられないケースもあると聞きます。

　　家庭においては、食品の種類や産地、漁獲時期などを注意深く選択することで、食品に含まれる放射性物質の量を格段に低減できるという調査報告もございます。また、義務教育年齢までの子供の場合の放射線による影響は、大人の場合とは異なり、非常に大きなものがあるという意見もございます。そうしたことから、家庭においても、大人の場合の食品の安全の基準と子供の場合の食品安全の基準というように、心理的には二重の基準が既にできてしまっているようです。

　　ところが、学校、保育園における給食では、園児、児童生徒はこれをみずから選択することができません。給食年齢にある子供を持つ親の中には、子供の食の安全に不安を感じている方が少なくありません。マスコミなどでも、そうした報道が日々見受けられます。一宮町内においても、子供への食品による内部被曝の不安を胸にしながらも、なかなか学校に対して問い合わせるなどの形で口には出せないという方が潜在的にいらっしゃいます。

　　この点に関して、10月に、給食の食材の安全性についてどのように把握しているかということを町教育課に問い合わせいたしました。そして、さらに業者へのより安全な食材の確保に向けた指導と、食材の産地等についての情報公開を要望いたしました。また、小中学校、保育園等でのそうした点に関連する問い合わせ、相談などの状況を随時調査していくことも要望いたしました。

　　そこで、これらの点に関して、その後の状況と今後の方針についてお伺いいたします。お願いします。
○議長（秦　重悦君）　ただいまの藤乗一由君の一般質問に対する答弁を求めます。
　　町田教育長。

○教育長（町田義昭君）　給食による放射線の内部被曝の不安への対応との質問でございます。それにお答えいたします。

　　町の給食は、自校方式により、各学校で食材の調達から調理までを行い、温かく豊富なメニューを提供しており、児童生徒からも大変好評でございます。

　　小中学校の給食食材は、主に千葉県学校給食会や地域の業者を通じて購入しております。

　　各学校では、これまでも産地、品質、鮮度を確認することや納品された食材の記録を行い、安全安心な食材を調達してきております。

　　教育委員会では、10月27日の藤乗議員からの要望を受けまして、学校給食の安全な食材の確保と保護者の皆様への不安を取り除くため、各小中学校の栄養士と協議した結果、12月から給食だよりや献立表に給食食材の産地を表示して情報を公開してまいります。既に12月は公開済みでございます。また、食材調達に関しましては、これからも食品納入業者に産地や漁獲時期などを十分に注意して選定するよう、各小中学校に指導してまいります。

　　さらに、保護者から給食に関する問い合わせや相談の対応を情報共有し、町の給食に携わる職員が共通認識の上、食材の選定等に当たり、安全で安心な給食を提供するよう努めてまいります。

　　なお、11月30日付で文部科学省から、東日本の17都県への通知がございました。これは、放射性物質の測定機を１都県当たり５台分補助すると、そういう事業で、これに関しましては、現在、県において導入等について検討が行われておりますので、今後の動向を注視してまいりたいと思います。

　　なお、保育所に関するご質問については、保育所長から答弁させていただきますので、よろしくお願いします。

　　以上です。

○議長（秦　重悦君）　井上保育所長。

○保育所長（井上高子君）　保育所の現状についてお答えいたします。

　　給食食材は、千葉県や業者で放射能測定を実施したものであり、納品時に産地、品質、鮮度の確認をして、安全安心な食材を調達し提供しております。

　　また、放射能汚染関係についての問い合わせや相談は、飲み水を含めて数件ありましたが、それぞれに対応いたしました。

　　以上です。

○議長（秦　重悦君）　藤乗議員、どうぞ。

○４番（藤乗一由君）　ただいまのご答弁に対して、再度の質問と意見を述べさせていただきます。

　　まず、１つ目として、情報の公開については進めていただけるということですが、今、保護者の方、とてもこういった点についてナイーブになっていらっしゃいますので、さらに一層進めていただき、より透明性を持たせていくということで、その辺のところを要望いたします。

　　２つ目として、これは質問になりますが、給食の食材を多く調達している業者、特に学校給食会などでは、食材の安全性について把握していると思われますが、そのあたりのところはいかがでしょうか。

　　３つ目として、学校給食会など、そういった規模と取り扱い量の多い業者に対しては、特に今後継続的に安全な食材の提供に努めることを要望していただきたいと思います。場合によっては、一宮単独だけではなくて、他の市町村などとも協調して要請を進めるといったこともしていただければ、より一層細かい情報と透明性が上がるということになると思います。また、その情報がホームページなどを通してわかりやすく確認でき、安心を担保できるようにというふうに業者へも要望していただきたいと思います。

　　４つ目としまして、これも要望でございますが、保護者側に対しても、こうした食材の情報、それから、この情報確認ができるということを公開して、積極的に伝えていくということをお願いいたします。

　　以上、質問と要望です。

○議長（秦　重悦君）　それでは、２点目の質問に対しての答弁を求めます。

　　町田教育長。

○教育長（町田義昭君）　藤乗議員からの２番目の件についてお答え申し上げます。

　　千葉県学校給食会では、原発事故による放射性物質の農畜産物等への影響について、国などの関係機関の動向や公表される検査結果などの情報収集を行い、食材の取り扱いに十分注意し、円滑な食品流通の確保に努めてもらうよう、取引先各社へ指導しているとのことでございます。

　　また、各県においても、本県同様に国の決めた厳格なルールにのっとり、地元産品の検査に鋭意取り組んでおります。そして、その結果をそれぞれのホームページで公表されている暫定規制値をもとに検査を実施し、基準値を超えるものについては出荷停止をしているところでございます。各食品メーカーは、この検査結果を確認の上、原料として購入しております。このように、検査された原料を使用して製造された食品であることから、安全が担保されているものと考えております。

　　なお、野菜、果物、魚の産地につきましては、千葉県学校給食会のホームページに掲載され、公表されているところでございます。

　　今後も、給食の食材に関する情報については、積極的に周知を図り、安心できるように努めてまいりたいと思います。

　　以上です。

○議長（秦　重悦君）　よろしいですか。

　　藤乗議員。

○４番（藤乗一由君）　ご回答、わかりました。承知いたしました。

　　今のご答弁に関してですが、国などの提示された基準によって、真に安全が担保されているかどうかという点に関しては、よりどころとするところの考え方によって大きく異なった結果が出てくると思います。安全という面では、科学的な数値によるということしかないと思いますが、それを判断する立場によって、やはり変わってくると思いますので、これはなかなかどこが絶対安全かというのは難しいところだと思います。

　　ただし、安心に関しては、これは数値以外の問題の部分のほうが大きいと思いますので、信頼できるということがまず大事だと思います。ですから、そういった面でも積極的に情報を提供していただきたいということです。

　　また、この安心に関してですけれども、安全と安心は必ずしも同一ではないというわけですから、一宮町としては、できる限りの範囲で安心を提供して、信頼できる行政を目指すべきであるというふうに思っております。そのために、この今回の放射性物質のことに関してだけでなく、さまざまな面で極力情報を公開して、信頼できる情報を提供して発信し続ける。そして、そのこと自体をさまざまな形で広報していくという姿勢が望まれる時代だと思います。それによって、一層行政と住民との接点を多くすることが、それが再び行政への信頼へとつながり、住民との協働へとつながっていくことだと思います。町のそうした取り組みを期待いたします。

　　次に、２点目の質問に移らせていただきます。

　　２点目として、11月28日の全町防災訓練の問題点と今後の方針についてです。

　　３月11日の東日本大震災以来、間もなく９カ月が過ぎようとしております。一宮町でも11月28日に実施された町の全町避難訓練が無事終了したばかりです。職員の皆様やご協力いただいた学校関係、事業所等のご協力のたまものと考えます。お疲れさまでございました。

　　さて、この訓練は、５月末の時点で既に計画されていたもので、計画策定から実施までの期間が６カ月以上と、かなり時間があいております。余震も時折あった中で、この期間にも災害が発生していたかもしれないと考えますと、このタイムラグの大きさが、いつ発生するかわからない災害に対して、どうせすぐ起こらないのだからというような危機意識の欠如ともとらえられかねません。

　　そこで、以下の点について質問いたします。

　　１つ、避難訓練において、住民や町内各事業所の参加状況と、その問題点について、現在集約し、把握している範囲での課題、問題点、対策についてお伺いいたします。

　　２つ目、計画から防災訓練の実施時期へのブランクが余りにも開いてしまったのは、どのような理由によるものか。いつ発生するかわからない災害に対する備えである訓練という意識が幾分低かったのではないでしょうか。

　　３点目、訓練により十分な効果を期待するためには、広報、周知、役割分担の確認や関係部署との連携など十分な準備がされていたのでしょうか。不十分な点として予測される事項はあらかじめ検討されたでしょうか。

　　４点目、防災は、地域と行政との共助がなければ、一層の効果が期待できません。万一のための各地域との協力体制の話し合い、検討など不足しているのではないでしょうか。そうした点への認識の点はどうでしょうか。

　　５点目、避難訓練では、住民や職員、各事業所でも、さまざまな労力負担がございます。実際に事業所では、避難のために一時休業するわけですから、こうしたこともコストと考え、これに見合う以上の効果を期待できるような工夫と準備が必要であったと思いますが、その辺のところの考え方と意識についてはいかがでしたでしょうか。

　　以上の点についてお伺いいたします。

○議長（秦　重悦君）　答弁を求めます。

　　町長、玉川孫一郎君。

○町長（玉川孫一郎君）　今の質問にお答えいたします。
　　まず、１点目の訓練参加状況でございますけれども、一般住民の方が988名、保育所が305名、小中学校あわせまして1,004名、一宮商業高等学校が501名、長生特別支援学校が207名、その他、一宮学園や福祉施設にも今回参加をいただき、総勢3,251名の方のご協力をいただきました。

　　また、訓練の際に簡単なアンケートを実施いたしました。現在集計中でございますけれども、その中では、防災行政無線がよく聞こえなかったとか、防災行政無線の緊迫感がちょっとないとか、あるいは避難経路の問題で、踏切を横断しなければ逃げられないんだけれども、踏切横断する箇所が少なくて、実際のときには渋滞が予想されるとか、あるいは一時避難場所が海岸方面に多くて、一番近い避難場所に行くには海のほうに向かって避難しなければならないというような、いろいろなご意見をいただきました。こうしたいろいろな意見を参考にいたしまして、今後の防災対策の見直しを図り、少しでもできるところから順次改善を図ってまいりたいと考えております。
　　２点目の、実施時期が遅かったんではないかということでございますけれども、まず第１に、訓練よりも住民の皆さんがどこに避難したら安全かということで、まず避難場所の見直しを優先的に行いました。まず避難所を見直したということでございます。その結果を緊急津波避難マップというものに反映させまして、これを作成して、町民の皆様に配布をする。そして、住民の皆さんが非常に関心の高い放射能の対策の問題、あるいは防災対策の問題、それから房総沖地震の可能性などの問題ということで、講演会を実施いたしました。そういう形で住民の皆様に対する防災知識の普及と不安の解消に努めてまいりました。
　　また、まず現在自分がいる場所がどのくらいの高さにあるのかということを住民の皆様方に知ってもらうために、町内約80カ所に海抜表示を掲示するポスターを掲示いたしました。そして、各家庭には防災パンフレットの配布を訓練前に実施し、訓練のときの参考にしていただくよう万全の準備を進めてまいりました。こういったいろいろな準備を進めてきましたので、これだけの時間が必要となりました。

　　３点目の周知、連携とのことでございますけれども、周知につきましては、広報紙やホームページに掲載するとともに、防災行政無線による放送や区長回覧を通じまして、住民の皆様方に訓練参加を周知してまいりました。

　　また、連携につきましては、４点目の各地域との協力体制にも関連いたしますが、９月に各区長や町内における小中学校、保育所を初め、消防署、消防団、それから県の施設である高等学校、特別支援学校、警察、福祉施設や一時避難場所の施設、従業員を多く抱える民間企業など、約100団体等に声をかけまして、事前に説明会を行うなどして協力体制を求めてまいりました。

　　その結果、先ほどの訓練参加者にもあるように、大勢の皆様の協力、参加をいただくことができました。改めてお礼を申し上げます。

　　今後、実施に当たりましては、関連部署との連携を密にして、対応してまいりたいと思っております。

　　５点目の工夫と準備ということでございますけれども、今回の訓練では、住民の皆さんが避難する際の避難経路の確認や避難場所までの所要時間の確認、それから非常時持ち出し品の確認をメーンに考えて実施いたしました。

　　また、今回は、平日に実施することにより、学校など避難所における児童生徒と避難住民の混乱、一時避難場所における施設利用者と避難住民との混乱などが起こらないよう、より実践に近い訓練を行ったところでございます。

　　以上でございます。

○議長（秦　重悦君）　４番、藤乗議員。

○４番（藤乗一由君）　今のご答弁を受けまして、要望、意見を述べさせていただきます。

　　まず、これは平日だったために、町外への通勤、通学者が参加できなかった。これについては、事前に地区ごとに話し合いをして、シミュレーションをしたり、小規模な訓練を実施したりということでもある程度カバーできたんではないかと考えます。それによって、今回問題点として上げられたような事項のうちのある程度の部分は、事前に確認できていたんではないか、そうした事前段階も検討に入れるべきであったというふうに考えます。

　　次に、広報についてですけれども、広報いちのみや、防災無線、ホームページ、区長回覧などにより努力されたことは承知しております。行政の広報が伝わることを目的としているので、確実に伝わるための工夫として、従来とは少々異なった、少々考え方を変えた伝え方というのも今後検討していただきたいと思います。

　　例えば、発信するだけでなく、逆にこまめな意見をもらうということで情報を伝える。同じく意見を収集するにしても、住民への問いかけの仕方を従来とは変えるといったようなことも検討するといいのではないかと思います。地区によっては、町外からの移住者が多く、住民の構成がわかりにくく、区長さんなどにとっても災害時の対応をどうするかという点で悩む場面が多々あるようです。

　　今後、防災に関しては、地区防災組織づくりと、その運営などといった課題が残ります。そうした点に関しても、上記のような事柄を考慮して、早目早目の事前広報と、一ひねりした広報の仕方によって、地域の防災意識向上と問題点の共有、それによって一層の効果が期待できることを目指していただきたいと思います。

　　これをもちまして、要望をもって私の質問とさせていただきます。

○議長（秦　重悦君）　では、要望・意見ということですので、以上で藤乗一由君の一般質問を終わります。

　――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――─────────

◇　志　田　延　子　君

○議長（秦　重悦君）　次に、志田延子君の一般質問を行います。

　　８番、志田延子君。

○８番（志田延子君）　８番、志田です。よろしくお願いいたします。
　　私も３点ほど質問がございますが、一問一答方式でやらせていただきたいと思います。

　　それでは、第１番目の南総一宮線とグリーンラインのその後の状況についてという質問ですが、その質問の前に、担当課の一生懸命な努力によって、グリーンラインの早期実現に向けての看板の設置と広報への掲載は本当にありがとうございます。やはり目に見えないと、なかなか意識が、モチベーションが上がらないので、これについては本当に担当課の方々、ご苦労さまでした。ありがとうございました。

　　それでは、前回質問した中で、南総一宮線は県の単独事業で事業費が非常に少ないと伺っております。そして、今回の災害において、重要な避難道路として、これはどうしても早くしていただきたいということで要望いたしました。

　　そして、反省の中で、前回、やはり担当課の方が一生懸命で、長生土木だとかに働きかけました中で、長生土木のほうの回答で、これはグリーンラインと一体化で国の公共事業に導入するということをしたらどうかということを伺いまして、これについては多分町長も要望にいらしていただいたと思います。

　　そして、先日、自民党の移動政調会において、これは茂原市、それから長南町、睦沢町も、皆さんグリーンラインの早期完成ということで要望してございますので、これについてどのように、もう少し進捗状況が明らかになったかどうかをご説明いただきたいと思いまして、質問いたします。よろしくお願いいたします。

○議長（秦　重悦君）　志田延子君の１点目の質問のご答弁をお願いいたします。

　　小関都市環境課長。

○都市環境課長（小関義明君）　お答えいたします。

　　一宮町の県道南総一宮線につきましては、前回の６月議会におきまして、長生グリーンラインの延長路線という考え方で、災害時の避難道路という考え方を強調し、地元国会議員を通じ、国に対し国庫補助事業として採択していただくよう要望していきたいという答弁をいたしました。

　　その後の動きでございますが、まず、７月中旬に、千葉県町村会を通じまして、平成24年度県当初予算編成に関する要望書で、県道南総一宮線の事業促進及び早期完成について要望、８月下旬には、当町選出の金子健一衆議院議員に、当該事業につきまして国庫補助事業として採択していただくよう要望、あわせて、長生土木事務所長にも同様の要望を提出いたしまして、10月には、出前民主党に対しましても要望を提出しております。

　　今後は、県、国の動向を注視しながら、南総一宮線の早期完成に向けさらなる働きかけをしてまいりたいと存じております。

　　以上でございます。

○議長（秦　重悦君）　志田延子君。

○８番（志田延子君）　存分に頑張ってくださって、何とか課長がいる間にこの一宮南総線とグリーンラインとが開通できればと思っておりますので、一層の頑張りをお願いしたいと思っております。よろしくお願いいたします。

　　２点目に、一宮海岸７キロの県からの権限移譲についてなんですが、こちらは来年の４月に町が県から海岸の７キロについて権限移譲のお話が進められていると伺いました。そして、海岸のすみ分け等を決め、このなぎさのルールブック等をいただいておりますが、安全面とか観光に効果が期待されると思いますが、ぜひその内容とか条例等に関して、どのように考えているかということを伺いたいと思っておりましたが、先ほど町長の行政報告の中に、一宮の海を活かしたまちづくりプロジェクトの発表というのがございましたということで、３つほど提案されているとおっしゃっていますが、この提案内容について、もしおわかりになればお話ししていただけたらありがたいと思います。よろしくお願いいたします。

○議長（秦　重悦君）　答弁を求めます。

　　小関都市環境課長。

○都市環境課長（小関義明君）　一宮海岸の権限移譲につきましては、千葉県河川環境化の指導を仰ぎながら、既に権限移譲を受けております南房総市と山武市などに出向きまして、情報収集しております。

　　現在、県の出先機関であります長生土木事務所管理課と申請に向けた協議を進めているところでございます。ことしいっぱいをめどに管理計画や海岸管理条例の案の作成を進めていく予定となっております。

　　案の作成に当たりましては、町の関係各課、関係機関との連絡調整を行いながら進めるとともに、県と詳細な管理区分の仕分け等について協議を重ね、新年度施行に向けて努力してまいりたいと考えております。

　　今、ご質問の最後にありました日大の発表でございますけれども、今ここに資料がないので、大体のところ、３点ほどありますが、まず海岸の生徒さんたちの提案がございまして、今度町のほうで権限移譲を受けます。それに伴って、提案としては、保全区域については永久構造物が建てられませんので、移動販売車とか、そういうものを保全区域に置いて、ホットドッグを売ったり、そういうようなことをやれば活性化するんじゃないかというような提案がございました。

　　あとは、ちょっと今資料がないものですから。

○議長（秦　重悦君）　玉川町長。

○町長（玉川孫一郎君）　私も全部覚えてはいないんですけれども、一番印象に残ったのは、さっき言ったのは、保全区域の場合は、お店がなかなか建てられないということで、それに関して移動のそういうホットドッグとか、そういう立ち売りのものをやったらどうか。その車を第３セクターとか町が持って、業者に貸し付けてというのが１つございました。

　　もう一つは、サーフィン関係で私は記憶に残ったんですけれども、やっぱり賞金額が非常に低いということ、サーフィンですね。いろんな大会を行っているけれども、一宮の魅力ということで、国内最高の賞金額を出した大会を一回開いてみたらどうかという、そういう提案がございました。もちろん、それはいろんな企業とかに呼びかけをして、ゴルフなんかありますよね、最高賞金額の大会を一宮町が開くというのが大変大きなインパクトがあるんじゃないかという学生さんの提案、それだけは鮮明に覚えております。

○議長（秦　重悦君）　志田延子君。

○８番（志田延子君）　実は、この海岸というのは、一宮町にとっては本当に観光に対しての一番の財産でございます。まして地元の地引網の保全、これは伝統の漁法ということで、今、文化財のほうにもお願いしてございますけれども、さまざまな形でこれは一宮にとってすばらしい財産でございますので、移動販売車なんていうのは小さいことではございますけれども、サーフィンに関しても、昔は世界大会が行われていたわけなんですよ。非常に大きなスポンサーがついていましてね、この海岸の状況によって、そういう方たちが離れていったという可能性もございますけれども、またそういうものが復活して、本当にテレビ中継とか、世界中にそれが流されていましたので、世界の中で一宮海岸はサーフィンの大会では世界的に知らしたというところは有名になっておりましたし、そういうような意味でも、非常にこれは観光に資するには最高の場所だと思うので、そのほかには、海の家の問題だとか、それからサーファーと漁業、地引網のこととか、この前のルールブックの中ではいろんなすみ分けも考えてくださいということで申しましたけれども、ぜひこれは町のほうでも本当に本腰を入れて、どんなふうに海を活用したらいいかということを頑張っていただきたいと思いますので、よろしくお願いいたします。

　　それは頑張ってくださいということで、私たちもできることは応援させていただきたいと思っておりますので。

　　それでは、３点目。これは玉川町長が、本当に頑張って、合併しないでも輝く自治体フォーラムに参加して、一宮町をどのようにして活性化するかということで、いろいろなところで講演会をしていらっしゃる。今回で４回でしたよね、たしかいらしたのは。そして第１回目から第４回目まで、私たちも全部のフォーラムの名前もわからないので、もし第１回目から第４回目のどういうようなフォーラムであったかという、その名称とか、それからどんなことを学んできたかということをお話していただけたらありがたいと思いますので、ぜひよろしくお願いします。

○議長（秦　重悦君）　町長、玉川孫一郎君。
○町長（玉川孫一郎君）　全国小さくても輝く自治体フォーラムといいますのは、先ほど志田議員もおっしゃいましたように、平成の大合併の中で、合併しないで自立を目指す小規模自治体がその目的と課題を共有しまして、地域住民を元気に、そして地域を活性化する実践を研究、交流会を通してお互いに切磋琢磨しようということで発足した組織でございます。

　　まず、一昨年でございますけれども、福島県の大玉村で開催されまして、ここでは福島大学の教授がコーディネーターを務めまして、町村長が考えるこれからの地域づくりということで、近隣町村長の地域づくり政策の発表がございました。
　　この中で、福島県川俣町で自治会を担当している職員、どういうことかというと、役場の職員が各自治会を担当しまして、自治会のいわゆる区長さんと役場をつなぐ、そういう制度がございまして、これは地域と行政を結ぶ大変すばらしい制度だということで、当一宮町でもこの制度を一つのヒントにいたしまして、現在実施しておりますトマト便という制度を昨年から取り入れているというものでございます。

　　昨年は、千葉県の酒々井町で開催いたしまして、この中には、例えば、今、町で行っておりますわかりやすい予算書、これを全国で初めて発行したのは北海道ニセコ町でございますけれども、そのニセコ町の片山町長とか、小さい町だからできることがあるということで、先進的なまちづくりを進めておりました神奈川県の開成町の露木町長、こういう方、よくテレビに出ますけれども、そういう方々と直接お話を伺う機会がございまして、大変有益なまちづくりについてのヒントをいただきしまた。

　　それから、ことしは、岡山県の奈義町というところで行われまして、この町は江戸時代からの伝統芸能、いわゆる地域で行う歌舞伎ですね、これを伝統文化で伝承しておりまして、役場職員が歌舞伎を演じるということで採用されている職員が２人ございました。

　　現代美術館等の教育文化施設、現代美術館といいますと、ちょっと私もよくわからなかったんですけれども、日本人なんですけれども、アメリカで有名なすばらしい方の芸術品を展示している施設がございまして、こんな田舎町にどうしてというものが、都会からそういう若者がいっぱい美術館に見学に来ておりました。そういう町でございますけれども、この町で行われました。

　　ことしは、東日本大震災ということで、被災を受けました福島県からの町村長も見えておりまして、その中で、現在、東日本大震災の中で、こういった大きな災害になりますと、これは今回あったんですけれども、被災を受けています町村のニーズを県が取りまとめて、県を通じて、例えば、応援する市町村も県を通じてそれを応援していくという形になるんですけれども、これは必ずしもスピーディーには対応できない。要するに、福島県から１回国がそれをすい上げて、また国がそれを各県に割り当てして、各県がまた町村に行って、こういう町村が困っているから応援に行ってくださいと、こうやっていると、あっという間に３カ月、４カ月過ぎてしまうんですね。そういうことに非常にスピーディーに対応できないということが今回わかったということで、改めて基礎自治体の大切さということで、自治体間の連携の必要性ということが確認されました。

　　これはどういうことかといいますと、ふだんから姉妹都市みたいな形でもって、ふだんからコミュニケートしていますと、困った町があればぱっと応援に行けるわけです。お互いに相互応援できるわけです。そういった仕組みづくりが必要じゃないかということが、今回のコミュニティーの中で確認されました。私は、今回の災害を教訓といたしまして、災害対策の相互支援協定のような小規模町村間の仕組みづくりが必要だということを提案してまいりました。

　　これからも、こうしたフォーラムを通しまして、お互いに切磋琢磨して、情報交換を行いながら、町の活性化を図っていきたいと思っております。
　　以上でございます。

○議長（秦　重悦君）　志田延子君。
○８番（志田延子君）　ありがとうございました。

　　本当にさまざまなところにお出かけになって、情報を収集して、いろいろなコミュニケーションをとるということはとても必要なことだと思っております。本当にこういう小さい自治体の中で、どんなふうにして活性化をするとか、私もトマト便は、何でこうして急にトマト便になったのかなと思ったら、こういう川俣町の自治会の担当というのがあったということだったんですね。そういうことも含めまして、これからも、よりよいと思うことは、そしてできればご自分でよいと思ったことがありましたら、我々、議員たちにもぜひお話をしていただけたらありがたいと思っております。これからも、ぜひ住民と、それから議員と執行部とが一体となって、いろいろと皆さんで、結局町長が目指している協働の町ということが、本当に皆さんと一緒にやらなければならないことなので、ぜひ自分が学んだことは、我々にもご紹介のほうをしていただけたらと思っておりますので、よろしくお願いいたします。
　　以上で、私の質問は終わらせていただきます。

○議長（秦　重悦君）　以上で、志田延子君の一般質問を終わります。

　――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――─────────

◇　鵜野澤　一　夫　君

○議長（秦　重悦君）　次に、鵜野澤一夫君の一般質問を行います。

　　６番、鵜野澤一夫君。

○６番（鵜野澤一夫君）　６番、鵜野澤一夫です。
　　私の質問、２問ですが、一問一答方式でお願いしたいのですが、よろしいですか。

○議長（秦　重悦君）　よろしいです。結構です。

○６番（鵜野澤一夫君）　それでは、第１点目の一宮川の新一宮橋付近の中州問題について質問いたします。

　　３月の定例議会で袴田議員が質問しましたが、一宮川の中州問題ですが、町長、都市環境課、また私どもの共有地団体の宮原共益会、私もその代表者の一人ですが、県の長生土木事務所との協議を行っていますが、依然として現在進展がありません。近隣の住民の方は不安な日々を過ごしているのが現状です。
　　この中州は、明治時代に宮原地区の143名が国から取得され、現在、宮原共益会が管理し、今回の河川改修で県に譲渡するということで、現在までの相続人が710名のうち、201名がさまざまな理由により未契約であります。その方々の共有地分、約750平米なんですが、残っているのが現状の中州の状態でございます。

　　平成12年に、私は、宮原共益会内に一宮川河川改修調査促進委員会を立ち上げ、町を通じて県と協議を重ねてきました。平成15年に、相続人が行方不明等で確認できないことがわかり、今後、家庭裁判所に財産管理人を選任していただき、財産管理人との契約等の手続を行うことになるという県よりの説明があったわけですが、不明・不在者を把握してから８年を経過しているにもかかわらず、いまだに進展がありません。

　　そこで町長に伺います。町長も県とこの中州の問題については、いろいろ協議されているようですが、その内容を説明していただきたいのと、今後の進め方について説明をお願いいたします。よろしくお願いいたします。

○議長（秦　重悦君）　町長、玉川孫一郎君。
○町長（玉川孫一郎君）　鵜野澤議員の質問にお答えいたします。
　　まず、県との協議内容でございますけれども、先ほどお話がありましたけれども、２つございまして、１つは、相続人がいない人と、相続人はいるんだけれども、所在がわからない人、どこにいるかわからない、２つあるんだそうでございますけれども、相続人が全くいないものに対しましては、相続財産管理人というもの、それから相続人がいるんだけれども、所在がわからないものに対しては、不在者財産管理人の選任ということで、それぞれこれは裁判所に申し立てますと、用地取得ができるということでございますけれども、全くまだ千葉県は現実問題としては進めてなかったということがわかりましたので、早急にやってもらうようお話ししまして、約束していただきしまた。
それから、もう一つは、それ以外のものについては、さらに追加調査を行うと聞いております。

　　それから、他市、先ほど言いましたように、裁判所に申し立てしましても、一定の時間がかかりますので、今すぐできることというのは何かといいますと、皆さん方ご存じのとおり、橋から両岸を見ますと、中州がございます。その中州にコンクリートの昔の護岸の跡が残っていますね。このいわゆる護岸というのは千葉県が設置したものでございますので、当然千葉県が自分の責任と権限で撤去できるわけでございますので、これを早急に取ってもらいたいという要望をしております。そういう形で、これについては、これが取れればかなりもっと中州は小さくなると思いますので、これを県のほうに強く要求しておりますので、また皆さん方のご協力をお願いしたいと思っております。
　　あとは課長のほうで答弁させていただきます。

○議長（秦　重悦君）　小関都市環境課長。

○都市環境課長（小関義明君）　今後の進め方ということでございますけれども、まず、今の段階でできることといたしまして、近日中に宮原地区のほうから護岸の撤去に関する要望が上がってくる予定となっております。それを受けまして、町からも県に対して早急に護岸の撤去工事が実現するように強く働きかけてまいりたいと思っております。

　　無契約者につきましては、県及び宮原の共益会と連携を密にするために、協議の場を設けて今後協議をしていきたいと考えております。

　　この中州問題が早期解決するようにまた詰めてまいりたいと思っております。よろしくお願いします。

○議長（秦　重悦君）　６番、鵜野澤一夫君。
○６番（鵜野澤一夫君）　ありがとうございます。

　　本来であれば、再質問したいところですが、町は我々地権者とのパイプ役ということで、私も当事者の一人として、この議会で一般質問をするのはどうかと思いましたが、なかなか進みが悪いものですから、今回、こういう質問に至ったわけですが、一応要望として申し上げておきます。

　　今、この事業ですが、実際、平成11年度から18年度の予定でこの工事をするということで、我々宮原共益会の地権者に対しての説明会、何回も行ってきたわけですが、その中で一番問題のあった相続人の把握、また調査、契約等で、今実際それが動き出したのが平成15年度なんですけれども、その時点で201名の方がまだ未契約、要するに不在・不明者ということでできてなかったんですが、まずそれの解決策として、先ほど申し上げましたように、相続人の不明、財産管理人を立てての契約に持っていくと、７年の期間でそれがクリアできるという説明があったんですが、既に、先ほど申し上げましたように、８年たっている段階で、そのときに契約をしておけば、今はもう既にあの中州はないわけですけれども、余りそれを申し上げても、この場では差し控えますが、いずれにしても、その契約の方法も、実際共益会の中でも、ある１人の方の相続人数が43人もという方がいらっしゃるんです。その方もまだ実際契約が済んでいないという現実があるんです。

　　この共有地は、２団体ありまして、74名分と69名分の共有地で、ほとんどの方が重複していますので、実際201名の不明者がいると言いますが、実際の人数は半数なんです。ですから、その43名の方がいらっしゃれば、残りは約30から50人の方で済むはずなんですが、それは県のほうで全然進んでいないということで、再三私も県のほうにお願いして、その方の調査をお願いしたいということを３年間言い続けてきたんですが、一向にされていない。

　　余りそういうことを言いますと、ちょっと愚痴になっちゃいますので控えますが、いずれにしても、この中州問題について、町のほうも今後も県のほうに働きかけていただいて、できれば早急に、先ほど護岸の撤去の要望、県のほうも今私どものほうで要望書をつくって、それぞれの署名をやっています。それをもとに早急にその護岸の撤去をお願いしたい。

　　と同時に、しゅんせつも含めた、もう一点、その中州の上には雑草が生えているんですが、それの雑草の撤去も含めた形で町のほうでかかわりあっていただきたい。できるだけ早急に、一日も早い中州の撤去を宮原共益会の会員の皆さん望んでいますし、周りの住民の方も望んでいますので、ひとつ町の絶大な協力をお願いしたいということで、この１点目の中州問題について質問は終わります。

　　続いて、２問目の役場職員新規採用について質問いたします。

　　現在、一宮町役場職員数は133名で、うち83名が町内職員、62.4％です。全国的に就職難で、当町内でも企業数は少なく、町内で働きたくても働けないのが現状です。

　　本年度、町職員の採用試験が８月に行われ、18名の方が受験されました。千葉県市町村総合事務組合主催の県下一斉の地方公務員試験が数年前より町は取り入れて行っていますが、町内職員が減少傾向にあると思いますが、防災上の緊急事態に備えて、すぐに対応できる町内職員の採用を私は望みますが、町長のお考えを伺います。よろしくお願いいたします。
○議長（秦　重悦君）　町長、玉川孫一郎君。
○町長（玉川孫一郎君）　町の職員の採用試験につきましては、地方公務員法におきまして、受験資格を有するすべての国民に対しまして平等に取り扱い、平等な条件で公開されなければならない旨規定されております。
　　公平性をより高めるという趣旨で、平成21年度から千葉県市町村総合事務組合による市町村職員採用合同試験に参加いたしまして、一次試験の実施をしているところでございます。近隣の市町村におきましても、茂原市や広域を含め、郡内すべての市町村がこれに参加しております。

　　募集案内につきましては、千葉県市町村総合事務組合で、千葉県下のすべての高校、大学に案内するとともに、関東地方のすべての大学、そして全国の公立大学に至るまで一次試験の案内をしております。町でも広報紙やホームページに掲載するとともに、防災行政無線において募集のお知らせを行っております。

　　本年度の応募状況でございますけれども、一般職の上級、初級、保育士、それぞれ若干名の募集に対しまして、上級に18名、うち町内者は11名です。初級に５名、町内者１名、保育士８名、町内者６名が受験いたしました。そのうち、２次試験には、上級に６名、町内が４名、それから初級に２名、町内がゼロ、保育士には３名、町内３名が進みまして、作文、面接試験と適応性検査を実施したところでございます。
　　地方公務員法にありますように、すぐれた職員を公平に広く募集することが原則でありますので、今後もこの合同試験による採用を基本としてまいりますが、ご質問のように、町内、町外職員の割合も、町内６に対して町外４と、町内職員が減少していることは事実でございます。ということは、災害時にいち早く役場に参集し、対応できるのは町内職員でありますので、今後どのような形で町内のすぐれた人材を町職員として確保できるか考えてまいりたいと思っております。

　　以上でございます。
○議長（秦　重悦君）　６番、鵜野澤一夫君。

○６番（鵜野澤一夫君）　ありがとうございます。
　　町内にも優秀な人材、たくさんいらっしゃると思います。何らかの方策で町職員としての確保のお願いを私も要望いたしまして、要望として私の質問を終わらせていただきます。よろしくお願いいたします。

○議長（秦　重悦君）　以上で、鵜野澤一夫君の一般質問を終わります。

　　ここで、会議開会後１時間20分経過しましたので、ここで休憩いたします。

休憩　午前１０時２４分

　――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――─────────

再開　午前１０時３５分

○議長（秦　重悦君）　それでは、休憩前に引き続き会議を再開いたします。

　――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――─────────

◇　中　村　新一郎　君

○議長（秦　重悦君）　次に、中村新一郎君の一般質問を行います。

　　12番、中村新一郎君。

○１２番（中村新一郎君）　実は、私は３点ほど通告してございます。１つずつ区切らせて質問したいと思いますが、いかがでしょうか。
○議長（秦　重悦君）　どうぞ。

○１２番（中村新一郎君）　ありがとうございます。

　　それでは、１点目の新庁舎建設位置について質問をいたします。

　　皆さん、ご承知のように、ことし３月11日、東日本の大震災、その津波被害は想像をはるかに超えた甚大な被害でありました。10メートル以上の津波を実際にテレビ映像から見て、想像を絶するものがあったということでございます。

　　津波は、過去にも大きな被害を出していると聞いております。1677年、延宝５年、延宝地震マグニチュード8.2、このときの被害としては、記録に余りないということですけれども、釣ヶ崎から一宮ざかいまで、死者150人余り、牛は26匹、民家は流され、一面野原化したというふうな記録がされているものです。

　　その26年後、1703年、元禄16年11月23日、これは文献においては12月31日とも書かれておりますが、九十九里一帯は、延宝に次ぐ大津波に襲われた。いわゆる通称元禄津波です。東京大学地震研究所所長でありますクリヤマユタカさんという方の調査によれば、震源は伊豆大島付近で、震度の規模はマグニチュード7.2から8.2、房総沿岸は４メートルから５メートルの津波に襲われたと推定しております。大きな被害を受けたのは、高台のない九十九里地域だったということです。このときの津波は、２キロから３キロ半陸地まで押し寄せたというふうに推定しております。今の南房総市から九十九里海岸一帯、死者が4,500人、九十九里浜だけで2,500人。説によりますと6,000人とも言われております。
　　一方、今回の津波で庁舎は壊滅、３階まで水につかり、屋上からヘリで避難した陸前高田市の職員、また大槌町では２階建て鉄筋コンクリート庁舎は全壊しました。町長もその場で死亡、職員、町民合わせて、死亡・行方不明者1,628名、また、鉄骨づくりの庁舎で、壁ははがされ骨だけ残った、そのはりの上に避難、一夜過ごして生還した南三陸町の佐藤町長というふうに書かれております。いわゆる、この世の地獄でございます。その地獄を経験したわけでございます。

　　今回の津波を目の当たりにし、経験しました私たちは、今何を得て、何をしなければならいないのか、その責任は重大かと思います。当町では、このたび新庁舎建設の指針となる基本的な考え方を示しました。その基本構想基本計画の中で、震災時に即応すべく、行政機能そのものを破壊し、災害対策が機能不全に陥るケースが予想されると。

　　そして、次のように述べております。
災害時に、災害対策本部として機能を有し、十分な安全性を確保できる強さが必要。２つ目に、津波が襲来したとき、新庁舎を緊急避難場所として対応、避難者受け入れが可能な場所。そして、３つ目に、防災拠点としての安全性、津波、土砂崩れ、水害など、事前災害などを受けづらい場所としているわけでございます。

　　基本構想基本計画では、新庁舎の建設場所が、ここは最適だというふうに言われておりますけれども、今回の10メートルを超す大津波が実際起きたわけです。想定ではありません。史実と受けとめ、現庁舎位置に建設した場合、今述べた事柄が本当にクリアできるのかどうか、私は甚だ疑問であります。

　　幸いにして、建設時期に来ております我々の町の庁舎、町長は大地震を経験した一人として、明日に生きる町の最高責任者として重大な責任があると思うんですが、その辺の見解を伺いたいと思います。よろしくお願いします。

○議長（秦　重悦君）　ただいま中村新一郎君の一般質問に対する１点目のご答弁を求めます。
　　町長、玉川孫一郎君。

○町長（玉川孫一郎君）　新庁舎は、災害対策拠点として必要とされておりますＩＳ値0.9以上の耐震設計に加えまして、対津波設計を実施いたします。また、東日本大震災を教訓に、庁舎の高さが海抜10メートル以上となるように、３階、または４階建てとして緊急時の体制を図ってまいります。

　　大津波時の災害対策本部でございますけれども、津波には地震も伴い、津波の到達まで一定の時間がかかると想定しております。地震の情報を得た時点で、役場職員はすぐに役場に参集することになっておりますが、夜間・休日などは役場付近の職員、徒歩や自転車で参集した職員で本部対応いたします。また、津波到達後や町外から駆けつける職員は、高台のＧＳＳセンターに参集し、無線等を活用して本部と連携して対応していきたいと考えております。
また、大津波が発生した場合の緊急避難場所でございますが、新庁舎の３階または４階の会議室や議場などを津波一時避難所に指定することを検討しております。

　　庁舎の、まだ具体的な設計前のために、具体的な面積は確定しておりませんが、これによりまして、現在、ＪＲ線路から海側には津波の一時避難所というのが非常に数が少ないということでございますので、その受け入れ人数について現状よりも拡充する予定でございます。

　　防災拠点としての安全性でございますが、災害の対応は大津波だけに限られるものではなく、地震とか洪水、あるいは大規模火災など、多様な災害も想定されるため、交通アクセスや他の公共機関と連携が図りやすい場所ということで、現庁舎敷地を防災拠点として効果的な災害対応を図ってまいりたいと考えております。

　　以上でございます。

○議長（秦　重悦君）　中村新一郎君。

○１２番（中村新一郎君）　ただいまの防災拠点をここにするということでありますけれども、今回の津波のこの現実を見て、本当にここが災害対策本部になるのかどうか、非常に疑問を持っているわけでございます。

　　平成９年に耐震診断で耐震性不足ということがこの庁舎も診断されました。それから14年間、職員として、あるいは関係者として危険な思いをしたのかな、大変だったなという気持ちもします。

　　無論、地震に強い建物は当然ありますが、今回の教訓は、津波対策と私は思うんです。経験した私たちのやるべきことは、津波に強い場所、これが防災に強いまちづくり、まずこの町に言えるんじゃないか、津波に強い場所の選定、これが望まれるわけでございます。

　　いろいろと場所選定に当たっては、担当者も苦労されていると思いますけれども、財政的にも厳しく、また財源確保に苦しいということは、皆さん、町民もよく理解していると思うんですが、これはどこの自治体でも同じであります。

　　そこで、知恵と工夫と我慢の自治体運営がされているということでございます。今回、建設位置を財政的利便性、交通、そして官公署との関係などから総合的に判断して、現在の場所がいいとしておりますけれども、どうも津波に対する十分な対策が財源という名に打ち消され、建設場所は現庁舎ありきの資料がつくられているというふうに思えて仕方ないのであります。担当者には非常に申しわけない言い方でございますけれども、苦労していると思いますが、そんな気がしてならないのです。

　　ことしの９月に、議員全体協議会で報告事項、新庁舎建設基本計画、あるいは基本構想というものが出され、その資料が示されました。この資料の中で、候補地の検討表というのがありまして、その検討表の中で現庁舎敷地内の造成費はゼロとしているんですけれども、一方、現庁舎跡地建設の事業費の項目の中で、概算事業費の試算では、そのゼロとしている数字がここでは2,000万というふうに書かれております。この違いは何なのかどうか。また、他の候補地としも、概算とはいえ、かなり高額とも思える数字となっているように思います。

　　一方、先日、議員説明会で配られましたパブリックコメントの中の回答書の中で、項目が書いてありましたけれども、20番目の欄で、新庁舎は標高は10メートル程度の高台に建設すべきとの問いに対しまして、その回答には、新庁舎建設の最大の理由は地震対策だと、こういわれておるわけです。

　　また、高台移転には町民の合意形成や必要な手続など、時間と費用がかかる、こう言っているわけです。けれども、耐震診断を受けた14年前からの素案であります。今しばらく時間を持って検討されたらいかがかというふうに思います。

　　今回の津波を経験しなければ、それこそこの庁舎跡地でよかったのかもしれませんけれども、この大津波を経験した今、最大の課題はやはり津波対策ではありませんか。
　　庁舎はたまたま建てかえの時期にあるわけでございます。地震に強いものをつくればいいわけです。既存の新しい庁舎の津波対策のために、今、例えば二、三年前に新しく建てたこの庁舎、そして今回の津波を受けた、その対策として、この庁舎を高台に移転しようと、移転してくれということではないわけであります。

　　また、現庁舎跡に建設したときに、３階、４階というふうに対策本部を設置、大津波にはＧＳＳセンターと連携をとるということですが、いろいろと海岸に堤防をつくるとか、その津波対策は今後とってもらいたいというような要望を出しておりますけれども、それだけではこの庁舎の津波対策の担保にならないわけです。３階、４階を一時避難場所と言いますけれども、南三陸町のように、骨だらけになった庁舎でそんなことができるのかどうか。

　　また、パブリックコメントの21番目、移転することで市街地の空洞化が懸念される。何か私にとっては、取ってつけたような理由にしか思えないんです。公共施設との連携が弱くなる。移転することによって、市街地の空洞化が懸念される。公共施設との連携が弱くなるとしているんですが、保健センターとか中央公民館、あるいはＪＲもここにあるわけです。高台に移転するということであれば、高いほうであれば、想像されるのが、逆に消防署には近くなるんじゃないですか。ＧＳＳもある、学校もある。

　　以上のことから見て、庁舎建設場所、現庁舎場所ありきのコメントで汗かいている、そんな色合いが強いように思えてならないのです。町長の思いがどういう思いかわかりませんけれども、そしてまた、議員説明会の前に、町民とパブリックコメントをやっている。ここのところに何人来たか。17人ですか。四十何問も出ているということなんですけれども、その声が町民のすべての声ととらえますか。

　　いろいろと嫌なことをしゃべりましたけれども、私も一町会議員として責任がございますので、言わせてもらいました。

　　町長の考え方、いかがでしょうか、答弁願います。

○議長（秦　重悦君）　町長、玉川孫一郎君。
○町長（玉川孫一郎君）　今の一連の質問について、私のほうでお答えいたします。
　　まず、先ほど、議員みずからもお認めになったように、いわゆる津波を全く考えなければこの場所は全く最適な場所であるということについては、どなたも異論はないと思います。ですから、問題は津波に対して、今度建てる新庁舎が対応できるかどうかという、この問題点１点だけに絞って私お答えしたと思うんですけれども、これについては、この前、これは議員もご承知だと思いますけれども、産業技術研究所の宍倉先生という方を町はお呼びしまして、講演会をオーツカでもって行いました。
　　先ほどの地震の話でございますけれども、この方は、今回の東日本大地震で、今回は10メートルを超える津波が来るということを前もって研究結果でもって発表して、原子力発電所に対して、東京電力に対して警告をした学者でございます。しかも、この方は新進気鋭の学者で、現在第一線で活躍されている方でございました。

　　この方が、たまたま大多喜町出身の方で、私の長生高校の後輩ということでお願いしたわけでございますけれども、この方の地震の研究結果の発表を見ますと、要点は２つございます。房総沖地震を研究した結果、地震は大きく分けて２つのタイプに分けられる。１つは、関東大震災、これは300年から400年間隔で起きてくる地震である。それよりもっと大きい地震が、先ほど中村新一郎議員がおっしゃった延宝の大地震、これは、2000年間隔で訪れる地震である。しかし、2000年間隔で訪れる延宝の地震でも、この庁舎までは水が来ていないんですよ。それがまず第１点ございます。

　　そういうことですから、現在の庁舎の高さでも、それを考えれば安全だと思うんですけれども、しかし、想定外の津波も考えなくてはいけないということで、今回、10メートルの高さを確保するということで、人命がまず第一でございますので、それを考えて、今回の庁舎の高さを設定いたしました、というのがまず第１点でございます。ですから、まずこの点が一番大きな議論の点になるんじゃないかなと私は思っております。それがまず第１点でございます。

　　それから、財政問題は当然大きな問題としてございますけれども、そういう点で考えてきたということです。

　　それから、先ほど、取ってつけた議論というのがございましたけれども、だれが考えても、この場所が、この一宮町にとって、さっきの津波の問題をわきにおいて考えれば、この場所がまちづくりの中心地として一番適した場所だということは間違いないと思います。

　　これから皆さん方と議論してまいりますけれども、駅の裏口の改札もこれから始まるわけでございますので、そういう問題を考えますと、これが大変重要なポイントになってくるんじゃないかということは、私のほうから述べておきたいと思います。

　　あと、もし課長のほうから回答があれば、お願いします。

○議長（秦　重悦君）　中村新一郎君、今のご答弁よろしいですか。再質問ございますか。

○１２番（中村新一郎君）　確かに町長が言われるように、人口の、住んでいる場所の関係から、通常であれば一番最適な場所だと思います。だけれども、今回、大津波の映像を見る限り、あのような津波が来ればひとたまりもないような状態だと思います。

　　それと、あと１つ、先ほど言いましたけれども、基本構想の中の建設場所の比較検討資料がありますよね。検討表、これは何カ所が候補地がありました。それが面積が幾ら、所有者がだれだというようなことが書かれておりますけれども、ここに書かれている数字と、今度庁舎を建設しますと、概算事業費の試算の中で2,000万とありますけれども、この数字の違いは何か教えてもらえますか。

　　あくまでも概算ですから、それはこういうことがあってもいいと思いますが、2,000万となると相当大きいので、聞きたいなというふうに思っています。

○議長（秦　重悦君）　答弁を求めます。
　　齋藤まちづくり推進課長。

○まちづくり推進課長（齋藤文雄君）　現庁舎位置の2,000万という問題だと思いますが、これにつきましては、耐震設計をさらに強化するということで2,000万、一応概算で出してあります。
　　　　　　　　　（「設計のほうの」と呼ぶ者あり）
○まちづくり推進課長（齋藤文雄君）　耐震の強化費用ですね。
　　　　　　　　　（「地震の話であるわけですか」と呼ぶ者あり）
○まちづくり推進課長（齋藤文雄君）　津波に対する庁舎の強化対策の費用で2,000万ということで概算値を出しております。

○議長（秦　重悦君）　中村新一郎君。
○１２番（中村新一郎君）　それで、現庁舎、跡地の中で造成費はゼロではないんですね、じゃ、2,000万なんだ、もろもろ考えれば、ということでいいんですか。

○議長（秦　重悦君）　齋藤まちづくり推進課長。

○まちづくり推進課長（齋藤文雄君）　今の2,000万という、今、庁舎を現在の位置に建てた場合に、若干津波対策の関係で盛り土とか、そういうものが必要じゃないかということで2,000万ということを出したわけです。

○議長（秦　重悦君）　中村新一郎君。
○１２番（中村新一郎君）　そうであれば、この検討表の中にもそのお金は入っていなければいけない。これはなぜゼロなんですか、この検討表です。

○議長（秦　重悦君）　齋藤まちづくり推進課長。
○まちづくり推進課長（齋藤文雄君）　その６億5,000万の中にそれが含まれているということです。

○議長（秦　重悦君）　いいですか。

○１２番（中村新一郎君）　説明がよくわからない。

　　造成費が概算事業費の試算として2,000万出されているんですよ、土地造成費が。

　　一方のこの表では、造成費なんてゼロなんですよ、ゼロ。この違いは何ですかと聞いているんです。

○議長（秦　重悦君）　ただいまの質問に対し、明快な答弁を求めるために、ここで暫時休憩いたします。
休憩　午前１１時０２分

　――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――─────────

再開　午前１１時０２分

○議長（秦　重悦君）　休憩前に引き続き、会議を再開します。

　　中村新一郎君。
○１２番（中村新一郎君）　いろいろあります。非常に大変だと思います。ご苦労はわかります。

　　ここで、１つ、新聞報道から見たんでけれども、東大地震研究所の所長は、次のように今回の津波に対して感想を述べております。「問題が発生したとき、この程度で済んでくれないかという願望を抱き、いつしかこの程度で済むだろうというふうな推測に変わってくることがある。自然の猛威は人間の、あるいは個人の勝手な推測をやすやすと超える。それを改めて感じた。」ということを言っております。

　　あのときの議会も、町長も、一生懸命考えたんだと言われるようにひとつお願いしまして、この庁舎建設の位置についての質問を終わりたいと思います。

　　次に移りたいと思います。
　　次に、２点目の津波対策について伺いたいと思います。

　　私は、平成21年12月議会で、九十九里有料道路のかさ上げ、そして建設搬出土を一宮海岸に堤防上にストックする案を提案いたしました。しかし、このときの答弁としましては、道路は堤防の機能を持たせることは非常に大変だと、困難だと。また海岸は、自然公園とか森林法による制約があるということで、発生する土はストックすることは難しいんだというような話がございました。

　　それはそれとしまて、一方、今回の東日本大震災の津波で道路が堤防の役を果たした地域がございます。宮城県の海岸沿いでありますけれども、亘理町というところがありまして、そこを基点として石巻市までの間に、その間有料道路があるんですが、有料道路の一部南北に走る有料道路、これは仙台東部道路というのがありまして、その堤防が非常に堤防の役割を果たし、災害の拡大を防いだという新聞報道がされました。

　　地図を私も見ましたけれども、この道路は、土盛りでつくられておりまして、高さ5.6メートルから10.6メートル、発生時は道路下の側道に車を乗り捨て、のり面をよじ登って一命を取りとめた、こういう人たちが仙台若林ジャンクションから名取インターチェンジの間、約４キロぐらいです、230人もいたということです。また、道路を境に民家被害も明暗を分けた。各地でこのような現象が見られ、まさにこの道路は命の堤防であったと言えるのではないでしょうか。

　　今回の津波を最小限に防いだ九十九里有料道路もその一つかと思います。
以上を教訓としまして、いわゆる１メートルでも２メートルでも、高ければ高いほど被害を少なくすると、食いとめられるということが証明されたわけであります。

　　本町を通る波乗り道路は、北部地区一部しかありません。一宮行政区間での道路にかわるものはございません。それに対する対応が早急に求められるわけでございますけれども、その対応策といたしまして３つほど上げたいと思いますが、保安林の陸側、ここに幅30メートルから40メートル、海岸に沿って高さ10メートルぐらいの土盛りをして、上面いろいろ木を植えるなり、あるいは管理道路なりしたらいかがですか。なかなか正式にやるというのは、非常に難しいわけでございますけれども、とりあえず建設残土の仮置き場としてもいいんじゃないかなというような感じで県に要望していただきたい。

　　それから、県道飯岡線沿いから、いわゆる海岸線を走る道路です、旧国民宿舎南側から浜側に入れるところ、道がありますけれども、これにも堤防ぐらいの高さで盛る。国民宿舎を起点といたしまして、釣ヶ崎まで、いろいろ浜に通ずる小道もあります。一般道路もありますけれども、それについても土盛りをして、同様にしてほしい。ちょっとこぶになるかもわかりませんけれども、景観を損ねるということであれば、どうしたら損ねないのかということも一つ考えてほしいなというふうに思います。

　　そして、今回、波乗り道路を越えて海水が流入したというんですけれども、これはどうもアンダーバス、いわゆる有料道路の下を通る浜行きの道路だと思うんですけれども、ここから入ってきたということが考えられます。いろいろと操作する人が津波にさらわれるということがありましたので、この通路をふさぐ土手でもいいんですけれども、土手だといろいろと複雑になりますので、通路に遠隔操作の遮蔽板か何か、ゲートをつけられないのかなというふうに思います。

　　以上、３つの具体的な対策案を出しましたけれども、町長の見解を伺うとともに、また南九十九里浜における津波災害対策についてというものを県知事あてに、あるいは各関係団体あてに提出する予定というふうに聞いておりますけれども、その後の状況を伺いたいと思います。これについて、町長よろしくお願いします。

○議長（秦　重悦君）　２点目の答弁。

　　町長、玉川孫一郎君。
○町長（玉川孫一郎君）　中村議員の質問にお答えいたします。

　　今、中村議員がおっしゃった仙台までの道路ですね、これは千葉県の長生郡の町村会で視察いたしまして、先ほどおっしゃったように、本当に走っていて、有料道路の高速道路の右側は海側で、左側が山なんですけれども、その道路の下まで津波が来ています。逆に、左側は全く津波が来ていませんので、ちょうど私か行った時期が９月の初めでございましたけれども、左側は黄金色に実った田んぼが広がっている。海側は、荒涼たる荒れ地という形でございまして、まさにおっしゃったように、高速道路、要するに道路が堤防の役割を果たしたということを私はまざまざと見ました。

　　これにつきましては、先ほど話しましたけれども、南九十九里浜の侵食対策協議会、これは会長は林町長でございますけれども、九十九里町からいすみ市まで町村長が入っております。そういうことで、海岸侵食だけではなくて、今回のことを契機にいたしまして、災害に強い防災林、それから砂丘のかさ上げということを県知事あてに要望しております。
　　要望書の関係でございますけれども、千葉県町村会を通じてまず県に行っています。それから出前民主党にも行っております。また自民党移動政調会にも行っています。また、この長生郡選出の酒井茂英県会議員にもお願いしております。そして、南九十九里浜保全対策協議会として県知事へということで、それぞれ津波対策につきまして要望書を提出しております。

　　この中身の一つは、先ほど中村議員がおっしゃったように、海岸沿いのところに大きな砂山というか、そういうものを築いていく、もしくは、築いた上に松だけではなくて、津波に強いドングリとか、シイノキとか、そういうものを植えていただくというような形を要望しております。

　　これにつきましては、県のほうも同じような見解を持っておりますし、またこういった防災林を担当しています林野庁も同じような見解を持っているというふうに聞いております。これは、今月６日の県議会の質問について、新聞に載っておりましたけれども、今回の震災で、非常に海岸の砂丘と防災林が大きな機能を発揮したということを受けて、千葉県としては、砂丘全体が一体的な機能を発揮するように、砂丘の高さをそろえていきたい。というのは、一宮川のちょうど川口のほうに料金所がありますけれども、あの料金所のわきのところが津波のときに大きな被害を受けていますけれども、いわゆる津波の、私も最初誤解していたんですけれども、河口から来た津波ではなくて、いわゆる海岸線の中に砂丘があるんですけれども、砂丘の切れ目のところ、低いところから押し寄せて対岸まで来ているというのがございます。やっぱり砂丘の低いところから浸水しているというのは事実でございますので、まず今県が行っているのは、砂丘の切れ目を、高さをそろえていくということをまず第一にやっていくということを、６日に農林部長が答弁しております。あわせて、松以外の災害に強い、地中に根を張る木、これはドングリ系統の木なんですけれども、その木を張って、抵抗力を強めていきたいということを述べております。
これにつきましては、ほかの市町村長さんと協力して、これは九十九里海岸全体の市町村、全部共通の認識というか判断をしておりますので、北九十九里のほうは、さっき言った波乗り道路がないものですから、波乗り道路の延伸を県のほうに要望していますけれども、県も悩んで、財政状態が苦しくて、なかなかそれについてはいい回答をしていないようなんですけれども、この防災につきましては、先ほど言いましたように、まず高くして、砂丘とかあわせて高くして、そこに木を植えていくという形で、今後とも粘り強く交渉していきたいと思っています。

　　実は、私は、12月19日に千葉県のほうが今回設置しました千葉東沿岸海岸保全基本計画検討委員会という、これは津波対策のために県が設置した会議でございますけれども、この第１回の委員会が開催されます。この中に、私、委員として委嘱されておりますので、今、中村議員がおっしゃったような対策を私もこの中で述べて、実現できるように努力していきたいと思っております。

　　以上でございます。

○議長（秦　重悦君）　12番、中村新一郎君。
○１２番（中村新一郎君）　ありがとうございます。ひとつよろしくお願いしたいと思います。

　　それと、あと１点、再質問したいと思うんですけれども、今回の津波で、国民宿舎前の道路から県道を越えて、津波が住宅のほうまで流れ込み、海岸に置いていたキャブトイレ２つが一宮館の下まで運ばれてきたというようなことがございます。一方では、一宮川口、これから流れ込んだ津波が堤防を越えて民家に浸入したということで被害が出たということを聞いております。

　　ふだんから川口付近では、通常の高潮でも海水の流れるおそれがあるということでございます。これについてどのように対策をとられるのか、この辺伺いたいと思います。

○議長（秦　重悦君）　町長、玉川孫一郎君。
○町長（玉川孫一郎君）　これは、ご承知のとおり、今回３月11日の津波のときは、一宮川の一番下の橋の両わきから水が浸入した。それから、さっき言った国民宿舎のわきの道から上がっていって、両方から浸水して、あそこの民家が床上浸水したわけでございますけれども、これにつきましては、今回成立しました国の第３次補正予算の中で、一宮川の河口の堤防のかさ上げが認められたということを聞いておりますので、これについては、これから具体的に県のほうで調査して、工事を進めていくというふうに聞いております。
　　以上でございます。

○１２番（中村新一郎君）　ありがとうございます。ぜひ実現して、安全なまちづくりに　　　　したいと思います。
　　次に、３点目の質問に移ります。

　　３点目の町道１－７号線の安全対策について伺いたいと思います。

　　町道１－７号線は、県道と国道を結ぶ東西連絡道路であり、また農免道路と交差して、中の橋を通って南北に連絡する重要な道路です。近隣町村としても、観光施設などへのアクセス、さらには地域密着生活幹線道路として、長く幅広く利用され、重要な役目を果たす道路でございます。

　　しかし、ご承知のように、船頭給交差点から海岸に至る間、この間は未整備でございまして、歩道もなく、大型車のすれ違い、このときは非常に歩行者など危ない思いをしております。歩行者は、それこそ路肩どころかのり面に待避しなければ大型車がすれ違われないというようなことでございます。こうした非常に危険な道路でございます。
　　こうしたことから、重大事故も発生しておりまして、私の知る限りでは、平成14年から２件の死亡事故が発生しております。また、さらには一輪車、あの辺の農家の方ですね、船頭給の方ですけれども、一輪車を引いて接触事故を起こして、２カ月も３カ月も入院したという方がおります。いずれも地元の人でございます。
　　こうしたことから、恐らく大きな事故が発生しますと、必ずそこに小さな事故が発生しているわけです。いわゆるヒヤリ事故、こういったものも頻繁に発生しているんじゃないかなというふうに思われます。
　　こうした非常に危ない１－７号線、この安全対策について、その後の進捗状況を伺いたいと思います。よろしくお願いします。

○議長（秦　重悦君）　答弁を求めます。

　　小関都市環境課長。
○都市環境課長（小関義明君）　町道１－７号線、こちら通称天道跨線橋通りでございますが、２件の交通死亡事故が発生したことは大変憂慮することだと思います。また、幹線道路として交通量も多く、大変重要な道路であることは認識しております。

　　現況は、国道から１－７号線に入り、跨線橋を越えまして船頭給交差点まで、こちらは歩道が設置してございます。交差点を越えた先は歩道がなく、道路が狭まった形態となっておりまして、歩道のないこと、また道路が狭まっていることが事故の原因であるというふうに考えております。

　　また、平成22年３月には、当時の井桁議員、秦議員、中村議員、島﨑議員の連名で、一部沿線地権者の署名を添えて、町道１－７号線道路改良工事についての要望書も提出されております。これを踏まえまして、町では、平成24年度から国庫補助事業として町道１－７号線道路改良工事に着手いたします。この道路改良によりまして、自転車、歩行車道2.5メートルを備えました幅員10メートルの道路に生まれ変わります。平成24年度は、全区間1,260メートルの用地測量を実施いたします。

　　用地買収同意が得られている600メートル区間の詳細設計を行い、橋梁部と警察との協議が必要な交差点につきましては、予備設計を行います。平成25年度に用地買収を行いまして、平成26年度から本工事に着手する予定となっております。

　　完成にはまだ時間がかかりますが、安全対策を含む道路改良事業として進めてまいりたいと思っております。

　　よろしくお願いいたします。

○議長（秦　重悦君）　12番、中村新一郎君。
○１２番（中村新一郎君）　ありがとうございます。
　　これは、長年待っている事業でございまして、とにかく人の命にかかわることです。特に地元の方は、この改良工事に期待しておりますので、ぜひよろしくお願いいたします。

　　以上で、私の一般質問を終わります。ありがとうございました。

○議長（秦　重悦君）　以上で、中村新一郎君の一般質問を終わります。

　――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――─────────

◇　髙　梨　邦　俊　君

○議長（秦　重悦君）　次に、髙梨邦俊君の一般質問を行います。

　　９番、髙梨邦俊君。

○９番（髙梨邦俊君）　今、私がこれから質問するのは、大体中村議員が最後のほうで、大体答弁も同じような答弁になると思いますが、私なりにちょっと質問させていただきます。

　　まず、新庁舎現在地建設意向に疑問があります。

　　３月11日の東日本大震災の教訓から、高台に移行することがよいと思います。防災、救難、救援、復旧、復興を考えるときに、必然的と思われます。

　　近々、県、国の津波対策指針が出ると聞き、また、房総、東海、東南海、南海等の大地震予測と高さ10メートルほどの津波の話題があり、海抜3.2メートルの現在地、被災は免れないと思います。

　　まず、地震で被害があり、寄せくる津波の強い破壊力で、瓦れきが流れます。天然ガスやプロパンガスが発火点で油へ燃え移り、水面火災が発生する可能性も想定できます。

　　東北地方は、港が主に重要であったが、一宮は天然ガスの産地であり、温室ハウス団地も多く、重油タンクが点在し、各家庭にはトラクターや農機具、自動車、また軽油、ガソリン、冬には灯油もあり、さらにはガソリンスタンドもあります。流れ寄せる津波によって水面火災の可能性は大いにあると考えられます。

　　また、津波は、駐車場の車を流させると考えられ、役場は、重要書類もあり、防災本部でもあり、町の司令所の役場が被災して機能が麻痺する。被害甚大で復旧復興はおくれ、莫大な予算が加算される予測がつくと思います。

　　今、想定されるところに役場を建設することは、予算や便利の都合の判断は短絡的であると思います。町民は一人として死なせないとかたい信念で防災を考え、対処し、役場の建設位置を判断してもらいたいと思いますので、考えを伺いたいと思います。

　　また、２番目としては、国民宿舎跡地や庁舎建設など、住民公表が先行し、議会への報告等が後回しになり、議会軽視ではないかと思われますので、考え方を伺いたいと思います。

　　よろしくお願いいたします。

○議長（秦　重悦君）　ただいまの髙梨邦俊君の一般質問に対する答弁を求めます。

　　町長、玉川孫一郎君。

○町長（玉川孫一郎君）　今の質問にお答えいたします。

　　今、重複するかもしれませんけれども、その前に防災対策についての基本的考え方をお話ししたいと思うんですけれども、庁舎建設というのは今度ありますけれども、それよりもっと大きい問題として、町全体の安全安心ということを考えた場合、一番やはり強調されなければならないのは、この前行われましたけれども、避難訓練のように、住民一人一人が防災意識を高めて平素から災害に備えていくということがまず第一だと思います。自分の命はまず守っていくということが第一だと思っております。

　　そういう面をまず基本的に置きまして、そしてもう一つは、やはり海岸でございますので、非常に高台がないということで、特に海岸に最近多くの方が住んでいらっしゃいますので、先ほど中村新一郎議員からもご指摘がありましたように、海岸に今現在ある防災林ではなくて、もっと津波に強い防災林なり砂丘をつくっていただくということが、大きな津波が来たときの被害を防ぐための一番大きな確実な方法だと考えておりますので、それをまず基本的には行っていきたいと考えております。

　　それから、庁舎建設でございますけれども、高台に移すという意見、確かに町民の方にたくさん意見があるということも承知しております。

　　これにつきましては、高台へ移すことも検討いたしましたけれども、庁舎を高台に移すことは、町の都市計画を見直しするということになっております。そのためには、庁舎移転計画の段階で、町民の合意の形成とか、あるいは必要な法手続ということで、相当な期間が必要となってまいります。

　　また、民地取得とか、あるいは山林の造成などで工事期間も長期となって、多額の財源も必要となると思います。

　　また、新庁舎建設のもっと大きな理由は、先ほど話しましたけれども、いろいろな災害がございますけれども、一番大きな、一番リスクの高い災害ということで、現在の庁舎の場合は震度５強の地震に耐えられない、それも津波のリスクが大きいわけですけれども、津波の場合の発生リスクと地震の発生リスクというのは全く違いまして、地震はほとんど毎年のように日本全国で起きております。

　　そして、震度５強の地震も毎年のように発生しておりますので、いつこの一宮町の役場が地震の５強に襲われるかわかりません。そうしますと、ここは災害対策本部を設置するところでございますので、災害対策本部も設置できない、役場職員もたくさん亡くなってしまう、あるいは混乱してしまうという形の中で対応ができないということがございますので、それがやはりその緊急の課題だということでございます。そういうことで、それがまず第１点ございます。

　　また、町では、今後十数年の間に、一宮小学校の体育館の耐震補強工事とか、あるいは一宮保育所の移設の問題とか、中央ポンプ場の設備の修繕とか、多額の財政支出が予想されております。そういうことから、総合的に考えまして、建設候補地の中で工期が一番短くて、そして事業費が比較的安価であるということで、現庁舎位置を選定したというのも一つの理由になっております。

　　そういう事情であるということをお話しさせていただきたいと思います。

　　それから、先ほど話しました水面火災、これは確かに大変大きな問題だと思っております。これは私も何回か被災地を訪問しましたけれども、当初は津波と火災がどうしても結びつかなかったんですけれども、いわき市に行ったとき、被災者の応援の方と一緒に伺ったんですけれども、一面の焼け野原でございました。

　　それは、やはりさっき話したように、火災が発生して、その火災によって、水面を漂って全体に広がっていくということで、大きな火災が発生しているということでございまして、これについては、農業用ガソリンとか、そういう問題についてはまたこれはそれなりの対応策を考えていかなければならないと思っております。

　　公用車についても、これ実際に今回、大洗の町役場を視察したわけでございますけれども、大洗町役場に入ると、港の近くで、庁舎までは浸水しませんでしたけれども、庁舎の前にとめられてあった公用車が約半分以上浸水して使えなくなったという事例がございますので、来た場合について公用車をどういうふうにするのか、これについても検討していきたいと思っております。

　　以上でございます。

○議長（秦　重悦君）　峰島総務課長。
○総務課長（峰島　清君）　それでは、２点目の髙梨議員のご質問にお答えいたします。

　　国民宿舎一宮跡地の計画や、庁舎建設の基本計画素案につきましては、９月６日の議会議員の全体会議で事前説明を行ってまいりましたが、説明が不十分であったため、議員の皆様方には大変申しわけございませんでした。

　　今後は、議会議員の全体会議の開催要請など、議長とも連携を図り、十分協議をしながら進めてまいりたいと考えております。よろしくお願いいたします。
以上です。

○議長（秦　重悦君）　９番、髙梨邦俊君。
○９番（髙梨邦俊君）　町長が言っていることはよく理解できますが、高台につくった場合、デメリットとして予算額とか空洞化とか利便性とかがありますが、また、メリットとして、高台につくった場合、取りつけ道路ができますよね。そうするとその取りつけ道路が避難道路としても使える。そうすればまたあそこにつくれますね、南総一宮線、もう早期に実現可能じゃないかなと思うんです。

　　それと、さっき言われました保育園の移設、統合、それを造成したときにその用地を確保しておけば、５年後、10年先を見据えた場合には、そのほうがメリットが大きいと思いますが、いかがでしょうか。

○議長（秦　重悦君）　町長、玉川孫一郎君。
○町長（玉川孫一郎君）　そういう意見もあるかと思いますけれども、先に南総一宮線の問題なんですけれども、これは、先ほど言いましたように、先ほどちょっと志田議員からもお話がありましたけれども、確かに私、努力しておりますけれども、これは先ほど言いました、まだ国庫補助事業の採択がされておりません。

　　ですから、今のまま、要するに、確認されないでいきますと、これはなかなか開通しないということになると思います。開通するのは大分困難だということで、先ほど言いましたように、非常に頻度の高い地震に早急に対応しなければならないということでございますので、やはり現在考えている計画でいきますと、ことしじゅうに合意を形成して、来年度実施設計して、再来年度着工しても、そこを使えるのは26年度、ですから、いわゆる時間との勝負といいますか、緊急性が高いということで今考えていますので、道路の開通というのもかなり不確定要素であるし、今のような状況でいくと、かなり難しいことも予想されますというのが、まず第１点あります。

　　それから、さっきの保育所の移設の問題なんですけれども、先ほど言いましたように、高台に移転するということになりますと、用地取得費だけで、今現在私たち町役場の中で計算してみますと、庁舎建設費約５億ちょっとございますけれども、借金をしないで建てていきたいという考えはございます。

　　ですから、そこにしますと、この取りつけ道路をつくったり、用地買収をしますと、それだけでもう工事費は吹っ飛んでしまいます。ですから、そうなるとやはり借金をしなくちゃならない。借金をすると、さっき言ったようにまたその後出てくる保育所の建設とか、中央ポンプ場の問題とか、そういった町の公共施設の建てかえの問題とか、そういうものに大変な支障を来してしまうということがございます。そういった総合的な判断で、そう考えているということでございます。

　　以上でございます。

○９番（髙梨邦俊君）　よくわかりました。これで一般質問を終わりにします。

○議長（秦　重悦君）　それでは、以上で髙梨邦俊君の一般質問を終わります。

　――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――─────────

◇　島　﨑　保　幸　君
○議長（秦　重悦君）　次に、島﨑保幸君の一般質問を行います。
　　10番、島﨑保幸君。
○１０番（島﨑保幸君）　私は２点の質問をしたいと思いますが、１点ずつ答弁をお願いしたいと思います。

　　まず１点目でございますが、玉川町長は、平成20年町長選挙立候補に当たり、町民との約束であるマニフェスト、新しいまちづくりを発表されました。その中で、目指すべきまちづくりの３つの目標と基本姿勢２つを掲げております。

　　まず、目標の、元気な子どもの声が聞こえる町、若者が集う町、お年寄りが安心して過ごせる町であります。次に、基本姿勢として、情報公開と住民参加、住民協働のまちづくりとなっております。これらのことについて、どのように自己評価されているのか、伺いたいと思います。

　　また、東日本大震災を経験した今、安全安心なまちづくりが大きな問題となってまいりました。このことについて、具体的な考えがあれば伺います。

　　あわせて、来年５月の町長選挙、現職町長として出馬の意思があるのかないのか、はっきりと町民の前に示す時期が来ているのではないかと、このように考えます。お考えを伺うものであります。

　　１問目を終わります。

○議長（秦　重悦君）　ただいまの島﨑保幸君の一般質問に対する答弁を求めます。

　　町長、玉川孫一郎君。
○町長（玉川孫一郎君）　私、平成20年の町長選挙で、先ほどお話がありましたように、町民の皆様とのお約束であるマニフェスト、新しいまちづくりを発表し、当選させていただきました。新しいまちづくりでは、まちづくりの３つの目標、元気な子どもの声が聞こえる町、そして、若者が集う町、そして、お年寄りが安心して過ごせる町ということで、４年間の任期の中で実現に向けて取り組む具体的な23の項目を掲げました。そして、情報公開と住民参加を重視した住民協働のまちづくりを基本姿勢に、新しいまちづくりを今日まで進めてまいりました。

　　この３年半の歩みを振り返ってみますと、町民の皆様に約束した新しいまちづくりは、中学三年生までの子供医療費の助成、妊婦健診14回の助成、１日前予約の新にこにこサービスの実現、そして上総一ノ宮駅のエレベーターの設置、釣ヶ崎広場の整備ということで、順調に進んでおります。

　　また、情報公開と住民参加を重視した住民協働のまちづくりも、わかりやすい予算書の作成と配布、町長室の開放日、町民提案事業、まちづくり委員会による町の新しい総合計画の策定と着実に進めてまいりました。
　　私が町長に就任したとき、財政調整基金は５億1,120万5,000円、庁舎建設基金は１億9,213万3,000円でございましたが、不要不急の工事や事業を見直し、現在、財政調整基金は７億7,339万6,000円、庁舎建設基金は５億3,632万8,000円まで積み増すことができました。

　　９月末現在、マニフェストに掲げた23項目を４段階で自己評価したところ、達成済みが13項目、進捗状況が高いものが５項目、取り組み中が５項目で、取り組んでいないものはございませんでした。これはすべて町民と議会の皆様方のご理解とご協力のおかげでございまして、改めて感謝しております。
　　以上、述べたように、多くのことを達成してまいりましたが、さらに土地区画整理事業、駅東口の開設、道の駅、幼児教育と保育を統合したこども園の設置など、まだまだ道半ばの事業もたくさん残っております。

　　また、東日本大震災を経験しまして、今、改めて安全安心なまちづくりが大きな問題となっており、一時避難場所と防災センターの役割を果たす新庁舎の建設、一宮保育所の移設の問題、津波に強い防災林の整備等、解決しなければならない課題も山積しております。

　　10年先を見据えた一宮町総合計画がことしからスタートいたしました。この計画は、町民と行政の協働のまちづくりを基本姿勢に置いて、町民の皆さんと行政が一体となって英知を結集し、こんな町にしたい、こんな町に住みたいという、町民の皆様の願いを込めて、町民の皆様の手によってつくり上げられたものです。

　　一宮総合計画に盛り込まれた町民の皆様の思いや願いを実現していくために、町長として引き続き全力を尽くしたいと考えて、次の選挙に立候補の決意を固めました。

　　以上でございます。

○議長（秦　重悦君）　10番、島﨑保幸君。
○１０番（島﨑保幸君）　再質問ではありませんけれども、確認の意味で申し上げますと、皆さんの協力のおかげで多くのことを達成してきた。しかし、まだ道半ばであるということでございます。これらにつきましても、もともと頭で考えておったことと、現実性の違いというものを痛感したところもあったと思いますが、そして難しい課題もあったと、このようにも思います。

　　また、安全・安心なまちづくり、これにつきましては、当然のことでございますので、今後ともあらゆる面で、あらゆる角度からしっかりやっていただきたいと思います。
　　町長選挙につきましては、強い立候補の決意が示されました。月並みな言葉ではございますが、ご健闘を祈る次第でございます。

　　続きまして、２問目に入らせていただきます。

　　写研問題でございますが、河川災害防止、また早期解決という意味からも、写研の用地交渉その後について伺いたいと思います。

　　一宮川は、河川改修工事により川幅は大きく広がりました。新一宮川のたもとにある写研一宮研修センターの敷地が未買収で残っております。交渉の経緯は、この前の質問のときにも申し上げましたが、平成10年に写研に対し事業説明を行った後、10年以上も交渉が中断し、平成22年に地元関係者296名の署名による要望書を写研あてに提出いたしました。

　　その後、代理人兼地元関係者との交渉では、前向きな期待感を持った時期もありましたが、一向に進んでおりません。そして３月11日、東日本大震災に伴う大津波が発生し、一宮川河口において、津波被害が起こりました。
　　その中身は、一部道路冠水、床上浸水30件、床下浸水28件ということであります。これは、津波による河口の増水が、未買収の土地付近で急激な水位の上昇と、これらが原因の一つと思われます。住民が不安を持っておるところでございます。
　　話は変わりますが、去る11月26日の読売新聞でありますが、政府の地震調査研究推進本部の長期予測によりますと、三陸沖から房総沖の海溝寄り領域では、今後30年以内に津波を伴うマグニチュード８クラスのプレート境界地震、その確率は30％であるとされております。
　　既に、川口の方面では、被害も出ておりますし、県の責任もあるのではと思うところであります。

　　一日も早い解決を望むところでありまして、町としての取り組みと、その後の進展状況を伺います。よろしくお願いします。

○議長（秦　重悦君）　答弁を求めます。
　　小関都市環境課長。
○都市環境課長（小関義明君）　写研の問題につきましては、去る平成22年３月に、一宮川沿岸の地元関係者の連名で、写研に対しまして要望書を提出し、さらに３月11日に発生しました津波の後に海岸区から住民総意の要望書が町に提出されました。
　　それを受けまして、町は、８月に署名を添え、町長名で要望書を写研に提出しております。また、写研の代理人に来庁していただきまして、要望の内容説明を行っております。そのほかに県関係機関への要望活動を実施してまいりました。

　　しかしながら、交渉が大変難航しておりまして、いまだ地権者の同意が得られていない状況と聞いております。

　　県では、引き続き地権者の理解が得られるように粘り強く交渉を行っていくと聞いておりまして、町としては、注視をしている状況でございます。

　　なお、津波の被害に対しましては、一宮川河口部の堤防のかさ上げなど、先ほどの中村議員への答弁にもありましたが、今年度から来年度にかけまして調査設計を行いまして、計画していくとのことでありました。
　　以上でございます。
○議長（秦　重悦君）　10番、島﨑保幸君。
○１０番（島﨑保幸君）　引き続き、地権者の理解が得られるよう交渉していくということでございますので、引き続き地権者の交渉を行っていくということはどのようなことの交渉なのか、具体的にあればお答えをいただきたいと思います。

　　堤防のかさ上げということですので、これについては、一日も早い工事の着手をぜひお願いをしたいということでございます。よろしくお願いします。
○議長（秦　重悦君）　小関都市環境課長。
○都市環境課長（小関義明君）　平成10年から継続して交渉を行ってきておりますけれども、交渉当時の買収価格と現在の買収価格の隔たりが大変大きくて、交渉が成立していないのが大きな原因というふうに聞いております。

　　県では、買収価格の折り合いをつけるべく努力しておりますけれども、交渉が難航しているのが現状でございます。今後は、あらゆる角度から検討しまして、さまざまな手法を用いて問題解決に当たるというふうに聞いております。

　　以上でございます。
○議長（秦　重悦君）　10番、島﨑保幸君。
○１０番（島﨑保幸君）　交渉が難航している状況ということですけれども、その後、今後あらゆる角度、さまざまな手法を用いて問題解決に当たるという話でございます。これにつきましては、少し踏み込んだ発言かなともとれるふうに思いますので、少し前進と理解をいたしまして、期待を持って注目していきたいと思いますので、よろしくお願いいたします。
　　質問を終わります。
○議長（秦　重悦君）　以上で島﨑保幸君の一般質問を終わります。

　――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――─────────
◇　鵜　沢　清　永　君
○議長（秦　重悦君）　次に、鵜沢清永君の一般質問を行います。
　　１番、鵜沢清永君。
○１番（鵜沢清永君）　県道一宮椎木長者線の拡幅工事について、質問します。
　　長年にわたり進められている県道一宮椎木長者線の拡幅工事がありますが、いつから始まり、具体的にあとどれくらいかかるのか。そして、今現在、綱田区の子供を持つ親からは、道が狭くて危なくて不安だとか、お年寄りからは一人では買い物にも行けないという声が多く上がっていて、特にカーブのところなどは、車がすれ違うのもぎりぎりで、事故も実際起きてしまっています。
　　町としては、この工事をどのように進めていくのか、そしてなぜこんなに長引いているのか、道路拡張の完成予定はあるのか、見解をお願いします。
○議長（秦　重悦君）　ただいまの鵜沢清永君の一般質問に対する答弁を求めます。
　　町長、玉川孫一郎君。
○町長（玉川孫一郎君）　では、質問にお答えいたします。

　　県道一宮椎木長者線は、昭和63年から県の単独事業で改良が進められているところではございますが、既に23年の歳月が経過し、国道との交差点付近の改良工事は終わったものの、全体としては進捗していないのが現状でございます。現在は、用地の取得を先行して行っているとのことでございますが、ご指摘の箇所は、道路幅員も狭く、過去には死亡事故も発生しており、大変危険なところであると私も認識しております。
　　今後、具体的に完成までどれくらいの期間がかかるとのご質問でございますが、県に確認をしたところ、近年の県の苦しい財政状況などから、早期の完成はなかなか難しいということでございます。危険な箇所でございますので、大変厳しい状況ではございますが、町といたしましては、県に対し、これまで以上に強く要望していまいりたいと思っております。
　　また、県によると、今後は、優先順位を決めて、危険な箇所から用地取得を先行し、そこから工事に着手していくということでございました。
　　以上でございます。
○議長（秦　重悦君）　１番、鵜沢清永君。
○１番（鵜沢清永君）　ありがとうございます。
　　県と町が危険な箇所と認識しているとのことであれば、今後さらに強く本当に町のほうから県に働きかけていただきたいと思います。
　　以上で質問を終わりにします。
○議長（秦　重悦君）　以上で鵜沢清永君の一般質問を終わります。

　　ここで昼食のため休憩といたします。再開は午後１時といたします。
休憩　午前１１時５０分
　――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――─────────
再開　午後　１時００分
○議長（秦　重悦君）　それでは、休憩前に引き続き会議を再開いたします。
　――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――─────────
◇　鵜　沢　一　男　君
○議長（秦　重悦君）　次に、鵜沢一男君の一般質問を行います。
　　２番、鵜沢一男君。
○２番（鵜沢一男君）　私は、２項目の質問を通告をしております。１問ずつ質問しますので、議長の許可を求めます。
○議長（秦　重悦君）　はい、どうぞ。
○２番（鵜沢一男君）　それでは、１項目め、鳥獣による農作物の被害対策についてお伺いします。

　　有害鳥獣による農作物の被害は、全国的に大きな問題となっております。千葉県下におきましても、その被害は、年々深刻化していると認識をしております。一宮町は、山間部で睦沢町、いすみ市と接し、一体の地形を形成しております。
　　その睦沢町、いすみ市は、有害鳥獣に対する対策を既に実施しているとのことですが、当町では、いまだにその対策及び対応手段が確立されていないのが実情です。今後、有害鳥獣により農作物に大きな被害が発生すれば、農業従事者の意欲を奪うばかりか、町の農政に悪影響を及ぼすことは確実であります。
　　そこで、被害の状況を的確に把握し、被害を最小限に抑える取り組みがなされるべきと考えます。
　　そこで、お伺いします。
１点目、町の被害の状況と今後の動向分析について。２点目、国の定める鳥獣被害防止措置法に基づき、町における鳥獣被害防止計画の策定及び実施主体である有害鳥獣対策協議会の設置についてであります。
　　お答えをいただきたいと思います。
○議長（秦　重悦君）　ただいまの鵜沢一男君の一般質問に対する答弁を求めます。

　　町長、玉川孫一郎君。
○町長（玉川孫一郎君）　鵜沢議員の質問にお答えいたします。

　　野生鳥獣による農作物の被害状況といたしましては、まず、平成21年度中にヒヨドリによる野菜被害、及びハクビシンによる雑穀並びに果樹被害の報告を農家と農業共済組合から受けまして、被害面積が３アール、被害金額が２万5,000円でございました。平成22年度におきましては、カラスとハクビシン、そしてアライグマ、アナグマによる果樹被害の報告を農家から受けました。被害面積が19アール、被害金額が15万円という状況でございました。
　　しかし、これは、被害があっても届けていない方もたくさんいらっしゃると思いますので、もっと大きな被害があるのではないかと想定されます。
　　また、昨年、一昨年と大きな被害は発生しませんでしたけれども、山間部地域の水田にイノシシが入り込んで、水稲を一部倒したという通報を農家から受けて、現地を確認しております。さらに本年17区の住宅地にシカの１種、キョンといいまして、小さな小型のシカなんですけれども、そのシカが出没したということでございます。
　　今度の動向分析でございますけれども、現在は、まだ被害状況は小規模でございますけれども、今度、この農作物の被害は増加していくものであると考えております。
　　このことから、対策としましては、鳥獣の捕獲駆除だけで実施しても被害の対策には結びつかないと言われております。被害をなくすための対策として、鳥獣のえさになる農作物の残渣を野積みしないこととか、耕作放棄地を解消するとか、山のちゃんとした管理を行うことで、それを行うことによって、さまざまな鳥獣を呼び寄せなくなり、農作物の被害が少ないまちづくりができるというふうに考えております。これには、皆様方のご協力が不可欠だと思っております。

　　鳥獣による農作物の被害対策についてお答えいたします。

　　これにつきましては、鳥獣被害防止措置法という法律がございまして、これは農林水産省から平成20年２月に施行された法律でございます。この法律に基づきますと、有害鳥獣対策協議会というのをまず設置します。その設置した後、被害の発生状況に応じて鳥獣被害防止計画を策定する。この計画を策定しますと、国とか県の補助事業が実施できるというふうな仕組みになっております。
　　次に、現在はまだ我が町には有害鳥獣対策協議会というのは設置してございません。そういうことで、これからまた陸沢のほうから、あるいはいすみ市のほうからイノシシが入り込むとか、そういった被害が予想されておりますので、一宮町といたしましても、被害が多発する前に、既に協議会を設置しておりますいすみ市、睦沢町と連携した対応がとれるように、早急にこの協議会を設置していきたいと思っております。
　　以上でございます。
○議長（秦　重悦君）　２番、鵜沢一男君。
○２番（鵜沢一男君）　ありがとうございます。

　　ただいまの答弁にありました有害鳥獣対策協議会の設置に来年度から取り組む旨の答弁ありましたが、これは評価したいと思います。これは、国や県の補助金を得るためにも有効な施策です。

　　しかし、これに加え、農家に有害鳥獣に対する知識や駆除の方法等を周知する必要があると考えます。先ほどの答弁では、一宮町では被害の報告が少ない旨の説明がありましたが、これは実際にもっと被害が出ているが、農家が町に被害を報告していないものだと考えます。ほとんどの農家は、報告しても仕方がない、そう考え、また、報告することが今後の農政に役立つことと認識をしていないためだと私は考えております。
　　そこで、再度質問をいたします。有害鳥獣被害対策に関する啓発活動を積極的に取り組む必要があると考えますが、答弁をお願いいたします。
○議長（秦　重悦君）　町長、玉川孫一郎君。
○町長（玉川孫一郎君）　今の議員のおっしゃるとおりだと思います。これにつきまして、町の持っています広報手段であります広報紙とか、あるいはホームページとか、あるいは回覧を通じまして、また実行組合との会議を通じまして、農作業に従事している方に積極的に広報を行ってまいりたいと思います。

　　以上でございます。

○議長（秦　重悦君）　２番、鵜沢一男君。
○２番（鵜沢一男君）　よろしくお願いいたします。

　　次の質問に移ります。
　　次の質問は、ナシ農家への助成についてであります。
　　一宮町で生産されるナシは、市場で高く評価され、町の特産品として重要な役割を果たしております。しかし、農業を取り巻く環境の急激な変化、また、他地域の競合によりその地位は年々脅かされております。町の特産品であるナシを栽培するナシ農家に対する町の取り組みについてお伺いいたします。
　　１点目、現在のナシ農家への助成についてお聞きします。これにおきましては、いすみ市のナシ農家への助成と比較して答弁をお願いいたします。
　　２点目、有害鳥獣被害防止対策における、いすみ市との連携についてお伺いいたします。これにおきましては、一宮町と旧岬町は隣接をしており、その地形は一体化されているためであります。本年の例を挙げれば、カラスの被害が発生した時期には、いすみ市では被害対策協議会が設置されていて、その委託を受けた猟友会が駆除の活動をするわけでありますが、威嚇射撃をすることにより、そのカラスは一山越え、綱田、本給、内宿に集団で逃げ込んできます。
　　しかし、残念なことに町ではこれに対応する組織も手段もないわけであります。いすみ市と一宮町で同時に駆除の活動ができれば大きな効果が得られると期待するものであります。
　　３点目、有害鳥獣被害防止対策における今後の助成についてであります。これにおきましては、過去の助成から大分時間が経過している防鳥網等の助成の必要性、またいすみ市と一宮町のナシ農家で１つの組合を形成しているわけでありますが、自治体間で助成に差が生じている点についてであります。

　　答弁をよろしくお願いいたします。
○議長（秦　重悦君）　岡本産業観光課長。
○産業観光課長（岡本和之君）　それでは、鵜沢議員の２項目めの質問にお答えいたします。

　　一宮町の梨組合は、平成16年度に一宮町梨組合と岬町梨組合が合併しまして、一宮・岬梨組合となりまして、新たな組合活動がスタートいたしました。この時点で両町での補助金の調整をするようなことで今日に至ったわけでございますが、いすみ市の梨組合の補助事業を調べた中では、平成22年度から一宮の梨組合との事業の補助率の差が出ておりました。
　　例えば、環境に優しい農業推進対策事業では、害虫の増殖を抑制するフェロモン剤コンフューザーＮにより減農薬が可能となる環境に優しい農業として進めてまいりました。しかしながら、県の補助事業は平成16年度に打ち切りになりましたが、一宮町といすみ市では現在も引き続き補助をしております。
　　補助率は、一宮町では20％補助しておりますが、いすみ市は35％の補助であります。ここで差が出ております。また、台風などの強い風やナシ栽培に有害な鳥や獣からナシ畑を守る防災網、防鳥網の整備は、県の補助事業では、新規に防災網、防鳥網の整備をする場合は補助の対象となっておりますが、一宮町は昭和の時代からこの事業を導入しているため、ほぼ整備が終了したことから、梨組合と協議した結果、平成16年度で補助は打ち切りとなっております。いすみ市につきましては、新規の整備と老朽化の整備も対象として30％の補助を実施しております。

　　このように補助率の格差につきまして、いすみ市に問い合わせた結果、財政力もありますが、いすみ市と一宮町での連絡調整がうまくいかなかったこともありまして、結果的にはいすみ市が独自に補助率のアップをしたものでございます。
　　このような状況でございますので、今後、補助金と有害鳥獣被害防止対策事業も合わせまして、いすみ市と協議、調整に入りたいと考えておりますので、よろしくお願いいたします。

　　以上でございます。
○議長（秦　重悦君）　２番、鵜沢一男君。
○２番（鵜沢一男君）　ありがとうございます。

　　ただいまの答弁について確認をしたいと思います。
　　私が質問する趣旨は、１つの梨組合に対し、これを管理監督する自治体が２市町あり、この自治体間で農家に対する助成のあり方に格差が生じている、こういうことであります。一宮町でナシをつくるよりいすみ市でナシをつくるほうが有利であれば、必然的に一宮町のナシ農家は衰退をいたします。行政の後退は一宮町の農業の後退に直結すると危惧をしているところであります。

　　また、今後、農業規模の拡大を目指すものや新規就農者の意欲を損なうことにもつながりかねません。これは、言葉を変えれば自治体間の戦いであります。戦いに負ければ、今まで築いた地位を失うことにもなります。

　　確認します。先ほどの答弁の中で、いすみ市と協議、調整に入る旨の説明がありましたが、これは町が、一宮町ナシ農家に対する助成をいすみ市と同等またはこれに近づけるための協議と理解してよろしいのでしょうか。答弁を求めます。
○議長（秦　重悦君）　答弁を求めます。

○町長（玉川孫一郎君）　今、そのように考えてよろしいと思います。

○議長（秦　重悦君）　鵜沢一男君。
○２番（鵜沢一男君）　ありがとうございます。よろしくお願いいたします。

　　以上で私の質問を終わります。
○議長（秦　重悦君）　では、以上で鵜沢一男君の一般質問を終わります。

　――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――─────────

◇　袴　田　　　忍　君

○議長（秦　重悦君）　次に、袴田　忍君の一般質問を行います。

５番、袴田　忍君。

○５番（袴田　忍君）　よろしくお願いします。５番、袴田でございます。

きょうは２問、質問をしたいと思います。一問一答方式でお願いしたいと思いますが、よろしいでしょうか。
○議長（秦　重悦君）　はい、結構です。

○５番（袴田　忍君）　それでは、まず１つ目なんですが、地区防災組織に町としてできる支援策はあるのかということに質問させていただきます。

　　３月11日の東北大震災の後、住民一人一人の防災意識が高まっているのは確実でございます。各地で防災訓練の実施する要項を目にすることが多くなりました。防災訓練の結果が地域の結束が必要との見解も出ています。私たちの住んでいる町内宮原地区は、昨年からことしにかけまして、自主防災組織を立ち上げました。これまでに数回の会合、研修会を行いました。地区活動にも貢献しています。

　　そうした訓練・発表の場で、防災組織立ち上げについて質問や問い合わせがあり、私たちの代表である、名前を出して失礼ですが、オガワさんのところには説明を求められることが多く見かけられます。

　　このことから、ほかの地区も防災組織に関心があると見受けられます。このことについて、２つ質問したいと思います。

　　まず１点目は、立ち上げについては資金が必要となります。町及び他の関係団体からの資金援助をしていただける機関があれば示していただきたい。

　　もう１点は、防災組織は、地区の自治会活動の活性化につながっています。地区住民の支援の一因として、その地区の出身の役場職員の行政職員の応援をお願いしたいと思いますが、いかがでしょうかということで、この２点をお願いしたいと思います。

○議長（秦　重悦君）　ただいまの袴田　忍君の一般質問に対する答弁を求めます。

　　町長、玉川孫一郎君。

○町長（玉川孫一郎君）　袴田議員の質問にお答えいたします。
　　３月11日の東日本の大震災以降、自主防災組織の役割は大きくクローズアップされております。これは、大地震とか大津波など大きな災害が起きた場合には、消防とか警察とか町役場といった、そういった防災機関が全力を尽くしてもなかなか対応できないということから、こういう形が起きております。

　　災害による被害の軽減には、住民一人一人が日ごろからいろいろと災害について考えて、みずから家族とか地域を守るために必要な防災に関する知識とか対応能力をつけていくということが大変重要になっていくわけでございますけれども、同時にあわせまして、地域の皆さんがみんなで助け合って、負傷者とか病人を助けることも望まれております。そのために皆さん方が、区の組織に応じた自主的な防災組織を結成して、日ごろから災害に備えて訓練を積み重ねていただければと考えております。

　　資金援助ではございますけれども、今回、宮原区の設立に当たりましては、宝くじの助成事業を活用いたしました。しかし、これは千葉県下の中で数団体ということで、数が限られておりまして、なかなか皆さん方が要望しても必ず対象になるというものではございません。

　　また、県独自の補助金制度もございますが、この補助金制度を受けるためには、町が助成をすることが条件になっておりまして、町ではこういった補助制度が現在のところございません。

　　そこで、町では、新年度から自主防災組織の設置を促進するために、この町独自の助成金の交付を検討しております。これによって、自主防災組織設立の支援を町として応援していきたいと思っております。ただ、その具体的な、どの程度の金額を助成するかとか、どういう対象をするのかという細かい点までは、まだ現在検討中でございます。

　　また、役場職員の応援についてでございますけれども、地域住民と役場職員が一体となって活動することによって、より一層活性化が図られると考えておりますので、職員に対しては地元での協力を求めていきたいと思っております。

　　以上でございます。
○議長（秦　重悦君）　５番、袴田　忍君。

○５番（袴田　忍君）　ありがとうございます。
　　これは要望という形になるかと思うんですが、中にやはり検討という町長の答弁がございました。私は、まずこの資金援助に関して、イコール、私は備品に関してもそうかなという気が一つしております。もし検討に入れていただけるのであれば、備品も、一つこれは宮原の自主防災組織を例に出して申しわけないんですけれども、宮原自主防災組織で、何が足りないのかという話になったときに、やはり炊き出しをしたときにこれとこれが足りないよなというような状況も出てまいりました。そういったものに関しても、備品に関しても検討事項に入れていただいて、資金イコール備品というものの検討をしていただければ自主防災組織、これから立ち上げる自主防災組織の方々も、あっ、これとこれは助成していただけるんだな、これとこれを我々で調達できれば、これは何とか町のほうでも面倒見てもらえるなというような条件が整うのではないかと思いますので、ぜひ検討をお願いしたいと思います。

　　それから、もう一つ、これは私、役場職員さんを巻き込むと言ったら失礼な言い方かもわかりませんけれども、我々が災害に遭ったときにどこに相談が行くかと言えば、やはりこれは町役場であると思います。これはやはり町長さんであり、助役さんであり、課長さんに問い合わせするということも必要であると思いますし、それと同時に、役場職員さんがいてくれる、話し合いをしてくれるという中で、やはり我々地域の方というのは安心が持てるのではないか、私はそういうふうに考えるんです。

　　ですから、そういう意味でも、町職員の方々が、その地区に住んでいる、その地域での活動の中に助言等、支援していただければ非常にありがたいと思いますので、その辺もご検討していただければありがたいと思います。

　　以上です。

○議長（秦　重悦君）　では、２点目。

○５番（袴田　忍君）　次、２点目、よろしくお願いします。２点目は、前回も私質問に出したものでございます。予防医療の視点からワクチン公費助成について、質問させていただきます。

　　前回の一般質問で、肺炎球菌ワクチンの公費助成について質問しました。医療費の削減を考えての質問でした。町の対応も早く、数日後、近隣の動向を伺い、実施状況・効果等を見て検討したいとの回答が戻ってきました。今年度、子宮頸がんであり、ヒブワクチンであり、そういった子供たちへの一部助成を行い、対象者すべての方ではないが、助成を受けました。国民健康保険費の削減を考えるなら、やはり予防対策を考えるべきだと私は考えます。子供対象、そしてまた高齢者対象のワクチン公費助成の予算の確保と担当課職員、民生委員等の方々の町民の啓発活動についてお伺いしたいと思います。

　　１点目、子宮頸がん、小児用球菌ワクチン、ヒブワクチンの助成を今年度してまいりましたけれども、次年度も予算化できるのかということが１点目。

　　２つ目は、肺炎球菌ワクチンについても、近隣の状況を把握してからではなく、予防医療の推進を進める上でもぜひ来年度公費助成を考えていただきたい。

　　それから、３点目は、このワクチンに対して、健診や予防接種についての啓発活動は今のままで十分なのか。これはやはり地域住民の方がそれなりに理解できているのかということがやはり私は心配であるということで、その辺の啓発活動はきちんとできているのかということで、この３点をお願いしたいと思います。

　　以上です。
○議長（秦　重悦君）　答弁を求めます。

　　中山福祉健康課長。
○福祉健康課長（中山好弘君）　それでは、袴田議員さんの質問にお答えいたします。

　　１点目の子宮頸がん、小児用肺炎球菌、ヒブワクチンの予防接種でございますが、これにつきましては、任意接種でございます。県の助成事業は平成23年度で終了いたしまして、国が定期予防接種化の実現目標を平成25年度としております。このことから県の助成事業を24年度まで延長することを検討しているところでございます。

　　町も、国会議員や町村会等を通じまして、国に対し、定期予防接種化、及び定期予防接種になるまでの間、国の責任で助成事業の継続を図るよう要望しておるところでございます。

　　町も、24年度助成事業の実施を検討しておりますが、国の助成がない場合には、町単独での助成負担は厳しい状況でございます。そういうことで、対象年齢や助成額につきまして見直しも検討せざるを得ないところでございます。

　　２点目の高齢者肺炎球菌ワクチンでございますが、９月議会で袴田議員さんより一般質問がございましたが、その後の検討内容を報告いたします。

　　公的助成の実施状況につきましては、県下54団体中19団体が現在実施しておりまして、助成額は一生に１回限りで平均1,000円から3,000円でございます。郡内では長生村が昨年度から、睦沢町が本年10月から実施しているところでございます。

　　また、公的データによるワクチン接種の効果には、2010年４月の国立病院機構三重病院の研究報告で、予防接種により発症率を約40％以下に抑えることができたということでございます。なお、県内助成自治体での効果の検証はされておらないところでございます。

　　また、国保連合会から一宮町の医療費をもとにした試算結果では、75歳以上の高齢者については、町で５年間に約40％を接種した場合、一般財源で約400万円の委託経費がかかりますが、肺炎球菌の予防による後期高齢者特別会計の医療費削減効果は約1,300万円であると見込まれます。

　　また、国は、後期高齢者を対象に本年11月から一部助成を行うことが決まりました。町といたしましても、５年という接種効果の持続性もあることでございますので、高齢者肺炎球菌ワクチン予防接種を平成24年度から実施していく方向で準備をしていく予定でございます。

　　３点目でございますが、現在、町では年間の各種健診、予防接種の予定につきましては、広報紙やホームページ、各種講演や農林業祭を活用いたしまして、住民の皆様にお知らせをしているところでございます。対象の方には、本人に個別通知をしております。さらに、期間の定めがある事業につきましては、未受診、未接種の方に再度個別のお知らせをしておるところでございます。今後も住民の皆様が受診しやすいよう、お知らせ方法を工夫してまいりますので、よろしくお願いいたします。

　　以上でございます。

○議長（秦　重悦君）　５番、袴田　忍君。

○５番（袴田　忍君）　ありがとうございます。

　　助成が受けられる部分、それから検討の部分ということでございますけれども、やはり私は、この医療というものに関しまして、保険費の削減を考えるならば、治療より、私は予防と考えているわけでございます。

　　これは、前回というわけでありませんけれども、夏に国立感染症研究所の神谷先生がお話しになっていましたけれども、治療をするならやはり予防していく。これは、先進国はアメリカもどこでもそうですけれども、今は、予防、予防でしながら医療費を削減しているという話を聞きます。

　　これは、現実的になってきておりますので、我々日本の国もこういった予防対策を考えながら進んでいくのが先進国並みだと思いますので、ぜひ我が町にも予防というものを位置づけていただいて、地域の皆さんに予防して、まず、話し方が失礼かもわかりませんけれども、病院にかからない、医者にかからない方策を考えながら医療費を下げるということが一つのものになってくるのではないかと思いますので、ぜひ健康福祉課さん、非常に大変でしょうけれども、宣伝のほうもひとつよろしくお願いしたいと思います。ありがとうございます。
以上です。

○議長（秦　重悦君）　以上で袴田　忍君の一般質問を終わります。
　――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――─────────
◇　秋　場　博　敏　君
○議長（秦　重悦君）　次に、秋場博敏君の一般質問を行います。
　　14番、秋場博敏君。
○１４番（秋葉博敏君）　日本共産党の秋場でございます。ことし最後の議会であり、住民の暮らしを守るという観点からの質問をしたいと思います。

　　最近の野田新内閣の住民不在の暴走ぶりは目に余るものがあります。ＴＰＰへの交渉参加協議の表明を初め、税と社会保障の一体改革の名による消費税の10％への増税発言とか、年金の支給開始年齢の引き上げ、年金支給額の切り下げ、医療では70歳から74歳の医療費窓口負担を２割にさらに定額負担を強いる負担増の計画が行われようとしております。一方で、大資産家や大企業への減税を続ける逆立ち政治が国民との矛盾をますます広げていくことは間違いありません。
私は、これまでも町民の生活実態からの悪政の告発、一宮町政が町民の暮らしを守る防波堤の役割を果たさなければならない、この観点から質問を行ってまいりましたが、今議会では、後期高齢者医療広域連合への町負担金の問題、水道料金の問題、地域の大企業はその担っている地域経済に与える社会的責任を果たすべきだとの立場から自治体も要請行動をとるべきだという３点の質問を行いたいと思います。

　　第１点目は、後期高齢者医療広域連合への町負担金問題であります。

　　後期高齢者医療広域連合には２つの会計があります。一般事務を取り扱う一般会計、医療給付を行う特別会計であります。

　　今回、問題にしているのは、一般事務を取り扱う一般会計です。この会計は、国庫支出金、県支出金、それに各市町村が負担する市町村負担金で基本的に成り立っております。この市町村負担金の歳出基準は、均等割が10％、人口割が40％、後期高齢者人数割が50％の合算額で算出しているのが現状であります。

　　私も、広域連合議会に参加して11月15日、平成22年度決算等を審議してまいりましたが、この市町村負担金の決め方に疑問を感じました。平成22年度予算で見ると、20億6,065万円の必要額に対して、均等割の10％、２億606万5,026円の配分、この配分の仕方であります。

　　事務局の説明では、市町村長の合意で決めているので、議会で変更する事案ではない、このような趣旨の答弁であり、不公平感を強く感じております。

　　財政規模の大きな政令市や都市部の都市、これと人口が１万人前後の小さな財政規模の町村部、同額の10％負担をしているのが現状です。これを経常的経費充当一般財源に占めるこの均等割負担額、これで見てみますと、政令市の千葉市と御宿町では100倍の差が生まれております。一宮町と千葉市では75.5倍、一宮町が負担していることになります。長生郡と千葉市でも平均70倍の負担率であります。金額比較でも千葉県内各市町村の経常的経費充当一般財源合計額が１兆1,052億5,903万1,000円、これを10％均等割額総計額で２億606万5,026円、これで割りますと、その占める割合、これが0.019％になります。これが各市町村の平均値ですから、一宮町の平等な負担金は47万8,794円となります。現在、負担している額との差でも333万7,225円、この差が生じて、これだけ多く負担をしているという計算になります。

　　つまり、全市町村に10％の均等割負担額を課していることがいかに不公平感を強めているかわかると思います。平均割10％を課すことの不平等さが理解できると思いますが、各市町村とも厳しい財政運営の中でやりくりをしているわけですから、平等割は改めて、財政規模に応じた負担に見直すべきだと思います。この改善を至急図り、新年度から不公平を生まない構造に改善を図るべきだと考えますけれども、この点での見解を伺うものであります。

　　次に、水道料金問題について伺います。

　　長生広域水道は、県営水道と比べて水道料金が倍近く高い状態にあります。１立方170円です。このため、県水との差額を高料金対策として、県と市町村と折半で負担している状況と聞いておりますけれども、そのような高料金対策をとっていても高いという声があるのが現状です。なぜ、そんな声が強いのか、私は広域水道の資料をいただいて、分析をしてみました。その中でわかったことは、現在、長生広域水道の料金２カ月で16立方までが使っても使わなくても基本料金として2,720円支払うことになっております。

　　この中で通告の数字がいろいろ違っておりますので、訂正していただきたいんですが、６行目の５立方までというところ、10立方に直していただいて、16立方全体の占める割合のことを書いてあるのが75.6％、それで5,000万云々と書いてありますが、これは1,500万、一番最後の基本料金設定を10立方に直していただきたいと思います。これ、資料の読み間違いがありましたので。

　　いただいていた資料が16立方までの使用水量別内訳、件数と水量の表でありますけれども、毎月分になっていたので、２カ月に１回の水量計算になりますので、単純に２倍にして計算をし直しますと、２カ月16立方、基本料金内の件数が２万6,060件、水量は15万3,348立方、そのうち10立方までの使用件数は１万9,720件、６万4,231立方となります。基本料金内の75.6％、家庭が２カ月10立方までの使用、こういうような状況に読み取れます。水量で見ると、８万9,117立方分、多く負担している計算となります。金額的には約1,515万程度であります。これは、郡市全体の数字ですので、仮に基本料金を２カ月10立方までに引き下げた場合、郡市全体の新たな負担額は1,500万程度であります。町村１自治体では150万から200万前後であるというふうに推定ができます。

　　この際、基本料金の設定を10立方まで1,700円に引き下げる、このように思いますけれども、副管理者としての町長の見解を伺いたいと思います。
３点目といたしまして、地域の雇用と経済を守るために自治体の長としての行動を、とのテーマであります。

　　この間、茂原市内の日立ディスプレイズは、ソニー、東芝、日立と国の支援する株式会社産業革新機構、ＩＮＣＪというそうでありますけれども、ここが事業統合して、旧ＩＰＳアルファテクノロジ社、現在、パナソニック液晶ディスプレイ茂原工場でありますけれども、ここが新会社のジャパンディスプレイ、仮称でありますが、そこに売却する、こういったことが11月15日に発表されました。パナソニックは、茂原工場を年度内に休止すると正式に発表しております。この休止問題は、10月31日に同社が薄型テレビ事業の不振を理由に同工場を年度内に休止する、このようにしたものであります。

　　このパナソニック茂原工場は、2006年に日立を主体にＩＰＳアルファ社として生産を始め、その後、昨年2010年に赤字経営を理由に、パナソニックに売却、社名もパナソニック茂原工場に変更、生産拠点も姫路に移り、姫路には数百人の正社員が配置転換させられ、移動できない正社員には、退職を強要、この穴埋めを非正規社員として置きかえ、不安定雇用が拡大してきた状況であります。そしてことしの11月に再度赤字ということで売却という、このような流れになってきたのが大づかみの流れであります。

　　現在、正社員約570名と非正規社員約1,500名の雇用がどうなるのか不明の状況です。その後、通告後に11月30日には東芝グループの半導体事業の拠点、東芝コンポーネンツの茂原工場と君津工場が2012年上半期で生産を停止する、その後９月末までに閉鎖されるということが発表されました。デジタル家電の需要低迷や１ドル78円前後の円高傾向が続いて採算が厳しいためにリストラ策をとるということであります。

　　茂原工場には、従業員約380名、家族を入れると約1,000名いるということで、地域経済への影響は深刻であります。従業員は東芝グループ内で移動させるということでありますけれども、単機能半導体の製造は、姫路半導体、兵庫県太子町、加賀東芝エレクトロニクス、石川県能美市、豊前東芝エレクトロニクス、福岡県豊前市、ここに集約をする。茂原市で生産していたパワー半導体の組み立て生産は、海外を中心に展開する。こういう発表で、従業員の解雇はしない。こういうふうに言っておりますけれども、兵庫県や石川県、九州の福岡県への移動、これがどれだけの人が移れるのか大変厳しいと思います。

　　相次ぐ地元大企業の工場閉鎖や売却、休止等、当町からも相当数の従業員が茂原工場に勤務しているし、いきなりの生産縮小だから雇いどめ、あるいは配転、こういったことは非常にひどい状況だと思います。

　　年老いた両親を抱えている方、あるいは学齢期の子供を抱えた従業員、生活が壊れてしまいます。異動の時期や家庭の事情で勤務は無理という人も相当いると思われます。転勤です、転勤は無理だという家庭も相当あると思われます。この人々については、会社はどうするのか、雇用の確保は、最後の１人まで守れるのか、自治体として雇用と地域経済を守り、大企業として社会的責任を果たすよう、厳しく求めていくべきであります。

　　この10年間で、大企業がため込んだ内部留保資金、142兆円から244兆円へと1.7倍にふえております。パナソニックの内部留保だけ見ても４兆1,633億円、ですから、この１％を使うだけでも１万人以上の雇用が守れると言われております。

　　当町にも影響が大きいと思われる、このような状況の中で、情報の収集と公開、これをすることとあわせて、今こそ町民、従業員の立場に立って、雇用と地域経済を守る大企業としての社会的責任をきちっと果たさせるように厳しく求めるべきだと思いますが、町長の見解を求めます。
以上で一般質問を終わります。
○議長（秦　重悦君）　ただいまの秋場博敏君の一般質問に対する答弁を求めます。

　　町長、玉川孫一郎君。

○町長（玉川孫一郎君）　秋場議員の質問にお答えいたします。

　　まず初めに、水道料金の問題でございますけれども、調べましたところ、現在、千葉県の県内には水道の事業体は41団体ございます。広域水道につきましては、先ほど申し上げました10立方メーター当たりを調べてみますと、ほぼ中間に現在位置しているところでございます。

　　この基本料金内の引き下げについてでございますけれども、先ほどお話がありましたように、現在、県の補助金と市町村の負担金、合わせて約８億円という形で個人の負担の軽減を図っているところでございます。

　　実は、長生のこの水は、利根川から来まして、国のほうにお金を払って利根川からいただいて、そして九十九里の広域水道でそれをまたおろして、そしてまた長生という形で来ているんですけれども、実は九十九里水道のほうで、水のいわゆる当初見込んだ水量も最近、水の消費が少ないということで、一部払込金の返還がございました。

　　そのとき、実は、昨年の話でございますけれども、茂原の市長さんを中心にこの管内で、この払い下げ分をどうするかという協議がございました。茂原市さんとしては、できればこのお金をもとにして、もう少し水道料金を下げたいという協議がございました。という話があったんですけれども、ほかの町村長さん、いろいろな全体の流れの中で、さっき言ったような状況の中で、これは一たん返すのが相当なんじゃないかなという、話が、ちょっと、私、正確ではないんですけれども、水道料金は返したんですけれども、水道料金を返したときに、水道料金を下げるのか、それを町村に返すのかというのがまずありました。

　　茂原市さんのほうからは、水道料金ではなくて、その返ってきたお金をもとにして、広域のごみ処理の袋の使用料を引き下げのほうに充てたいという話がございました。最終的には、その中で協議をした結果の中では、水道料金はさっき言ったように現段階では、決して高いというか、県で全体で見ますと中間に位置しているということで、水道料金の引き下げというのは難しいんじゃないかということで、最終的に各市町村のほうへ返すという形でもって、ごみのほうのお話も見送られたという経緯がございます。というのは、ごみのほうも、一般財源をつぎ込んじゃったものですから、引き下げるのはどうかなという意見が出まして、ちょっと協議がまとまらなかったという経緯がございました。

　　ですから、先ほど秋場議員がおっしゃったように、現在のこの水道料金を引き下げるとなりますと、これは当然管理者会議で協議をする問題でございまして、各市町村それぞれ財政事情も違いますし、いろいろな事情を抱えておりますので、なかなか難しいとは思いますけれども、今、申し上げた問題については、市町村の中で今までのような観点について協議はしてみたいと私は思っています。

　　以上でございます。

　　それから、地域の雇用と経済を守るための首長としての行動ということでございますけれども、これはパナソニックの液晶ディスプレイ茂原工場が年度内に休止する中で、官民ファンドの産業革新機構が取得する方針を固めて、東芝、日立製作所、ソニーの３社と液晶パネル事業統合して2012年にジャパンディスプレイを設立することは、新聞報道などで、皆さん方ご存じのとおりだと思います。

　　しかしながら、パナソニック液晶ディスプレイ茂原工場で雇用されております正社員は約500人、そして派遣社員など非正規社員は約1,000人と言われております。大部分は市内とか、周辺の地域に在住していると聞いております。まず、当町からここに直接雇用されている方は約26人ほどおられます。また茂原工場を休止して姫路を中心に配転するということでございまして、現在の生活と将来設計については大変な不安を持っていることも当然予想されます。

　　この状況の中で、茂原市さんは会社側に働きかけておりますけれども、これは、工場誘致に補助金を出している茂原市だけの問題ではないと、私も思っております。また、12月１日の新聞紙上にも、東芝コンポーネンツが2012年度上半期に閉鎖するということで、ここでも従業員が約570人おられますけれども、一宮町で調査したところ、一宮町に在住者が15人ほどおられます。そういうことで、一宮町からでも、雇用者が大変いる中で、その方々の不安もあるということで、先ほど申し上げました企業としての社会的な責任ということで、この２社に対して、雇用の不安を払拭するよう、一宮町長として対応、それについての申し出をしてまいりたいと考えております。

　　それから、後期高齢者につきましては、担当課長のほうから答弁させます。

○議長（秦　重悦君）　牧野住民課長。
○住民課長（牧野一弥君）　それでは、秋場議員さんの１点目の質問にお答えいたします。

　　後期高齢者医療広域連合の共通経費の負担割合は、規約に定められており、各負担率の決定に際しては、平成18年度に全市町村長が委員となり、千葉県後期高齢者広域連合設立準備委員会の中で検討され、協議等を経て決定したもので、均等割が10％、高齢者人口割50％、人口割40％が採用されています。

　　全国の広域連合の共通経費の均等割の状況ですが、その内容に差異はあるものの、10％が北海道ほか38県と多数を占め、福岡県の７％、神奈川県ほか３府県の５％、東京都ほか２県でゼロ％となっておりました。

　　また、均等割の経済的経費充当一般財源に占める割合では、最大100倍の差があり、一律的な均等割の積算が不公平感を招くとのご指摘も理解するところでございますが、高齢者人口割を加えた負担金の合計額で算出してみますと、一般財源に占める割合では約３倍の状況となっております。

　　後期高齢者医療制度につきましては、制度が発足してさまざまなご指摘があり、高齢者のための新たな医療制度等については、厚生労働大臣主催による高齢者医療制度改革会議において、６原則を踏まえた最終取りまとめが示され、平成25年度には廃止の方向で議論が今されているところでございます。

　　現在の広域連合の組織からしますと、全市町村長の意見を述べる場は、各地区ブロックごとに選出されている市町村長に依頼して協議会に提案し、重要事項を審議することになっています。当長生ブロックの協議会委員は、白子町長ですので、今後、国の動向に注視し、連携を図りながら問題点の改善を要望してまいりたいと考えておりますので、よろしくお願いいたします。
○議長（秦　重悦君）　14番、秋場博敏君。
○１４番（秋場博敏君）　第１点目の後期高齢者医療広域連合の市町村負担金の問題については、今、課長から答弁ありましたけれども、平成26年度より新制度ということが議会でも言われるんです、連合議会でも。

　　しかし、これがまだ定まったわけではなくて、まだ続く可能性もあるし、そういう中で、不公平感がやはり出ていく。額的にはどうかということありますけれども、負担の総額を変えようという話ではないんです。ですから、より不公平感を生まない負担額にしてほしいという提案ですから、これはやはりスピードを持って対処してもらいたい。今の国の現状や何か見ていますと、この新制度26年度から移るという状況も全然まだ法案として提案されていないし、さらにずるずると続く可能性もありますので、22年度ベースで見ても330万ほど町の負担軽減になるわけです。

　　先ほどの水道の問題で負担がふえるかもしれないという話もしましたけれども、やはり出さなくていいところはシビアに出さないような提案をしていく。それで、他の福祉施策に財源が回せるんだったらどんどん回していくというような、機敏な対応をしていただきたいんですが、ここでは白子町長がその担当窓口だということでありますので、その辺の協議に至急かけていただきたいなというふうに考えています。この点でもう一度答弁をいただきたいと思います。

　　それから、水道料金の問題なんですが、水道料金、これも料金の１立方、１トン当たりの額を変更しろという内容じゃないんです。より使用実態に合わせて住民サービスしてほしいという内容ですので、額的に150万か200万近くさらに負担がふえるのかもわかりませんが、そういう実態がわかった以上は、そのまま住民に支払い続けてもらうというのも不合理な話で、この辺の提案、管理者会議でぜひ協議をしていただきたい。そのうち協議しますじゃなくて、直近の会議でぜひこれはやっていただきたいんですが、この辺の回答をもう一度いただきたいと思います。

　　雇用を守るという点では、確かに企業の考え方もあると思いますけれども、ここは企業の考え方になるんじゃなくて、地域住民の暮らしの問題、年の瀬に迫ってきて、来年、職場がなくなってしまう、あるいは遠くのほうに移らなきゃいけない、なかなか一家の大黒柱で働いている人がいきなり九州へ移れとか、兵庫県に移れと言われても困るわけです。そういう実情を、情報収集もしながらその立場で対応してほしいと思います。町長として、申し入れをしてくれるということでありますので、大いに期待したいと思います。

　　前の２点だけ、再質問でお願いいたします。
○議長（秦　重悦君）　再質問の答弁求めます。

○町長（玉川孫一郎君）　今の後期高齢者医療広域連合につきましては、先ほどの第１点でございますけれども、現在、協議会委員は白子町長でございますので、白子町長にこういう点については、お話ししてみたいと思っております。

　　それから、水道料金につきましては、先ほどお話しさせていただきましたけれども、私も勉強不足で申しわけなかったんですけれども、十分勉強いたしまして、管理者会議においてこれについては一緒に協議したいと思っております。

　　以上でございます。

○議長（秦　重悦君）　それでは、以上で秋場博敏君の一般質問を終わります。

　――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――─────────

◇　小　安　博　之　君
○議長（秦　重悦君）　次に、小安博之君の一般質問を行います。
　　３番、小安博之君。
○３番（小安博之君）　３番、小安であります。私の質問は２点ありますが、１点ずつ質問させていただきたく考えますが、よろしいでしょうか。

○議長（秦　重悦君）　はい、どうぞ。
○３番（小安博之君）　では、まず１点目、町道１－10号線、通称下の原通りの整備についてであります。

　　町道１－10号線は、歩道用地に農地と道路を分離する擁壁を設置し、歩道にできる手前の状態にあります。しかし、歩道にできる部分が未舗装のため、雑草が生え、減歩されたにもかわらず、一部周辺の農地の所有者の方が草刈り等を行っている状況もあると聞いております。

　　３月議会にて質問した町道１－10号線整備について、町の財政状況を勘案し、検討するとの答弁をいただきましたが、予算編成時期でもあろうかと思いますが、町長の編成方針とあわせ、本道のその後の検討状況を伺います。お願いします。
○議長（秦　重悦君）　ただいまの小安博之君の一般質問に対する答弁を求めます。

　　町長、玉川孫一郎君。
○町長（玉川孫一郎君）　私のほうからお答えいたします。

　　町道１－10号線、通称下の原通りでございますけれども、ご指摘のとおり、全長約3,500メートルで、農地と道路を分離する擁壁が設置されておりまして、歩道にできる一歩手前までできておりますけれども、交通安全の観点からも歩道整備の必要性は認識しております。私もよくあそこは走りますけれども、非常に車の交通量も多く、しかも結構スピードが出ているということでございます。

　　現在、主要町道の整備に関しましては、平成24年度から、先ほど議会でも質問がありましたけれども、船頭給交差点から海岸までの町道１－７号線、いわゆる通称天道跨線橋通りにつきまして、このたび県と協議して国庫補助を受けて道路改良事業を実施する予定になっております。

　　この事業が、軌道に乗った段階で、町道１－10号線に関しましても、交通安全対策事業として同じような国庫補助事業という手法をとりまして、自転車も通行できる歩道として今後計画していきたいと考えておりますので、よろしくお願いいたします。

○議長（秦　重悦君）　３番、小安博之君。
○３番（小安博之君）　なかなか町としては財政状況が厳しい中、ここのところを整備してくれというお願いですけれども、一応町長のほうから前向きに対応したいというふうに答弁をいただきましたので、今後も期待していますので、よろしくお願いします。

　　では、次に２点目、一宮町まちづくり提案事業について、質問します。

　　21年から実施している一宮町まちづくり提案事業は、その趣旨として、まちづくりに熱意やアイデアを持つ町民が自主・主体的に企画、実施する公共的な事業に助成を行うとなっておりますが、私の不勉強ということもあろうかと思いますが、特に公共的な事業という点に関して、理解できない部分というか、事業も見受けられるように感じます。

　　現在、３年度目の事業を実施していますが、町として当事業の実績及び効果をどのように把握しているか伺います。お願いします。
○議長（秦　重悦君）　齋藤まちづくり推進課長。
○まちづくり推進課長（齋藤文雄君）　小安議員さんの町民提案事業の関係についてお答え申し上げます。

　　町民提案事業でございますが、これにつきましては、一宮町まちづくり町民提案事業補助金要綱に基づきまして、平成21年から事業実施しております。１事業、最高連続３回までとなっており、本年５団体の補助金交付が終了いたします。

　　この事業の実績ということでございますが、一例二例を挙げますと、例えば、「１３８子育てネットワーク」という団体がございます。事業の内容といたしましては、「わいわいカフェ」ということで、年６回の子育てイベントを実施しております。
この子育てイベントということでございますが、一宮町は子育て世代の移住者が特に多く、周囲に知り合いがいない、そういう悩みを抱えて子育てを行っている方々が数多くおります。このような子育ての方々がこの「わいわいカフェ」に参加したことをきっかけに友達がいっぱいできた、そういう声を聞いて大いに助かるとの声も聞いております。これも一つの費用対効果というか効果があったと思います。

　　また、「４Ｄ　ＭＡＰＳ」という団体もありますが、これは一宮町内の飲食店や商店を紹介したパンフレット等を作成いたしました。これは、町内には配布しております。また、町外の観光客からも大変好評をいただいておりました。いずれにいたしましても、５団体の活動につきましては、経済的な効果なども目に見える形でははかりにくい部分はありますが、町の活性化という意味では、それ相応の効果があったと評価しております。

　　今後につきましては、先日もこの最終年を迎えたこの５団体の代表者と座談会を開催いたしましたところ、いろいろな意見もありました。こういうふうにしたほうがやりやすいのではないかとか、いろいろな意見がありました。この座談会の意見を参考に町民提案事業の要綱を多少見直しまして、団体の皆様が参加しやすい、活用しやすい制度にしていきたいと考えております。

　　また、来年度から、新たに新しい町から町民の団体の皆様に町民提案事業というものを開始したいと思います。この内容につきましては、行政側が町単独では解決が難しい、また例えば、洞庭湖の「憩いの森」を、こういうふうな整備を考えたらどうかとか、いろいろな考えがあるわけでございますが、これも町民を巻き込んで行いたい町民提案事業ということでございます。これで町民と行政が協働で課題に取り組んで、行政単独では解決が難しい問題点等について解決の糸口となることを期待している、そういう事業でございますので、よろしくお願いいたします。

○議長（秦　重悦君）　３番、小安博之君。

○３番（小安博之君）　答弁ありがとうございます。私もこの提案事業について質問をさせていただきましたが、これをすべて否定しているつもりはございません。むしろ期待しているところがあります。ただ、そのかじというんですか、そこのところはちょっと気をつけてやっていただきたいということです。

　　答弁にありましたように、例えば、さきの大震災より浮上している津波からの避難問題から、今は結構児童生徒に対して各ＰＴＡがやっているとか、地域の人がやっています交通指導とか、犯罪から守るだの防犯活動とか、こういったことは当然役場の職員だけではできません。こういったこともやはり町民と行政が一体になって協力してやるべきことだと思いますし、まずこの提案事業がそういった問題の解決や一宮町の充実発展の、課長がおっしゃるように、糸口になっていってくれたらなと願っております。また、この事業が町民に十分理解されるように努力していただきますよう要望いたしまして、質問を終わります。

　　以上です。

○議長（秦　重悦君）　以上で、小安博之君の一般質問を終わります。

　――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――─────────

◇　鶴　岡　　　巖　君

○議長（秦　重悦君）　次に、鶴岡　巖君の一般質問を行います。

　　11番、鶴岡　巖君。

○１１番（鶴岡　巖君）　私は、４点質問通告しておりますが、１つずつ区切らせていただきたいと思いますが、よろしいでしょうか。

○議長（秦　重悦君）　どうぞ。
○１１番（鶴岡　巖君）　まず最初に、介護保険について質問させていただきます。

　　介護を社会全体で支えるんだとしてスタートしました介護保険、11年目が経過しようとしています。現在、第５期事業計画の策定を迎えておりますが、現時点での見直し内容を把握し、具体的な課題等を確認した上で改善を求めたいと思います。以下の点と関連することを伺います。

　　まず、１つですが、厚生労働省は、保険料の全国平均基準月額が5,000円を超える見込みの中で、財政安定化基金や介護保険給付費準備金の取り崩しを含め具体的に保険料の値下げ、抑制の取り組みを自治体に求めています。町の保険料の推移をこの間見ておりますと、第１期目は2,100円、第２期目が2,150円、第３期が3,300円、第４期が3,700円、第５期が現在ですが4,400円と試算されております。このように、値上がりを続ける中で第１期と第５期を見ますと、２倍以上の保険料の値上がりとなっております。今、策定中の第５期の介護保険料の算定根拠をまず伺いたいと思います。これが１点目です。

　　２点目は、平成20年の特別養護老人ホームの待機者問題について質問しますが、待機者は平成20年に全国で38万人いると言われました。一宮にあります一宮苑では153名の方が待機者としています。その当時、町民の中で、町民以外も含めた町にある以外の特養の入所者の待機所が57名であります。現在は、その数字が全国で46万人、一宮苑を待機している方が172人、町民の中で特養の施設を待っている方が90人とふえ続けています。
私は、毎議会ごとにこの待機者問題の改善の要望を出してきましたが、町の基本計画や介護保険事業計画を見ますと、どこにも触れられていません。保険あって介護なし、保険料を払ってもサービスが受けられないと言われ、施設に入る前に不幸にして亡くなられる事態も相変わらず続いています。こうした状況をどのように町は考えているのか。私は、第５期保険実施計画に特別養護老人ホームの建設計画を具体化すべきと考えますが、見解を伺います。これが２点目です。

　　３点目は、今度の改定に伴い、国は、新たな介護予防、日常生活支援事業の導入を考えております。しかし、その導入には多くの問題点が指摘されております。この事業を導入するかしないかは町の判断で決められることになりますが、導入するのかしないのか、町の考えを伺いたいと思います。よろしくお願いします。

○議長（秦　重悦君）　ただいまの鶴岡　巖君の一般質問に対する答弁を求めます。

　　中山福祉健康課長。
○福祉健康課長（中山好弘君）　それでは、鶴岡議員さんの１点目の質問にお答えいたします。

　　初めに、サービスの内容でございますが、第４期と同じでございますので、第５期でのサービスの低下はないことを申し上げておきます。
第５期介護保険料を4,400円と試算した算定根拠でございますが、人口の推計、介護保険被保険者数の推計、要支援・要介護認定者の推計、及び過去の介護給付費の実績をもとに、平成24年度から平成26年度までの介護給付費及び地域支援事業の事業費を見込みました。この段階での基準額は4,500円でございますが、23年度末の保険給付費準備基金の見込み額約2,500万円のうち1,240万円を取り崩しまして、基準額4,400円と算定したところでございます。第４期の基準額3,700円に比較いたしまして700円の値上げとなりました。

　　理由につきましては、団塊世代の皆さんが第５期計画の期間中に65歳となりまして、被保険者数がピークを迎えることとなります。高齢者が増加いたしまして、要介護及び要支援認定者の増加が見込まれ、保険給付費は約２億円の自然増を見込んでおります。また、65歳以上の方の介護保険料の負担割合が20％から21％に改正されまして、約2,800万円の負担増となり、国からの調整交付金の交付率も23年度から削減されているということでございます。そのようなことで約1,300万円の減額となると見込んで算出したものでございます。

　　それから、２点目でございますが、現在特別養護老人ホームの待機者が90名ということでございますが、要介護の４、５の方は48名でございます。この待機者のうち、既に病院や老人保健施設等の施設入所をされている方もいます。また規制はなく、どこの特別養護老人ホームにも入所は可能でございまして、入所が困難な場合には短期入所での施設利用が可能でございます。また、特別養護老人ホームの建設につきましては、現在個室でなければ補助金が交付されません、また、必然的に入所費用も高額になりまして、介護給付費の急激な増加による保険料の高額化も懸念されるところでございます。

　　町では、持続可能な介護保険事業の運営を目指しておりますので、在宅介護を基本に考えまして、次期計画では、特別養護老人ホームの建設計画は設定しない予定でございます。また、介護保険法の改正で、サービスつき高齢者向け住宅が創設されました。これは、施設介護ではなく在宅介護の扱いとなります。町内にも計画されているという話がございます。また、認知症の方の入所施設もございますので、これらへの入所等での対応も考えておるところでございます。

　　３点目でございますが、介護予防、日常生活支援事業につきましても、今回の介護保険法の改正で新設された事業でございます。この事業は、要支援１及び２と認定された方と対策をとらなければ要支援の認定になってしまうという二次予防対象者が対象でございまして、介護予防事業を総合的かつ一体的に行うように創設された事業でございます。この事業につきましては、介護予防事業や生活支援、権利擁護や社会参加などを市町村が主体となり、総合的に多様なサービスが提供されると規定されております。これにつきましては、まだ具体例が示されていないことでございまして、65歳以上の一次予防対象者と言われる元気な高齢者が対象から外れまして、これまで実施してきた健康運動教室が開けないということも考えられます。また、要支援等に認定されても、現行のように介護予防給付サービスが必ず利用できるという保証はありません。これらサービスの低下につながる可能性が考えられることから、第５期計画では導入しない予定でございます。

　　以上でございます。

○議長（秦　重悦君）　11番、鶴岡　巖君

○１１番（鶴岡　巖君）　ただいま答弁いただきましたが、答弁された中でちょっと再質問したいと思いますが、３番目に質問しました介護予防、日常生活支援事業、いわゆる総合事業と呼ばれる事業ですが、サービス低下につながるということで町は実施しないということで判断したということで、この点では了解いたしました。

　　また、特養の問題では、答弁の中に計画化しません、第５次策定計画の中には入れませんよと。今回の介護保険の改正の中にサービスつき高齢者向け住宅が創設されました。それから、認知症の扱いは、そちらのほうの施設もいろいろあわせて考えますということでしたので、国の動向を見守りたいと思いますが、サービスつき高齢者向け住宅というのは、入所費用が15万以上になるわけです。かなりの有料住宅になります。ですから、これができるからといって、決して特別養護老人ホームの希望している人がそちらに行くということは考えづらいですが、この問題はちょっと根が深いものですから、今回の質問では省きたいと思います。

　　それで、保険料の問題についてだけ再質問したいと思いますが、よろしくお願いします。

　　先ほどの答弁では、介護保険料基準額の試算が4,400円だった。既に12月５日の策定委員会で一応承認は得ていますということをお聞きしましたが、介護保険料基準額の試算は4,400円、第４期と比べて700円ほどの値上げになります。先ほども述べましたけれども、厚生労働省は、第５期介護保険料が大幅に引き上がる見込みの中で、保険料引き下げのために２つの方針を自治体はとりなさいというふうにしています。

　　１つは、県にあります財政安定化基金を取り崩しなさい。２つには、町で持っている保険給付費準備基金、この取り崩しです。この２つを取り崩して保険料を安くしなさいという方針をしています。
財政安定化基金の取り崩しについては、国は３分の１をまず取り崩しなさいと、そして、保険料の引き下げ財源にしなさいというふうに指導しています。ところが、町は、県の指導により、県のほうが取り崩し額が未定なので、保険料の試算には入れないように保険料を試算しなさいというふうに指導されています。このことによって、財政安定化基金を国が取り崩して値下げに備えなさいと言っているけれども、町のほうは県の指導ではそれは額が決まらないからだめですよと言っています。

　　今回の4,400円の中には、財政安定化基金の取り崩しの額が試算されていないことになります。また、財政安定化基金は県全体で105億円もあります。そして、この財政安定化基金というのは、町の介護保険会計が支払いが困難になったときに、県に借りなさいという基金です。町は、既に介護保険始まって以来、毎年70万円ずつずっと貯金してきて今1,000万程度あります。そうやってたまった金額が、市町村の持ち出し分が35億、県が35億、国が35億ですので105億円あります。そして、実態を聞きますと、105億円の中のお金を実際に借りている町の自治体はありますかと担当者にお聞きしましたら、現在ではどこもありませんということですので、205億円がいわゆる埋蔵金のような形になっているわけです。それを使って下げなさいと、国は指導している。

　　しかし、町に対しては、町が県に聞きますと、まだわかりませんからそれは入れないで試算しなさいと言われる。私は、日本共産党の県議団事務局を通じて確認したところ、県は105億円ある中で、そのうちの78億円の取り崩しを予定されているというふうに回答をもらっています。しかし、これはまだ市町村には回答が来ていないわけです。ですから、その分を保険料の計算に入れていません。

　　また、もう一つの値下げをする財源として考えるのは、町の介護保険給付費準備基金というのがあります。これを幾らにするかということです。要するに、介護保険料が払い切れなくなったときに、基金として町で持っていて、備えとしてそれを持っている金額については、厚労省はこのように言っています。各保険者において最低限度必要と認める額を除き、基本的には次期計画期間内において、歳入として繰り入れるべきものと考えている。要するに、必要以上に持たないで、保険料の値下げの材料に使いなさいということです。しかし、その適正な水準については検討してください。当該水準を超える額の取り崩しについて十分検討されたいとしています。

　　さらにつけ加えて、介護保険制度は計画期間内に必要となる保険料については、各計画期間内における保険料で賄うことを原則としています。ですから、第４期は第４期で賄いなさい、余ったものは次の５期の保険料の値上げに回しなさいということであります。

　　それでも保険料が不足する場合には、財政安定化基金から借りられるようになっていますと、現在どこも借りていない。貸し付けを受けるくらいに指導しています、要するに、介護給付費準備基金は、必要最低限度を残し、取り崩しなさいと指導しています。しかし、町の担当者にしますと、備えを持っていないと不安ですから、どうしても残すようになります。そして、町の試算では、今年度末の介護給付費準備金の見込み額、これは３月末の決算残が2,500万円と推定しています。そのうち1,240万を取り崩して、1,260万を基金として残す試算であります。しかし、国の方針は、これは1,260万はできるだけ最小限にしなさいというふうに指導があります。保険料を100円下げるためにはどのぐらいの財源が必要ですかということをお聞きしますと、100円下げるためには1,250万円の財源が町は必要となります。

　　保険給付費の精査をもう一度していただいて、過大見積もりはないのか、そういうものを精査していただいて、財政安定化基金と保険給付費準備金の取り崩しをさらに行えば、私は十分保険料の値上げは、100円ないし200円もしかしたら200円ぐらいまで可能と考えます。

　　今、国は非常に縛りをしておりまして、一般財源からの繰り入れはだめですよというふうに言っています。しかし、一方で税金をどこに使うかが問題ですという議論もあります。もう一度答弁を求めたいと思いますが、4,400円と試算されておりますが、さらに検討してほしいと思いますがどうでしょうか、もう一度答弁をお願いしたいんですけれども。

○議長（秦　重悦君）　答弁求めます。

　　中山福祉健康課長。
○福祉健康課長（中山好弘君）　再質問にお答えいたします。

　　財政安定化基金でございますが、県の説明では、国、県、市町村が積み立てた基金が22年度末で105億円あるということでございますが、これを22年度までどこの市町村も利用していないことから、会計検査院の指摘で３分の１程度返還されると説明を受けております。

　　一宮町でも、約1,000万円積み立てておりますが、保険料算定では県の指示がありまして、基金からの返還金は当てにするなということでございます。そういうことで、県の指示どおりに保険料の算定を行ってきておるところでございます。

　　ご質問の中の３分の２の78億円の取り崩しを予定しているという内容でございますが、担当課にはそのような通知が届いておりませんので、したがいまして、そのような通知が届きましたときには協議を行いまして、また介護給付費準備金も含めて介護事業作成委員会に諮りまして、できるだけ保険料の上昇の抑制に努力してまいりたいというふうに考えております。

　　なお、介護報酬が改定されるという情報もありまして、どのサービスがどれぐらいアップするのかもまだ連絡がございません。そういうことでございますので、これらも加味をしながら、今後検討してまいりたいと思っておりますので、よろしくお願いいたします。

○議長（秦　重悦君）　11番、鶴岡　巖君

○１１番（鶴岡　巖君）　実際事情を聞いてみますと、非常に大変な思いして試算していることがよくわかります。そこで質問はやめますが、要望に切りかえたいと思いますが、今課長が答えてくれましたように、恐らくまた介護計画策定委員会のほうもまた開かれると思いますが、そこに諮って、保険料の抑制に努力してまいりますというふうにお答えをいただきましたので、見守りたいと思います。よろしくお願いします。

○議長（秦　重悦君）　鶴岡　巖君。
○１１番（鶴岡　巖君）　２点目であります。

　　高齢者安心・安全事業について伺いたいと思います。

　　町長の基本方針であります、お年寄りが安心して暮らせる町、まちづくりといいますか、その具体的事業としての高齢者安心・安全事業だというふうに思います。この事業は、なかなかなじみがなくて、よく注意しないとわからない問題でありますが、高齢者安心・安全事業は、町が社会福祉協議会へ委託し、国の失業対策として雇用の場を創出して失業者を雇用し、そして事業終了後には正規雇用につなげようとする事業であるというふうに説明されております。

　　独居、ひとり住まいの高齢者だけの世帯を民生委員及び近所の方と連携を図りながら高齢者宅を巡回し、高齢者との会話を通して、安否確認及び社会からの疎外を未然に防ぐ事業として、高齢者からは好評であります。町は、新しいまちづくりとしてお年寄りが安心して過ごせるまちづくりを進めていますが、補助金が切れる今年度をもって事業終了とのことですが、再考を求め、関連することを伺いたいと思います。

　　４点お聞きします。
この事業は、高齢者安心・安全事業と位置づけていますが、事業の成果をどのように評価していますか、これが１点です。

　　それから、２点目に、事業終了に向けての代替措置の具体的な内容はありますか。これは、この事業が非常に成果を上げているというふうにお聞きしていますので、やめるについては代替措置がなくてはいけないわけですが、代替措置の具体的内容は何ですかということです。

　　３つ目に、実際の現場の声はどのように把握されているのか、これが３つ目です。

　　それから、４番目ですが、事業の趣旨には、地域における継続的な雇用機会の創出を図るとなっています。今現在、３名の方が働いておりますが、ことしの３月をもって退職ということになるそうですが、目的は達成したのかという、この４点について伺いたいと思います。

○議長（秦　重悦君）　答弁を求めます。

　　中山福祉健康課長。
○福祉健康課長（中山好弘君）　それでは、ご質問にお答えいたします。

　　まず１点目でございますが、本事業につきましては、高齢者の方々には、話し相手や相談相手になってくれるということから、大変喜ばれているところでございます。主な目的の高齢者の安否確認に加えまして、話し相手によるストレス解消や要介護状態の判断情報を得られるなど、評価は高いと考えておるところでございます。
　　２点目でございますが、代替案といたしましては、一宮町地域支援ネットワーク事業なるものを検討中でございます。この事業につきましては、民生委員、地区社協、老人会、自治区、婦人会、消防団員、あるいは隣近所、傾聴ボランティアの方、及び民間サポートの町内業者でございます郵便局とか、新聞とか、牛乳、ヤクルト、ダスキン等の協力を得ながら、高齢者などの弱者の方々の状況把握、その支援体制をつくることによりまして、将来に向けて長期的な考え方から地域全体の助け合いの輪を広げる、そういう支援ネットワークをつくっていくというものでございます。

　　３点目の現場の声でございますが、現場日誌や報告書、及び地域包括支援センターへの連絡によりまして、高齢者の状況や相談の内容等を受け、対応しているところでございます。

　　４点目でございますが、継続的な雇用機会の創出につきましてでございますが、３年間の雇用目的は達成できる予定でございますが、今後の継続の見通しにつきましては、今、よい方法を検討しているところでございます。

　　以上でございます。

○議長（秦　重悦君）　11番、鶴岡　巖君

○１１番（鶴岡　巖君）　私は、この事業を社会福祉協議会のほうに行って、いろいろお話を聞きました。非常に大事な仕事だということは理解されましたけれども、ただいまの答弁では、この高齢者安心・安全事業について、高齢者の安否確認や話し相手によるストレス解消、それから要介護状態の判断情報を地域包括センターのほうに出すんだということですが、提供などの成果があった。しかし、地域における継続的な雇用機会の創出を図る点では、目的を達成していない。これが非常に私は、この事業を考えるときに、これで何と報告するのかなというふうに思います。この事業は、緊急雇用として採用された３名の方が、約760名のお宅、対象者を分担し、ひとり住まいの高齢者や高齢者世帯を１カ月に１回程度訪問することを事業として続けてきたものであります。

　　私は、先日、委託事業先であります社会福祉協議会を訪ねて説明を受けました。訪問される担当者３名の活動日誌等を見せてもらいました。この活動日誌を見せてもらいますと、きょうは元気がなかったとか、さまざまな情報が寄せられていることがわかります。特に問題があったら、これは福祉健康課や地域包括センターのほうに流す、あるいはそれぞれの担当のところへ情報として流すんだと思います。社会福祉協議会としても、何とかこの事業を継続してほしいというふうに強いお願いをされました。

　　そこで、２点質問しますが、この事業は、町がふるさと雇用再生特別基金事業を活用し、高齢者安心・安全事業として638万円、100％の補助事業ですと申請したものであり、事業の実施要項では、基金事業の対象となる委託事業として、地域内にニーズがあり、かつ今後の地域における継続的な雇用が見込まれる事業となっている。その働いている３名を続いて継続的な雇用が見込まれる事業となっていると、そういう申請をしています。この事業を担当してきた３名をやめさせるということはどういうことなのかなということが、私にはちょっとわからないんですが、この事業のあり方を考えると問題はないのかということです。それが１点です。

　　それから、この事業の成果は、担当課自身も認めています。しかし、補助金が切れるということで代替案が出されております。今課長が答えてくれましたが、この案は仮称としながら一宮町地域支援ネットワーク事業として位置づけて、民生委員が中心となって地区社協、老人会、区長、婦人会、消防団員、隣近所、傾聴ボランティア、及び民間サポートの町内業者として郵便局、新聞配達、牛乳、ヤクルト、ダスキンに協力を得ながら、まさに私は総動員体制でこの事業を進めるというふうになっていると思います。それぞれの組織は、それぞれの目的をもって組織されています。そうした組織にお願いしようとする考えは、地域の力でお年寄りを見守りましょうということだと思います。高齢者が安心して安全な事業を進めていくとの方向性は間違ってはいないと思いますが、現実的にこのような総動員体制のような組織を実効性あるものにするには、担当課としては非常に苦労が多いと思われますが、どのような考えで進められているのか、今の現時点の考え方を伺いたいと思います。

　　以上です。

○議長（秦　重悦君）　答弁求めます。

　　中山福祉健康課長。
○福祉健康課長（中山好弘君）　再質問にお答えいたします。

　　事業につきましては、高齢者の方から喜ばれておりまして、継続を望む声も聞いておるところでございます。現在、どの程度の方が事業継続を望んでいるかなどにつきましても、社協のほうの報告書の内容を整理しているところでございます。
また、代替案の一宮町地域支援ネットワーク事業につきましては、長期的なことを考えた場合のことでありまして、いつまでもこの助成が続くわけではありませんので、できるだけ今のうちから地域内で助け合っていけるようなシステムづくりができればという考えから提案しているものでございます。一定の形まで持っていくということは簡単なことではないと思いますが、将来に向けて少しずつでもその方向へ持っていく努力をするという、そういう必要があるというふうに考えております。

　　また、24年度も緊急雇用創出事業があるということでございますので、代替案の一宮町地域支援ネットワーク事業、これを緊急雇用創出事業として県のほうへ申請中でございます。このようなことから、３名の方の雇用継続につきましても考慮しているところでございますので、ご理解をいただきたいと思います。

　　いずれにいたしましても、このような状況でございますので、これらの結果を見まして、継続について検討していきたいと考えておりますので、よろしくお願いいたします。

○議長（秦　重悦君）　11番、鶴岡　巖君

○１１番（鶴岡　巖君）　この事業について、社会福祉協議会では、ぜひ継続してほしいという声が強いんです。担当課も随分苦労されて、これどうしたらいいのかというふうな答えが、今いただいた内容だと思いますので、継続をできるようにぜひ頑張っていただきたいと思います。それで、ただ、雇用を守るということのような事業ですよね。ですから、それはどうやっていくのかというのが問題ですけれども、いずれにしても継続されるような回答ですので、そのまままた見守っていきたいと思います。よろしくお願いします。

○議長（秦　重悦君）　３点目もどうぞ。

○１１番（鶴岡　巖君）　続いて、東浪見土地区画整理事業について質問したいと思います。

　　先ほどの島﨑議員に答えて、町長がまだやり残したことがあるというふうに答えてくれた中で、さらに土地区画整理事業の解決というふうな話も出ていました。東浪見土地区画整理事業解決に向けて、組合役員による保留地売買残金決済を年間に実行してもらうためには、９月議会において関係者が一堂に会した緊張した場を持ち、町の指導のもとに支払いを迫るべきだと提案しました。町長もこうした場を持つことは、解決のために有効だと考え、早速関係者と協議すると答弁されましたが、その後の経過と見通しを伺います。よろしくお願いします。

○議長（秦　重悦君）　町長、玉川孫一郎君。
○町長（玉川孫一郎君）　ご回答いたします。
　　東浪見土地区画整理事業の経過と現状でございますけれども、10月に保留地購入者の役員の方、それからその代理人の弁護士の方と直接面談を行いまして、町としては、全額の早期支払いを実行していただくことがまず第一であるということを求めますが、まずは、金融機関への返済を先に実行して、これにより和解条項をまずクリアして、組合事業の破綻のおそれをなくし、その次に全額の支払い方法を検討することも、一つの早期の解決策につながるのではないかというお話をさせていただきました。
現在、町からの要請を受けまして、保留地購入者の方々が金策に走っておりまして、まず年内に金融機関からの借入金を完済すべく、資金の調達に動いているということでございます。今後、年内の組合の返済状況、その後の残金の支払い方法などを確認いたしながら、必要と判断した場合、関係者を集めて会議の開催していきたいと考えております。

　　以上でございます。

○議長（秦　重悦君）　11番、鶴岡　巖君

○１１番（鶴岡　巖君）　今の答弁内容を確認しながら再質問したいと思います。
なお、答弁内容には、具体的な金額、幾ら返すとかそういうことと幾ら残っているのか、金額が明示されませんでした。私は、担当課といろいろ相談をする中で、お聞きした金額をやはり示していったほうが、理解しやすいし確認したいというふうに思いますので、確認しながら先に進みたいと思います。

　　特に違ってきたのは、町長が説明してくれたように、保留地の残額金をとりあえず12月中に中間金として払っていただいて、それを払っていただいた金額を組合は、まず銀行の返済に充てなさい。そうすれば20億の破綻を防げますよということですね。それはそれで、私は現実的な判断と思いますが。その辺を踏まえて金額を入れながら、ちょっと再質問したいと思いますが、保留地の売買残金は、今お聞きしますと２億9,700万円ぐらいあるそうです。その後、保留地を売却しましたので、６区画で約5,400万円、差し引いた２億4,000万円が保留地の売買残金であります。これを、このうちの中間金として、まず町が考えているのは、１億円ほど年内に支払ってもらえれば、その1億円を含めて、組合は銀行の今まで取った賦課金とか、あるいはいろいろな諸費用を入れて銀行借り入れ分の返済に充てることができます。

　　そうしますと、組合事業の破綻をまず免れる、これを優先したらどうかということを町は指導している。そして、その後、３月末を目途に残りの１億6,000万分を組合に払ってもらうように現在指導していますよという答弁だったというふうに思います。

　　これは、組合として、まず破綻を防ぐ、これはすべての組合員の願いでもありますし、現実的にはよい方法だと理解します。心配なのは、銀行への返済期日が平成25年３月というタイムリミットを強調してきました。このことが事業を解決する歯どめになってきたこともあります。確かに銀行への返済を組合が優先し、破綻措置が解除され、抵当権が抹消されますと、保留地の残金支払いのために新たな銀行からの融資も、買い主さんたちも受けやすくなります。そして、保留地の残金支払いの見通しが立つかもしれません。しかし、一方で保留地の売買支払い期限は、本年度の３月末であります。12月に中間金として１億円を役員などが支払ったとしても、残金の２億4,000万円支払いが残っていることになります。契約書上の平成24年３月末を過ぎることは許されないことになります。支払い期間を過ぎるようなことになれば、組合として役員を訴えますよ。組合を代表して、組合の監事さんが訴訟も考えると、組合代表して監事さんがさきの総代会で発言しています。こうしたことが起きないよう、町は指導を強めていくことになりますが、もし３月末に払っていただけないような事態が起きた場合は、事実経過を住民に公表せざるを得ないではないかというふうに思いますが、考えを伺いたいと思います。

　　また、もう一つは、実務的なことですが、現在の事業の推進状態は、換地から本換地に変換する事務に入っております。３月には終了し、保留地の所有権移転は、４月以降に登記事務ができる予定とのことですが、間違いないのか伺いたいと思います。この２つをお願いします。

○議長（秦　重悦君）　答弁求めます。

　　町長、玉川孫一郎君。
○町長（玉川孫一郎君）　今、鶴岡議員からおっしゃられました金額でございますが、そのとおりに間違いございません。保留地の売買代金の残額は、現在２億9,700万円でございまして、その後、保留地の売却分5,400万円を差し引いて、今現在２億4,000万円というふうになっております。そして、そのうち１億円を役員の方が都合をつけて組合に払いますと、今組合が持っている残金とその１億円を合わせますと、今組合が銀行に返さなければならない金額とちょうど同じ額になりますので、一応年内に返済が終わるということで、組合事業の破綻はなくなるということでございます。

　　ただ、先ほど申し上げましたように、それでも来年の３月までに残りの１億4,000万円を支払う、この債務は残っておりますので、その最終的な支払い時期については全く変更はございません。したがいまして、これは総代会に私も出席しておりましたけれども、監査の役員のほうから、３月末までに払わなかった場合には、組合を代表して役員の方を訴訟で訴えるということで総代会では話がされておりますので、町としても、この残金の全額支払いについては、引き続き要請をしていく考えでございますし、もしそのような状態になった場合には、必要な場合には事実経過について、町民にこの事実については報告したいと考えております。

　　また、組合による保留地などの登記事務でございますけれども、東日本大震災によりまして、日本の基準点が大きく動いてしまったという、過去に例を見ない事態が発生いたしました。そういうことで、東浪見組合もこの影響を受けまして、登記に向けた作業が約８カ月間中断しなければならない状況が生まれておりました。現在、組合は新たな行程を組みまして、来年の４月ごろの登記に向けた作業を現在鋭意進めておりますので、ご理解のほどよろしくお願いしたいと思います。

○議長（秦　重悦君）　11番、鶴岡　巖君

○１１番（鶴岡　巖君）　ありがとうございました。まだ事態は全く前から変わっていないわけですから、事業がうまくいくように、さらに指導を強めていただければと思います。

　　では、最後の質問に……。

○議長（秦　重悦君）　鶴岡　巖君に申し上げます。

　　質問の途中ですけれども、会議再開後、１時間50分経過しましたので、ここで休憩いたします。

休憩　午後　２時４９分

　――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――─────────

再開　午後　３時０１分

○議長（秦　重悦君）　それでは、休憩前に引き続き会議を再開いたします。

　　11番、鶴岡　巖君。
○１１番（鶴岡　巖君）　役場西側交差点の交通安全対策について伺います。

　　役場西側交差点、芝﨑副町長のところで失礼しました。その交差点は危険な交差点と位置づけられております。町も茂原警察署と連携し、可能な安全対策をとられていますが、ことしに入り大きな事故が３件発生しました。この交差点は、都市計画道路、神門踏切のほうから役場下まで道路幅22メーターの都市計画道路となっております。進める中で、複雑な道路線形となっております。事故の起きる原因と場所は限定されております。構造上の問題であると考えられますが、事故が起こると大きな事故が発生しています。地元からの改善要望も出されておりますが、ここ数年の事故発生の原因、安全対策、信号機の設置基準、信号機設置を含めた今後の安全対策をまず伺いたいと思います。よろしくお願いします。

○議長（秦　重悦君）　答弁を求めます。

　　小関都市環境課長。
○都市環境課長（小関義明君）　ご質問にお答えいたします。

　　ご指摘のとおり、平成20年から21年の間に、約９件も事故が発生しております。これを受けまして、平成22年５月13日に千葉県交通安全対策推進委員会が道路管理者との共同現地診断を行い、結果が出ております。
ご指摘の箇所は、十字路が直角に接していない食い違い交差点であることが原因で事故が発生しております。その対策として、カラー舗装、交差点までの道路幅を定める表示してタップライン表示などを行った結果、事故が減少傾向となりました。しかしながら、ことしになりまして３件以上の事故が発生しておりまして、新たなる対策が必要であると感じております。
信号機の設置でございますが、東京や千葉などの都市部の交通量の多い、慢性的な渋滞箇所につきましては、食い違い交差点でも渋滞緩和策として特別に信号機を設置する箇所もありますが、役場西側交差点につきましては、交通量が少ないために、大規模な交差点改良をしなければ信号機の設置はできないと、千葉県公安委員会より指導を受けております。早急な対応は難しいというふうに伺っております。

　　今後は、県道、町道の交わる交差点であることを踏まえ、千葉県公安委員会、県、町で協議をしながら、今できる早急な対策として、現状の中で交通事故を減少させるために「とまれ」の規制標識の移動、交差点内の点滅灯の設置、この先、交差点ありの路面標示、右折左折時の注意喚起等、さらなる措置を講じてまいりたいと考えています。

　　以上でございます。

○議長（秦　重悦君）　11番、鶴岡　巖君

○１１番（鶴岡　巖君）　答弁ありがとうございました。

　　この交差点は、現在では一宮の町の中で一番危険な交差点だと言われているそうであります。今までは宮原の交差点、東浪見小北交差点、これも危険な交差点に数えられていたそうですが、それぞれの交差点に信号がついた関係で、この今役場西側交差点が、町の中では一番危険な交差点だというふうに言われております。
茂原警察署の作成しました交通事故分析図、これを担当課のほうからいただきましたが、過去の交通事故がどういう事故が起きているかということを分析した図があります。

　　この交通事故発生状況を見ますと、道路にはさまざまな、確かに今課長が言われましたように、安全標識が設置されています。しかし南側役所方面と、東側海のほうからの衝突事故が多いということがわかります。幸い死亡事故は起きていないようですが、大きな障害事故、いわゆる人身事故が何件も起きていることがわかります。たまたま近くに長島医院がありますので、よく長島医院に担ぎ込まれることがあります。
今後も考えられる安全対策は必要だと考えますが、大きく改善させるためには、どうしても信号機の設置が必要と考えます。先ほど答弁されましたように、平成20年、22年の２年間で９件発生しているということで考えても、信号機の設置が必要だと思います。先ほどの町の答弁では、信号機設置について、交通量が少ない、大幅な交差点改良をしなければできないと、千葉県公安委員会より指導を受けていると答弁されました。

　　しかし、私は調べてみますと、一般的な信号機の設置基準を見ますと、２つあります。この一宮が該当するのが２つあります。２つ以上該当する場合には設置基準に該当しますということですので、その１つは、当該地点、またはその付近において信号機の設置により抑止することができたと考えられる人身事故が過去１年間に２件以上発生している場合、これが１つの理由です。信号機があれば、当然起きなかった事故が２件以上あると思われます。

　　それから、もう一つは、一方通行の場合を除き赤信号で停止している自動車等の側方を自動車等が安全にすれ違うための必要な車道の幅員が確保できる場合。これは車１台が信号でとまっちゃうとわきが通れませんと、そういう車も狭いところはだめですよということで、すれ違いができるところは、信号機の設置基準に該当しますよというふうになっています。

　　町のほうの先ほどの答弁もありましたが、今この１、２の理由は設置基準に該当しますので、道路構造にも問題のある交差点とは思いますが、この交差点は信号機の設置基準に該当すると思われます。粘り強い要請をし、道路に対応した信号機の設置を改めて求めますが、考えを伺いたいと思います。

○議長（秦　重悦君）　答弁を求めます。

　　小関都市環境課長。
○都市環境課長（小関義明君）　一般的な信号機の設置基準でございますが、議員ご指摘のとおりでございます。この交差点のように十字路が直角に交わっていない場合は、この基準は適用外である旨、公安委員会より、この見解でございます。しかしながら、ここ３年の間に10件以上の事故が発生している現状を踏まえますと、今後は県道の管理者である県と公安委員会、茂原警察署に再度現地対策を要請いたしまして、最低限どのように交差点を改善すれば信号機が設置できるのか、今後協議をしてまいりたいと考えております。

　　以上でございます。

○議長（秦　重悦君）　11番、鶴岡　巖君

○１１番（鶴岡　巖君）　なかなか難しい地点ですので、要望意見を言いたいと思いますが、結局信号機の設置基準ですれ違っているということですね、県の公安委員会と、それから一般的基準ですれ違っている。しかし、町の担当者としては、実際に死亡事故が起きているので、一体何ができるか、最低限どのように交差点を改善すれば信号機が設置できるのか協議したいということですので、前向きに努力したいというふうな答えです。

　　私は、さらに思うのには、あの道は町道と県道がぶつかっているんです。そこで事故が起きているということは、町の町道の管理責任は町にあります。その原因が都市計画にあるとすれば、都市計画を進めてこなかった町の責任のために事故が起きているということになりますので、そういうことも踏まえて、さらにこの設置基準の留意事項というのがあります。

　　私は、その信号機は設置してもらいたいから一生懸命勉強したんですが、留意事項というのがあります。その中に、信号機の設置に当たっては、設置効果、緊急性、住民の要望等を勘案し、より必要性の高いものから順に設置していきますよということなんです。この一般基準にも該当しておりますし、地元からの要望も出ていますし、死亡事故も町が認識しているように少ない年数の中でも起きている。幸い人身事故が起きていないけれども、かなりの車の破損事故が起きてけがをしております。一宮の町の中で一番危険な箇所だということを警察署自体が認識しているということになりますと、信号機も含めた安全対策がどうしても求められると思いますので、その辺をよろしくお願いしたいと思います。

　　もし町長がこのことに対して、どうしてもコメントしたいということがあれば。

○議長（秦　重悦君）　町長、玉川孫一郎君。
○町長（玉川孫一郎君）　就任したときに、大変今申し上げました、非常にもっと危な場所が２カ所ありました。１つは東浪見の小学校北、そしてもう一つは、宮原の交差点。そのときも大変難しい、難しいという話があったんですけれども、結果として努力して、いろいろな状況に助けられながら２つとも実現いたしましたので、今のこの信号機も決してあきらめないでやっていけば必ずつくんじゃないかと私は思っております。

　　以上です。

○１１番（鶴岡　巖君）　ありがとうございました。よろしくお願いします。

○議長（秦　重悦君）　それでは、以上で鶴岡　巖君の一般質問を終わります。

　　これをもちまして、通告されました一般質問はすべて終了いたしました。
　――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――─────────
◎認定第１号～認定第６号の上程、説明、質疑、討論、採決
○議長（秦　重悦君）　日程第７、認定第１号　平成22年度一宮町一般会計歳入歳出決算認定について、認定第２号　平成22年度一宮町国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算認定について、認定第３号　平成22年度一宮町老人保健特別会計歳入歳出決算認定について、認定第４号　平成22年度一宮町介護保険特別会計歳入歳出決算認定について、認定第５号　平成22年度一宮町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算認定について、認定第６号　平成22年度一宮町農業集落排水事業特別会計歳入歳出決算認定についてを一括議題といたしたいと思います。
　　本案は、平成23年第３回議会定例会において決算審査特別委員会に審査の付託をいたしております。閉会中の継続審査にされた決算認定の認定第１号より認定第６号までの審査報告を求めます。

　　決算審査特別委員会委員長、秋場博敏君。
○決算審査特別委員長（秋場博敏君）　それでは、決算審査特別委員会報告を申し上げます。

　　決算審査特別委員会報告書。

　　平成23年第３回一宮町議会定例会において、閉会中の継続審査に付された平成22年度決算認定第１号から認定第６号まで６件を次のように審査しましたので報告いたします。

　　１、審査日時・会期・現場踏査。

　　第１日目は10月26日水曜日の午前９時に開会し、会期等を決定した後、審査に入る前に、審査に必要と判断した次の３カ所について、午前９時10分から午前10時20分まで現場踏査をいたしました。

　　①国民宿舎跡地、②中央ポンプ場の第３号ポンプ、③一宮中学校屋内運動場の３カ所です。

　　そして、午前10時25分から午後４時50分まで、一般会計ほか特別会計の歳入歳出決算の審査を総務課、教育課、保育所、産業観光課、農業委員会、住民課の順で行いました。

　　第２日目の10月27日木曜日は、午前９時から税務課、都市環境課、まちづくり推進課、福祉健康課の順で審査を行い、午後２時40分に終了いたしました。

　　２、前年度の要望事項。

　　前年度の要望事項は、ありませんでした。

　　３、審査の状況。

　　認定第１号　平成22年度一宮町一般会計歳入歳出決算認定については、各課の説明を受け、質疑を行いながら進めました。

　　質疑に対する回答は別紙のとおりです。

　　質疑後、討論に入り次のような討論がありました。

　　反対討論、鶴岡　巖委員。

　　平成22年度予算編成時の討論の中で、上総一ノ宮駅のエレベーター設置や、デマンド交通の試験運行の開始、子供の医療費助成を小学校３年生までの無料化を進めるなど、住民要望にこたえた予算編成となっていると評価した。
その一方で、国保税の引き下げの問題や臨時保育士の問題、ラスパイレス指数が県下で最下位になっている職員給与の改善等不十分な点があり、根本姿勢が問われると改善を求めてきた。
しかし、国保税の引き下げ問題では、資産割をなくし減税を行ったが、一部に増税世帯が生まれ、さらなる減税が必要であった。また、臨時保育士の問題では、臨時保育士への依存が進んでいる。職員給与の改善や職員定数の問題では、職員定数管理計画を持たない人事運営がされていることなど。
また、10月に支出した公共施設管理者負担金は、東浪見土地区画整理事業解決に向けたものであるが、組合役員等による保留地売買残金支払いがおくれており、事業完了に町の指導責任が問われている。
今、東日本大震災による復興対策と地元の経済対策が求められる中で、自治体の役割の本旨となっている住民生活の福祉の増進を中心に据えた町政が求められる。こうした点を指摘し、さらなる改善を進め、新年度予算編成に生かすことを求め反対する。

　　賛成討論、吉野繁徳委員。

　　平成22年度一宮町一般会計歳入歳出決算について、賛成討論を行います。
まず、歳入について見ますと、不安定な海外経済情勢や史上最高水準の円高傾向など、長引く景気低迷の影響を受け、当町でも歳入の根幹をなす町税が減収となっておりますが、税金の公平な負担のため、職員全体で徴収に取り組むなど、徴収率維持のため積極的な努力がうかがえます。その他の歳入についても、地方交付税や経済対策として臨時的に措置された地域活性化交付金の増額交付など、おおむね予定どおりの歳入が確保されています。
次に、歳出では、公債費や社会保障経費などが増加する厳しい財政状況の中、国の緊急経済対策を活用しながら予定された事業はすべて実施されております。未来を担う子供たちが安心して学ぶための施設整備「一宮中学校屋内運動場改築事業」や長年の懸案事項であった東浪見土地区画整理組合に対する「公共施設管理者負担金」、その他好評である「にこにこサービス」や「一時保育」など、幅広い住民ニーズに、限られた財源を有効に活用した決算であると思われ、総体的にも徹底した事務の見直しによる歳出削減や財源不足を補うための財政調整基金に頼ることなく、未利用の町有地払い下げなど歳入確保に尽力されており、執行部の努力が十分評価でき、住民サービスの向上を目指した決算であると考え賛成するものです。

　　認定第1号　平成22年度一宮町一般会計歳入歳出決算認定については、質疑・討論後、採決の結果、賛成多数により、原案のとおり認定すべきものと決しました。

　　認定第２号　平成22年度一宮町国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算認定については、住民課の説明を受け、質疑を行いながら進めました。

　　質疑に対する回答は別紙のとおりです。

　　質疑後、討論に入り、次のような討論がありました。

　　反対討論、鶴岡　巖委員。

　　平成22年予算討論で指摘したが、1984年（27年前）の大改悪が行われて以来、国庫補助率は総医療費の45％から25％を切る状態まで削られ、国民皆保険に対する国の責任放棄が続いている。そのため、国保税の徴収率の低下が続いており、低所得者加入世帯の多い一宮町でも、重税感は依然強くなっている。
本年度、住民要求を受けて議会での一般質問等で、減税を繰り返し訴える中、資産割をなくす減税を行ったが、一部に増税世帯も生まれ、さらなる減税が必要であった。何よりも必要なことは、加入世帯の生活実態に寄り添うことである。平成23年度は住民の声により１世帯平均１万8,000円の減税を実施したが、これでやって平成20年当時の状態に戻ったことになる。
今後も、経済、生活環境は悪化しており、より加入世帯の実態をよく見た中で、国からの負担増を求める等、国への要望等を強めるべきであると考える。
以上を主張し本決算に反対する。

　　賛成討論、藤乗一由委員。

　　国民健康保険特別会計は、被保険者の相互扶助によって賄われています。平成22年度末では、一宮町の47.1％の世帯が国民健康保険の対象となっています。高齢化が進む中、その割は年々低下を続けており、このことは未収額の増加とともに、将来国民健康保険事業の圧迫要因にもなりかねません。
一方で、少子高齢化や低所得者層の増加による税収の伸び悩み、医療費の増加など、さまざまな問題も抱えています。それらの対策として、現在国民健康保険事業の仕組みの周知や納税意識高揚のための広報やパンフレット等による啓発、職員合同徴収による戸別訪問や納税相談による収納率向上対策を進めています。
また、特定健診・特定保健指導により、被保険者の健康管理・意識向上にも取り組んでおり、これらによって医療支出の低減を図っています。こうした状況下、平成22年度は、資産割を全廃止する税率改正を行ったことで、平均的な世帯の負担額が軽減され、また基金への積み立てもなされました。
こうした点から、今後の問題を抱えるものではありますが、全体としては適正な決算であると判断し、これに賛成いたします。

　　認定第２号　平成22年度一宮町国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算認定については、質疑・討論の後、採決の結果、賛成多数により原案のとおり認定すべきものと決しました。

　　認定第３号　平成22年度一宮町老人保健特別会計歳入歳出決算認定については、住民課の説明を受け、質疑を行いながら進めました。

　　質疑に対する回答は別紙のとおりです。

　　討論はなく、採決の結果、全員賛成により、原案のとおり認定すべきものと決しました。

　　認定第４号　平成22年度一宮町介護保険特別会計歳入歳出決算認定については、福祉健康課の説明を受け、質疑を行いながら進めました。

　　質疑に対する回答は別紙のとおりです。

　　質疑後、討論に入り次のような討論がありました。

　　反対討論、鶴岡　巖委員。

　　平成22年度予算編成に対する討論の中で、次の点について改善を求め指摘してきた。
介護保険の10年前の介護を社会全体で支えるという理念が、実際には特別養護老人ホームの待機者問題、実質平成22年50名以上、平成23年７月現在90名とふえている。
そうした中で、町の平成21年から平成23年10月25日までの第４期老人保健福祉計画・介護保険事業計画には、特養施設整備計画がない等「保険あって介護なし」の状態が続いていること。
そして、介護労働者の低賃金問題と施設経営の困難さは、施設訪問の際に施設運営者から訴えられるなど、国の福祉予算削減が根底にあり、問題を抱えていること。
決算資料でも、一宮町の65歳以上高齢者は3,336人と高齢化26.58％となり、増加傾向である。介護保険料の基準額も平成21年度3,600円、平成22年度3,650円、平成23年度は3,700円となっており、一般会計からの繰り入れをしても下げるべきだと主張してきた。
これらの指摘は、１年間の介護保険事業を進める中でも改善されないまま今日に至っている。平成24年度から第５期事業計画が始まる。こうした点を考慮し事業計画に反映させるべきである。
以上の改善を求め、本決算に反対する。

　　賛成討論、鵜沢一男委員。

　　平成22年度介護保険特別会計決算認定に、賛成の立場で討論いたします。
平成22年度は、平成21年度から３年間の第４期介護保険事業計画の中間年度で、おおむね計画どおり事業が完了したものと考えます。

介護保険は、高齢者が安心して生活が送れることができる制度として定着しております。当町におきましても、高齢化の進展に伴い、介護認定者が増加する中、介護サービスにかかる費用もあわせて増加しています。
このような状況下におきまして、介護保険会計が、公費及び介護保険料により介護サービスの利用に適切に対応し、かつ効果的に運営された結果と判断し、平成22年度介護保険特別会計決算認定に賛成いたします。

　　認定第４号　平成22年度一宮町介護保険特別会計歳入歳出決算認定については、質疑・討論の後、採決の結果、賛成多数により、原案のとおり認定すべきものと決しました。

　　認定第５号　平成22年度一宮町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算認定については、住民課の説明を受けながら進めました。

　　質疑はありませんでした。

　　討論は次のようにありました。

　　反対討論、鶴岡　巖委員。

　　平成22年予算審査の討論でも、平成20年からスタートした後期高齢者医療制度は、住民の十分な理解と納得を得ない段階での見切り発車であったこと。そして、現民主党政権もこの制度の廃止を掲げて誕生したことを指摘した。また、県広域連合議会では、地域の声や高齢者の声が反映しにくい上、審査時間も制約され、結局、上意下達の運営が行われている。
さらに、保険料は２年ごとの見直しがされているが、初年度の平成22年度は、過大見積もりの中で高い保険料が設定され、被保険者分だけが返還されずに基金に積み立てがされ、その結果、平成22年度末では約67億3,800万円と莫大な基金となっている。
町は、窓口事務が中心であるが、平成22年度予算執行の中で、地域公聴会を開催し、住民の声を直接聞くべきだとの提起をしたが、開催されませんでした。もっと積極的に県広域連合に要求すべきであり、高齢者の声を聞き反映させる点で努力すべきと考える。
こうした点なども踏まえ、問題の多い本会計に対して反対する。

　　賛成討論、袴田　忍委員。

　　後期高齢者医療制度については、昨年「高齢者医療制度改革会議」において、新たな高齢者医療制度の検討が進められ、最終取りまとめが示されている。しかしながら、まだ国会への法案提出がなされていないため、新制度への移行期間が不透明であり、今後の動向を注視しているところである。
このような中、75歳以上の医療を現役世代と高齢者がともに支え合う制度改正から３年を経過した現在、順調に運営されております。また、制度運営の責任については、後期高齢者医療広域連合という新たな運営主体が創設され、広域単位での運営とし保険料格差が市町村でなく県内で均一となりました。
高齢者の不安をなくし、安心して適切な医療が受けられるよう可能な限り保険料の増加を抑え、所得が低い方の保険料軽減策を継続するなどの取り組みを行っており、高齢化社会の中で、健康で明るい老後を過ごすためにも、適切な決算と判断し、賛成します。

　　認定第５号　平成22年度一宮町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算認定については、討論の後、採決の結果、賛成多数により原案のとおり認定すべきものと決しました。

　　認定第６号　平成22年度一宮町農業集落排水事業特別会計歳入歳出決算認定については、産業観光課の説明を受けながら進めました。

　　質疑、討論なく採決の結果、全員賛成により、原案のとおり認定すべきものと決しました。

　　なお、最後に町に対して次のとおり要望がありました。

　　１、町内保育所の駐車場が狭く、確保の必要性があり、予算計上を要望する。

　　２、町内各保育所の臨時職員の割合が多いので、正職員の増加を要望する。

　　３、国保税の徴収については、住民課と税務課で連携をとるとともに、医療費低減に係る福祉健康課も加わり、きめ細やかな連携を図り、事業効果のチェックを要望する。

　　４、東浪見区画整理事業終了に向けて、町は特段の指導援助することを要望する。

　　平成23年12月９日。

　　決算審査特別委員会委員長、秋場博敏。

　　一宮町議会議長、秦　重悦様。

○議長（秦　重悦君）　ご苦労さまでした。

　　決算審査特別委員会委員長の報告が終わりました。

　　ただいまの委員長報告に対しまして、認定第１号より認定第６号までの質疑を一括で行います。

　　一括で行うため、質疑については、認定第何号についてということでお願いしたいしたいと思います。

　　質疑のある方、どうぞ。
（「なし」と呼ぶ者あり）
○議長（秦　重悦君）　なければ、質疑を終結いたします。

　　これより本案に対しての一括討論に入ります。

　　一括で行うために、討論については、認定第何号についてということでお願いしたいと思います。

　　討論ありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）
○議長（秦　重悦君）　なければ、これをもって討論を終結いたします。

　　これより認定第１号　平成22年度一宮町一般会計歳入歳出決算認定について採決いたします。

　　本案に対する委員長の報告は認定とするものです。

　　お諮りいたします。本案を委員長報告のとおり認定することに賛成の諸君の起立を求めます。

（賛成者起立）
○議長（秦　重悦君）　起立多数。

　　よって、認定第１号　平成22年度一宮町一般会計歳入歳出決算認定については、認定することに決定いたしました。

　　これより認定第２号　平成22年度一宮町国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算認定についてを採決いたします。

　　本案に対する委員長の報告は認定とするものです。

　　お諮りいたします。本案を委員長報告のとおり認定することに賛成の諸君の起立を求めます。

（賛成者起立）
○議長（秦　重悦君）　起立多数。

　　よって、認定第２号　平成22年度一宮町国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算認定については認定することに決定いたしました。

　　これより認定第３号　平成22年度一宮町老人保健特別会計歳入歳出決算認定について採決いたします。

　　本案に対する委員長の報告は認定とするものです。

　　お諮りいたします。本案を委員長報告のとおり認定することに賛成の諸君の起立を求めます。

（賛成者起立）
○議長（秦　重悦君）　全員起立。

　　よって、認定第３号　平成22年度一宮町老人保健特別会計歳入歳出決算認定については認定することに決定いたしました。

　　これより認定第４号　平成22年度一宮町介護保険特別会計歳入歳出決算認定についてを採決いたします。

　　本案に対する委員長の報告は認定とするものです。

　　お諮りいたします。本案を委員長報告のとおり認定することに賛成の諸君の起立を求めます。

（賛成者起立）
○議長（秦　重悦君）　起立多数。

　　よって、認定第４号　平成22年度一宮町介護保険特別会計歳入歳出決算認定については認定することに決定いたしました。

　　これより認定第５号　平成22年度一宮町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算認定についてを採決いたします。

　　本案に対する委員長の報告は認定とするものです。

　　お諮りいたします。本案を委員長報告のとおり認定することに賛成の諸君の起立を求めます。

（賛成者起立）
○議長（秦　重悦君）　起立多数。

　　よって、認定第５号　平成22年度一宮町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算認定については認定することに決定いたしました。

　　これより認定第６号　平成22年度一宮町農業集落排水事業特別会計歳入歳出決算認定についてを採決いたします。

　　本案に対する委員長の報告は認定とするものです。

　　お諮りいたします。本案を委員長報告のとおり認定することに賛成の諸君の起立を求めます。

（賛成者起立）
○議長（秦　重悦君）　全員起立。
　　よって、認定第６号　平成22年度一宮町農業集落排水事業特別会計歳入歳出決算認定については認定することに決定いたしました。

　――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――─────────
◎議案第１号の上程、説明、質疑、討論、採決
○議長（秦　重悦君）　日程第８、議案第１号　特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例を議題といたします。

　　提案理由の説明を求めます。

　　峰島総務課長。

○総務課長（峰島　清君）　それでは、議案つづりの１ページをお開きください。

　　議案第１号　特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例について、ご説明申し上げます。
　　特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例を次のように定める。

　　この条例の一部改正につきましては、昭和36年に制定されたスポーツ振興法が50年ぶりに全部改正され、スポーツ基本法となり、スポーツに関する基本理念、国や地方公共団体の責務、スポーツ団体の努力規定などが盛り込まれ、８月24日から施行されました。この改正により、「体育指導委員」の名が「スポーツ推進委員」改正されたため、別表第１、職名の欄中「体育指導委員」を「スポーツ推進委員」に改めるものでございます。

　　附則としまして、この条例は、公布の日から施行するものでございます。

　　説明につきましては、以上でございます。よろしくお願いいたします。

○議長（秦　重悦君）　提案理由の説明が終わりました。

　　これより本案に対する質疑に入ります。

（「なし」と呼ぶ者あり）
○議長（秦　重悦君）　なければ、質疑を終結いたします。

　　これより討論に入ります。

（「なし」と呼ぶ者あり）
○議長（秦　重悦君）　なければ、これをもって討論を終結いたします。

　　日程第８、議案第１号　特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例を採決いたします。

　　お諮りいたします。本案を原案のとおり決するにご異議ございませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）
○議長（秦　重悦君）　異議なしと認め、本案は原案のとおり可決いたしました。

　――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――─────────
◎議案第２号の上程、説明、質疑、討論、採決
○議長（秦　重悦君）　日程第９、議案第２号　平成23年度一宮町一般会計補正予算（第５次）議定についてを議題といたします。

　　提案理由の説明を求めます。

　　峰島総務課長。

○総務課長（峰島　清君）　それでは、議案つづりの２ページをお開きください。

　　議案第２号　平成23年度一宮町一般会計補正予算（第５次）議定について、ご説明申し上げます。

　　３ページをお願いいたします。

　　平成23年度一宮町の一般会計補正予算（第５次）は、次に定めるところによる。

　　歳入歳出予算の補正。

　　第１条、歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ7,934万円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ40億4,138万6,000円とするものです。

　　10ページ、11ページをお開きください。

　　初めに、歳出からご説明いたします。

　　10ページ、１款の議会費から12ページの一番下の９款の民生費までにつきましては、11ページと13ページの説明欄により説明をさせていただきます。

　　それでは、11ページの一番上の議会事務運営費から説明をいたします。

　　議会事務運営費の８万6,000円は、議会だよりのページ数が一般質問等の増加により、印刷製本費を補正するものです。

　　次に、庁舎ＩＴ化事業の34万4,000円は、パソコンの老朽化及び不足に伴い、パソコン３台を購入するものです。

　　次に、町有財産管理運営費の450万3,000円のうち13節委託料の390万7,000円は、台風等の影響で一宮字小池地先ほか２カ所の町有地雑木伐採業務委託料の120万8,000円と地番現況図データ更新業務委託料の269万9,000円は、公会計による公有財産台帳システム構築業務を現在実施しておりますが、その中で税務課の地番現況図と法務局の図面が町有地で1,000筆が一致しないことが判明したため、公会計の精度を高めるためにデータ更新を行うものです。

　　15節の工事請負費の59万6,000円のうち町有地建物解体工事の44万9,000円は、一宮字老女子地先の町有地内の建物の解体工事です。また、町有地コンクリート撤去工事の14万7,000円は、東浪見海岸入り口の案内看板の基礎コンクリートを撤去する工事費です。
次に、放置自転車等対策事業の6,000円は、駐輪場を設置するため、ＪＲよりＪＲ東浪見駅敷地内の土地28平方メートルを借り上げするものです。

　　次に、集会所等改修費補助事業の88万3,000円は、15区で集会所の廊下の張りかえ及びトイレの改修工事に伴う補助金です。

　　次に、外国人登録事務費の15万3,000円は、平成24年７月から外国人の住民票の発行、交付が始まり、それに対応するためのＬＧＷＡＮ回線接続工事を行うものです。

　　次に、20節扶助費の596万円のうち、訓練等給付事業の393万1,000円は、障害者の職業訓練、生活訓練などの増加による補正です。
補装具給付事業の106万2,000円は、身体障害者の義足や車いすのクッションなど、高額な申請の増加による補正です。
地域生活支援事業の96万7,000円は、ストーマ、聴覚障害者器具などの増加による補正でございます。この３つの事業は、国50％、県25％の補助事業です。

　　次に、一般職員人件費の181万2,000円の減額は、職員１名が10月から来年の３月末日までの６カ月間、休職に伴い給料及び共済費等を減額するものです。

　　次に、12ページ、13ページをお開きください。

　　13ページの保育所事務運営費の703万1,000円は、低年齢児の入所の増加に伴う非常勤職員３名と休職に伴う代替職員１名が増員したため、給料及び共済費等の補正です。

　　次に、農業関係負担金・補助金の13万8,000円は、一宮町西部土地改良区が細田堰下流等でＵ字溝などの工事を行うための補助金です。
魅力ある観光地づくり事業の5,192万8,000円は、国民宿舎一宮荘跡地に駐車場の整備とトイレを設置するための委託料及び工事請負費です。

　　次に、道路維持管理事業の12万4,000円は、海岸道路の堆積土の除去回数の増加による重機等の借上料です。

　　その下の道路新設改良事業の567万円は、広域水道部で11区の芝田漬物店から南へ向かう道路101メートル及び12区の元スナック「キャン」から12区の集会所手前の十字路までの213メートルの２カ所で水道管の本管布設工事を行い、その後に町が広域の負担金により舗装の本復旧工事を行うものです。

　　次に、建築指導事務運営費の100万円は、当初予算で住宅リフォーム補助金として200万円を計上しましたが、今回実績により追加で100万円を計上するものです。この事業は、国の50％補助事業です。

　　次に、災害対策事業の325万円の液状化等被害住宅再建支援金は、ことしの３月11日の東日本大震災で町内の床上浸水家屋のうち一般住宅につきましては、畳の入れかえや建物の補修等に対し、１件当たり県が最高25万円を支給するもので、対象は13件で、掛ける25万円で325万円の計上でございます。

　　次に、公民館管理運営費の10万円は、公民館図書コーナー本棚製作委託料です。

　　続きまして、８ページ、９ページをお開きください。

　　歳入につきまして、ご説明をいたします。
　　歳入は、９款の地方特例交付金260万5,000円、14款の国庫支出金合わせて348万円、15款の県支出金合わせて2,474万円、18款の繰入金10万円、19款の繰越金4,286万9,000円及び雑入567万円等が歳入でございます。

　　説明につきましては、以上でございます。よろしくお願いいたします。

○議長（秦　重悦君）　提案理由の説明が終わりました。

　　これより本案に対する質疑に入ります。

　　質疑ございますか。

（「なし」と呼ぶ者あり）
○議長（秦　重悦君）　なければ、質疑を終結いたします。

　　これより討論に入ります。

（「なし」と呼ぶ者あり）
○議長（秦　重悦君）　なければ、これをもって討論を終結いたします。

　　これより日程第９、議案第２号　平成23年度一宮町一般会計補正予算（第５次）議定についてを採決いたします。

　　お諮りいたします。本案を原案のとおり決するにご異議ございませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）
○議長（秦　重悦君）　異議なしと認め、本案は原案のとおり可決いたしました。

　――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――─────────
◎議案第３号の上程、説明、質疑、討論、採決
○議長（秦　重悦君）　日程第10、議案第３号　平成23年度一宮町国民健康保険事業特別会計補正予算（第３次）議定についてを議題といたします。

　　提案理由の説明を求めます。

　　牧野住民課長。

○住民課長（牧野一弥君）　それでは、議案つづりの16ページをお開きください。

　　議案第３号　平成23年度一宮町国民健康保険事業特別会計補正予算（第３次）議定について、ご説明申し上げます。

　　17ページをお願いいたします。

　　平成23年度一宮町の国民健康保険事業特別会計補正予算（第３次）は、次に定めるところによる。

　　歳入歳出予算の補正。

　　第１条、歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ39万2,000円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ14億887万7,000円とするものでございます。

　　それでは、歳出から説明いたしますので、24、25ページをお開きください。

　　歳出でございますが、第３款後期高齢者支援金等でございますが、右の25ページの説明欄で説明いたします。
後期高齢者支援金でございますが、今回納付金額の確定によりまして33万8,000円の補正でございます。

　　次に、第４款の前期高齢者納付金等でございますが、同じく右の25ページのほうにございますが、前期高齢者納付金といたしまして、同じく納付金額の確定によりまして、５万4,000円の補正でございます。

　　次に、歳入でございますが、22、23ページをお開きください。

　　歳入でございますが、９款の繰入金、これにつきましては、財政調整基金の繰入金39万2,000円を充当するものでございます。

　　以上です。よろしくお願いいたします。

○議長（秦　重悦君）　提案理由の説明が終わりました。

　　これより本案に対する質疑に入ります。

　　質疑ございますか。

（「なし」と呼ぶ者あり）
○議長（秦　重悦君）　なければ、質疑を終結いたします。

　　これより討論に入ります。

（「なし」と呼ぶ者あり）
○議長（秦　重悦君）　なければ、これをもって討論を終結いたします。

　　これより日程第10、議案第３号　平成23年度一宮町国民健康保険事業特別会計補正予算（第３次）議定についてを採決いたします。

　　お諮りいたします。本案を原案のとおり決するにご異議ございませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）
○議長（秦　重悦君）　異議なしと認め、本案は原案のとおり可決いたしました。

　――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――─────────
◎同意案第１号の上程、説明、質疑、討論、採決
○議長（秦　重悦君）　日程第11、同意案第１号　固定資産評価審査委員の選任につき同意を求めることについてを議題といたします。

　　提案理由の説明を求めます。

　　町長、玉川孫一郎君。
○町長（玉川孫一郎君）　同意案第１号について、ご説明申し上げます。
　　固定資産評価審査委員の同意について、ご説明申し上げます。

　　新規に同意をお願いする方は、一宮町一宮1189番地の丸島喜昭さんです。

　　丸島さんは、昭和43年７月に千葉県庁に就職後、県内土木事務所を経験、平成20年３月に県庁を退職後、自宅にて農業に従事し、現在に至っております。土木用地関係の職歴が長く、また現場での経験も豊富であることから、固定資産評価審査委員には適任と思われますので、今回の同意をお願いするものです。

　　なお、任期は、平成24年２月２日から３年間です。

　　よろしくお願いいたします。

○議長（秦　重悦君）　提案理由の説明が終わりました。

　　これより本案に対する質疑に入ります。

（「なし」と呼ぶ者あり）
○議長（秦　重悦君）　なければ、質疑を終結いたします。

　　お諮りいたします。討論を省略し、採決することにご異議ございませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）
○議長（秦　重悦君）　異議なしと認め、討論を省略いたします。

　　お諮りいたします。固定資産評価審査委員の選任につき同意を求めることについて、本案の丸島喜昭さんを適任とし同意することに賛成の諸君は起立願います。

（賛成者起立）
○議長（秦　重悦君）　起立多数。

　　よって、本会議では丸島喜昭さんを適任とし同意することに決しました。

　　ここで、議事日程追加のため、暫時休憩いたします。

休憩　午後　３時５３分
　――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――─────────
再開　午後　４時０５分
○議長（秦　重悦君）　休憩前に引き続き会議を再開いたします。

　　お諮りいたします。発議第１号を日程第12に追加し、お手元に配付しました日程のとおり議題といたしたいと思います。これにご異議ございませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）
○議長（秦　重悦君）　異議なしと認めます。

　　よって、日程第12を日程に追加し、お手元の追加日程表のとおり議題とすることに決定いたしました。

　――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――─────────
◎発議第１号の上程、説明、質疑、討論、採決
○議長（秦　重悦君）　日程第12、発議第１号　地方消費者行政に対する国の実効的支援を求める意見書を議題といたします。

　　提案理由の説明を求めます。

　　提出者、13番、森　佐衛君。
○１３番（森　佐衛君）　発議第１号　地方消費者行政に対する国の実効的支援を求める意見書。

　　上記の議案を別紙のとおり一宮町議会会議規則第13条第２項の規定により提出いたします。

　　平成23年12月９日提出。

　　提出者、一宮町議会議員、森　佐衛。

　　賛成者、一宮町議会議員、吉野繁徳、賛成者、一宮町議会議員、小安博之、賛成者、一宮町議会議員、鵜沢一男、賛成者、一宮町議会議員、鵜沢清永。

　　一宮町議会議長、秦　重悦様。

　　地方消費者行政に対する国の実効的支援を求める意見書。

　　以上、地方自治体第99条の規定により意見書を提出する。

　　平成23年12月９日。

　　一宮町議会議長、秦　重悦。

　　衆議院議長、横路孝弘様、参議院議長、平田健二様、内閣総理大臣、野田佳彦様、財務大臣、安住　淳様、総務大臣、川端達夫様、消費者担当大臣、山岡賢次様。

　　以上です。

○議長（秦　重悦君）　提案理由の説明が終わりました。

　　これより本案に対する質疑に入ります。

　　質疑ございますか。

（「なし」と呼ぶ者あり）
○議長（秦　重悦君）　なければ、質疑を終結いたします。

　　これより討論に入ります。

（「なし」と呼ぶ者あり）
○議長（秦　重悦君）　なければ、これをもって討論を終結いたします。

　　これより日程第12、発議第１号　地方消費者行政に対する国の実効的支援を求める意見書を採決いたします。

　　お諮りいたします。本案を原案のとおり決するにご異議ございませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）
○議長（秦　重悦君）　異議なしと認め、本案は原案のとおり可決いたしました。

　　なお、可決した意見書は、後日、関係行政庁に提出いたします。

　――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――─────────
◎閉会の宣告
○議長（秦　重悦君）　本定例会の案件はすべて議了いたしました。
　　これをもちまして平成23年第４回一宮町議会定例会を閉会いたします。
　　ご苦労さまでした。
閉会　午後　４時１０分
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